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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 当社の海外連結子会社であるOKI SYSTEMS IBERICA, S.A.U.（所在国：スペイン、事業内容：プリンタの販売、以

下「OSIB」）において、売上債権の過大計上による不適切な会計処理が行われていたことが判明したことから、平成24

年８月７日付で外部有識者による調査委員会（以下「外部調査委員会」）を設置し、客観的かつ徹底した全容解明を行

ってきました。 

 平成24年９月11日付で外部調査委員会より受領した調査報告書（以下「外部調査報告書」）の指摘事項およびその結

果を踏まえた債権の回収可能性の再検討による訂正を行うこととし、あわせて過去において判明していたものの重要性

がないため訂正をしていなかった事項の訂正も行うこととしました。 

 当社の連結業績に与える影響額は、第83期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）から第89期（自 平成

24年４月１日 至 平成25年３月31日）第１四半期まで（以下「訂正期間」）の累計で、売上高が7,496百万円の減

少、営業利益が21,610百万円の損失、経常利益が21,510百万円の損失、当期純利益が30,824百万円の損失となり、第89

期（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）第１四半期末（以下「訂正期間末」）の純資産は24,434百万円減

少しました。 

 訂正期間における累計の当期純利益に与える影響額は、外部調査報告書による影響額が15,381百万円の減少、債権の

回収可能性の再検討による影響額が15,443百万円の減少となりました。なお、未修正事項の訂正は費用の帰属期間の訂

正等のため累計の当期純利益に与える影響額はありません。 

 外部調査報告書による影響額の内容は、実体を伴わない売上・売掛金等の取消や、ディストリビューターに対するリ

ベートの未計上に係る売上・売掛金の取消等です。債権の回収可能性の再検討による影響額の内容は、外部調査報告書

の指摘事項に基づき訂正したOSIBの売掛金残高に対して、その回収可能性を再検討したものです。ただし、平成21年３

月31日前のOSIBの売掛金残高の一部については、回収可能性を合理的に再検討するに足る充分な情報が得られなかった

ため、上記内容の訂正後の残高をもって連結貸借対照表計上額としております。 

 これらにより、当社が過去に提出した第84期（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）から第88期（自 平

成23年４月１日 至 平成24年３月31日）までの有価証券報告書等の記載事項の一部を訂正する必要が生じたため、金

融商品取引法第24条の２第１項の規定に基づき、有価証券報告書の訂正報告書を提出いたします。 

 なお、訂正後の連結財務諸表および財務諸表については、新日本有限責任監査法人により監査を受けており、その監

査報告書を添付しております。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

第２ 事業の状況 

１ 業績等の概要 

７ 財政状態及び経営成績の分析 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

(1）連結財務諸表 

２ 財務諸表等 

(1）財務諸表 

(2）主な資産及び負債の内容 

監査報告書 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿＿＿線で示しています。 

 なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、訂正後のみを記載しています。 
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（１）連結経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．第83期及び第84期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額が計

上されているため記載していない。 

３．純資産額の算定にあたり、第83期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用している。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次   第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月   平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （百万円）  654,214  688,542  680,526  716,967  719,756

経常損益 （百万円）  12,459  21,168  7,240  △13,934  △4,702

当期純損益 （百万円）  1,328  11,174  5,058  △37,775  △313

純資産額 （百万円）  110,499  124,827  133,887  105,921  90,138

総資産額 （百万円）  609,560  608,015  618,859  632,830  574,371

１株当たり純資産額 （円）  180.66  204.11  218.96  145.42  122.59

１株当たり当期純損益金額 （円）  2.17  18.27  8.27  △58.33  △0.46

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
（円）  2.17  17.87  7.77  －  －

自己資本比率 （％）  18.1  20.5  21.6  15.7  14.6

自己資本利益率 （％）  1.3  9.5  3.9  △33.5  △0.3

株価収益率 （倍）  227.19  24.74  45.47  －  －

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円）  92,269  59,323  14,965  16,105  42,543

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円）  △19,202  △41,514  △28,555  △34,900  △22,876

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円）  △43,564  △26,890  774  28,130  △19,401

現金及び現金同等物の期末

残高 
（百万円）  58,075  49,411  38,419  49,800  49,846

従業員数 （人）  20,960  20,410  21,175  21,380  22,640
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（２）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．第80期及び第83期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額が計

上されているため記載していない。 

３．純資産額の算定にあたり、第83期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用している。 

  

回次   第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月   平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （百万円）  417,517  439,355  409,100  406,922  408,787

経常損益 （百万円）  1,011  8,288  4,674  △17,696  △11,892

当期純損益 （百万円）  △3,800  3,199  2,217  △39,045  1,078

資本金 （百万円）  67,862  67,877  67,882  76,940  76,940

発行済株式総数 （千株）  612,221  612,335  612,371  684,256  684,256

純資産額 （百万円）  123,544  128,199  134,917  94,620  82,606

総資産額 （百万円）  496,673  488,017  487,557  465,712  414,975

１株当たり純資産額 （円）  201.97  209.60  220.63  138.44  120.81

１株当たり配当額 （円）  －  3.00  3.00  －  －

（うち１株当たり中間配当

額） 
 ( )－ ( )－ ( )－ ( )－ ( )－

１株当たり当期純損益金額 （円）  △6.21  5.23  3.63  △60.28  1.58

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
（円）  －  5.12  3.41  －  1.41

自己資本比率 （％）  24.9  26.3  27.7  20.3  19.9

自己資本利益率 （％）  △3.1  2.5  1.7  △35.9  1.2

株価収益率 （倍）  －  86.42  103.58  －  121.52

配当性向 （％）  －  57.3  82.7  －  －

従業員数 （人）  5,379  5,389  5,496  5,579  5,313
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２【沿革】

年月 沿革

明治 14年 １月 沖牙太郎が電信機・電話機・電線・電鈴等を製造・販売するため、当社の前身である明工舎を創業

  40年 ５月 合資会社沖商会に組織変更 

大正 元年 ８月 合資会社沖商会の販売部門として沖電気株式会社を設立 

  ６年 ２月 合資会社沖商会を沖電気株式会社に合併 

昭和 ２年 ８月 東京市芝区に芝浦事業所を開設 

  24年 11月 企業再建整備法による法定整備計画に基づき沖電気株式会社は解散、同日にその第二会社として沖

電気工業株式会社（資本金１億８千万円）を設立 

  26年 11月 東京証券取引所に上場 

  33年 11月 情報処理装置生産のため群馬県高崎市に高崎事業所（現高崎地区技術部門）を開設 

  36年 ６月 電子デバイス生産のため東京都八王子市に八王子事業所（現八王子地区技術・生産部門）を開設 

    ７月 大阪証券取引所に上場 

  37年 ５月 電子通信装置生産のため埼玉県本庄市に本庄事業所（現本庄地区生産部門）を開設 

  46年 ４月 東京都八王子市に研究部門として開発本部（現研究開発本部）を開設 

  48年 ６月 富岡沖電気㈱を吸収合併し群馬県富岡市に富岡工場（現本庄地区生産部門）を開設 

  54年 12月 情報処理装置生産のため静岡県沼津市に沼津工場（現沼津地区技術・生産部門）を開設 

  55年 11月 半導体生産強化のため宮崎沖電気㈱を設立 

  56年 １月 創業100周年 

  59年 ３月 米国子会社５社を合併し、OKI AMERICA, INC.を設立 

  61年 10月 埼玉県蕨市にシステム開発センタ（現システムセンター）を開設 

  62年 12月 欧州における情報通信機器の販売統括会社OKI EUROPE LTD.を英国に設立 

  63年 ４月 半導体生産強化のため宮城沖電気㈱を設立 

平成 ２年 １月 タイ国に半導体製造会社OKI (THAILAND) CO., LTD.を設立 

  ４年 ８月 サービス部門強化のため㈱沖電気カスタマアドテックを設立 

  ６年 ４月 タイ国のOKI (THAILAND) CO., LTD.にプリンタのキーコンポーネントの組立工場 

（現OKI DATA MANUFACTURING (THAILAND)CO.,LTD.）を開設 

  ６年 10月 プリンタ、ファクシミリ及びこれに関連する事業につき㈱沖データに対し営業を譲渡 

  ９年 ４月 沖電気工事㈱（現沖ウィンテック㈱）の株式を東京証券取引所市場第二部に上場 

  12年 ４月 カンパニー制ならびに執行役員制を導入 

  13年 ７月 ＡＴＭの生産拡大と中国市場での販売のため、中国に沖電気実業（深セン）有限公司を設立 

  16年 ４月 埼玉県蕨市の事業所を拡張し、情報通信融合ソリューションビジネスの戦略拠点としてシステムセ

ンターを竣工 

  18年 ６月 中国北京にＯＫＩグループの中国販売統括会社 日沖商業（北京）有限公司を設立 
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 ＯＫＩグループ（当社及び当社の関係会社）は、「情報通信システム」、「半導体」、「プリンタ」、「その他」

の４事業にわたって、製品の製造・販売、システムの構築・ソリューションの提供、工事・保守及びその他のサービ

スを行っている。 

 なお、事業区分別の事業の内容は、以下のとおりである。 

  

＜情報通信システム＞ 

 当事業では、主に以下の製品の製造・販売、システムの構築・ソリューションの提供、工事・保守及びその他サー

ビスを行なっている。 

金融システム、自動化機器システム、ＩＴＳ関連システム、電子政府関連システム、ＥＲＰシステム、コンピュー

タ・ネットワーク関連機器、情報ネットワーク端末機器、セキュリティシステム、ＩＰ電話システム、企業通信シ

ステム、ＣＴＩシステム、映像配信システム、電子交換装置、デジタル伝送装置、光通信装置、無線通信装置、ブ

ロードバンドアクセス装置、ネットワークサービス、ネットワーク運用支援サービスなど 

  

＜半導体＞ 

 当事業では、主に以下の製品の製造・販売及びその他サービスを行なっている。 

システムＬＳＩ、ロジックＬＳＩ、メモリＬＳＩ、高速光通信用デバイス、ファンダリサービスなど 

  

＜プリンタ＞ 

 当事業では、主に以下の製品の製造・販売及びその他サービスを行なっている。 

カラーＮＩＰ、モノクロＮＩＰ、ＳＩＤＭ、ＭＦＰなど 

  

＜その他＞ 

 その他として、製品等の運送・管理、用役提供、その他機器商品の製造及び販売を行なっている。 

  

３【事業の内容】
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 ＯＫＩグループの事業系統図を示すと概ね以下のとおりである。 
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（１）連結子会社 

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２．（株）沖データは、特定子会社に該当する。 

３．沖ウィンテック（株）は、有価証券報告書を提出している。 

４．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数である。 

  

４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 
（百万円） 主要な事業の内容

議決権の所有
（又は被所
有）割合 

（％） 

関係内容 

（株）沖データ 東京都港区  17,000 プリンタ 100.0
当社がプリンタを購入している。 
役員の兼任等 … 有 

（株）沖電気カスタマ

アドテック 
東京都江東区  800 情報通信システム 100.0

当社より情報通信システム／機器を購入しており、

当社が工事保守役務等を購入している。又、当社は

資金を貸付けている。 
役員の兼任等 … 有 

沖ウィンテック（株） 東京都品川区  2,001 情報通信システム
( )

53.6

0.4

当社が電気通信工事役務を購入している。 
役員の兼任等 … 有 

沖ソフトウェア（株） 埼玉県蕨市  400 情報通信システム 100.0

当社がソフトウェアを購入しており、又、当社は資

金を貸付けている。 

役員の兼任等 … 有 

宮城沖電気（株） 
宮城県黒川郡 
大衡村 

 200 半導体 100.0

当社半導体の受託生産を行っており、又、当社は生

産設備（工場・機械）の貸与及び資金の貸付けを行

っている。 

役員の兼任等 … 有 

宮崎沖電気（株） 
宮崎県宮崎郡 
清武町 

 200 半導体 100.0

当社半導体の受託生産を行っており、又、当社は生

産設備（工場・機械）の貸与及び資金の貸付けを行

っている。 
役員の兼任等 … 有 

OKI AMERICA, INC. 
CALIFORNIA, 

U.S.A. 

千米ドル 

 14,000
半導体 100.0

当社より半導体を購入している。 

役員の兼任等 … 有 

OKI DATA 
AMERICAS, INC. 

NEW JERSEY, 
U.S.A. 

千米ドル 

 10,000
プリンタ 

( )

100.0

100.0

㈱沖データよりプリンタを購入しており、又、㈱沖

データ及びOKI AMERICA, INC.は資金を貸付けてい

る。 
役員の兼任等 … 有 

OKI DATA 

MANUFACTURING 

(THAILAND)CO.,LTD. 

AYUTTHAYA, 

THAILAND 

千バーツ 

 420,000
プリンタ 

( )

100.0

100.0

㈱沖データのプリンタの受託生産を行っている。 

役員の兼任等 … 無 

OKI EUROPE LTD. 
MIDDLESEX, 
U.K. 

千スターリン

グポンド 

 33,000

プリンタ 100.0

㈱沖データよりプリンタを購入しており、又、㈱沖

データは資金を貸付けている。 
役員の兼任等 … 有 

OKI (THAILAND) 

CO., LTD. 

AYUTTHAYA, 

THAILAND 

千バーツ 

 700,000
半導体 100.0

当社半導体の受託生産を行っており、又、当社は資

金を貸付けている。 

役員の兼任等 … 無 

沖電気実業（深セン）

有限公司 
SHENZHEN, 
CHINA 

千元 

 50,476

情報通信システム

プリンタ ( )

100.0

100.0

当社の情報通信機器の受託生産を行っている。又、

㈱沖データのプリンタの受託生産を行っている。 
役員の兼任等 … 有 

その他87社        
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（２）持分法適用関連会社 

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２．沖電線（株）は、有価証券報告書を提出している。 

３．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数である。 

  

（１）連結会社の状況 

  

（２）提出会社の状況 

（注） 平均年間給与は、賞与及び時間外手当を含む。 

  

（３）労働組合の状況 

 ＯＫＩグループ（当社及び一部の国内連結子会社）には、沖電気工業労働組合並びに関連団体として沖関連労働

組合連合会が組織されており、沖電気工業労働組合をはじめ、沖関連労働組合連合会の労働組合の一部は、上部団

体の全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会（日本労働組合総連合会）に加盟している。また、労使関係

は安定しており、平成20年３月31日現在におけるグループ内の組合員数は9,850人である。 

  

名称 住所 資本金 
（百万円） 主要な事業の内容

議決権の所有
（又は被所
有）割合 

（％） 

関係内容 

沖電線（株） 
神奈川県川崎

市中原区 
 4,304

その他（電線・ケ

ーブル事業、電子

部品他事業） 
( )

36.1

1.0

当社が通信用部材を購入している。 

役員の兼任等 … 有 

その他２社        

５【従業員の状況】

（平成20年３月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

情報通信システム  10,244

半導体  4,879

プリンタ  5,924

その他  1,194

全社（共通）  399

合計  22,640

（平成20年３月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

 5,313  40.8  18.1  6,737,840
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（１）業績 

 当連結会計年度は、米国におけるサブプライムローン問題や原油高などの影響により、経済成長の減速が鮮明に

なった。この影響を国内経済は受けている。金融機関におけるサブプライムローンによる損失の発生、ドル安を背

景とした円高による輸出企業の業績悪化懸念、材料高騰や株安などによりかげりが見えはじめている。その一方

で、新興諸国は高い経済成長を続けており、欧州も堅調といえる。 

 ＯＫＩグループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の事業領域においては、金融市場は、中国向けＡＴＭ

の拡大、国内金融システム事業の売上が増加した。通信市場は、キャリアにおいて一部ＮＧＮサービスが開始され

たものの、各社の固定網系設備への投資抑制は依然継続している。半導体市場は、グローバルな競争環境は厳しさ

を増している。プリンタ市場は、市場全体は依然成長を続けているものの、急拡大していたカラー・ノンインパク

トプリンタには一部成長の鈍化が見られる。 

 この結果、当連結会計年度の連結売上高は前連結会計年度比0.4％増の7,198億円となった。連結営業損益は、プ

リンタ事業におけるカラーＮＩＰの採算性良化に加え、事業構造変革の短期施策を着実に実行したことから、前連

結会計年度の66億円の損失から120億円良化し54億円の利益に、また連結経常損失は139億円から92億円良化し47億

円となった。連結当期純損失は、前連結会計年度は繰延税金資産の取り崩しの影響もあり378億円であったが、当

連結会計年度は375億円良化し３億円となった。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

＜情報通信システム＞ 

 金融システム事業では、中国市場向けのＡＴＭ出荷台数が前年比４倍以上に拡大したことに加え、国内ＡＴＭ

市場もリプレースを中心に回復傾向、さらに郵政向け売上の増加もあり増収となった。また、情報システム事業

では、法人向け各種システムの売上が増加した。一方、通信システム事業では、各通信キャリアの固定網系設備

への投資抑制が継続したことに加え、「事業の選択と集中の加速」を行い、収益力の低い事業を収束したことな

どにより、前期比減収となった。ＮＧＮの本格展開による業績への貢献は、当初予測より遅れ、2008年度後半以

降と見ている。 

 この結果、外部顧客に対する売上高は、前連結会計年度比1.8％増の3,590億円となった。営業損失は通信シス

テムの売上減少による減益が大きく、前連結会計年度の15億円から２億円悪化し17億円となった。 

＜半導体＞ 

 半導体事業では、ロジックＬＳＩの売上が減少した。中小型パネル用ＬＳＩが商品ライフサイクルの影響で、

また中国向けＰＨＳ用ベースバンドＬＳＩは需要減少により減収となった。加えて、低採算のシステムＬＳＩに

ついては、商品開発の絞込みを行った結果売上は減少した。一方で、アミューズメント市場向けＰ２ＲＯＭや、

高耐圧プロセスなどの差別化技術を活かしたファンダリ事業は順調に推移した。 

 この結果、外部顧客に対する売上高は、前連結会計年度比5.0％減の1,382億円となった。営業利益は、低採算

の商品絞込みや固定費及び変動原価の低減などにより、前連結会計年度の７億円から31億円良化し、38億円とな

った。 

＜プリンタ＞ 

 プリンタ事業では、オフィス向けカラー・ノンインパクトプリンタの中上位機種へのシフトを積極的に行った

ことにより、採算性の低いローエンド機の出荷台数は減少した。一方で、消耗品の売上高は増加した。これによ

り、プリンタ事業の収益は大幅に改善された。為替影響については、特にユーロに対して円安基調であったこと

から、売上、利益とも良化した。 

 これらの結果、外部顧客に対する売上高は、前連結会計年度比0.3％増の1,858億円となった。営業利益は、前

連結会計年度の６億円から73億円良化し79億円となった。 

＜その他＞ 

 その他については、外部顧客に対する売上高は前連結会計年度比9.9％増の367億円、営業利益は前連結会計年

度の30億円から11億円良化し41億円となった。 

  

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】
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 所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

＜日本＞ 

 国内については、通信システム事業での売上の減少があったものの、金融市場におけるＡＴＭのリプレース需

要増や、郵政向け及び法人向け売上の増加により、外部顧客に対する売上高は前連結会計年度比1.5％増の5,112

億円となった。営業利益については、調達コストの低減や固定費削減などにより、前連結会計年度36億円から67

億円良化の103億円となった。 

＜北米＞ 

 北米については、プリンタ事業におけるローエンド機の出荷台数減に加え半導体の売上が減少したことによ

り、外部顧客に対する売上高は前連結会計年度比9.4％減の592億円となった。営業損失については、前連結会計

年度２億円から20億円悪化し22億円となった。 

＜欧州＞ 

 欧州については、プリンタの売上が増加した一方で半導体の売上が減少したことにより、外部顧客に対する売

上高は前連結会計年度比1.6％増の1,048億円となった。営業利益については、コストダウンの効果や、プリンタ

でのローエンドからミドル・ハイエンド機への積極的シフト及び為替影響などにより、前連結会計年度８億円か

ら23億円良化の31億円となった。 

＜アジア＞ 

 アジアについては、中国市場向けを中心としたＡＴＭの売上が増加したものの半導体は減少し、外部顧客に対

する売上高は前連結会計年度比横ばいの446億円となった。営業利益については、コストダウン効果や低採算商

品の売上減などにより、前連結会計年度７億円から10億円良化の17億円となった。 

  

（２）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損益が改善したことに加え、たな

卸資産の減少により運転資金が改善し、前連結会計年度の161億円の収入に対し264億円良化して、425億円の収入

となった。 

 投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形固定資産の売却による収入が増加したことにより前連結会

計年度の349億円の支出に対し120億円良化して、229億円の支出となった。 

 営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローをあわせたフリー・キャッシュ・フロ

ーは、前連結会計年度の188億円の支出に対し385億円良化し197億円の収入となった。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還や長期借入金の約定返済などにより、前連結会計年度の281

億円の収入に対し475億円減少し194億円の支出となった。 

 現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末と変わらず498億円となった。 

  

 生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるい

は数量で示すことはしていない。 

 このため生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に

関連付けて示している。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】
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 ＯＫＩグループ（当社及び連結子会社）を取り巻く事業環境が、グローバル化の加速、国内市場の飽和、お客様の

投資効率化の追求の加速が常態化するなど想定以上に速く大きく変化し続ける中、強固な競争力の再構築をする必要

がある。その目的を実現するために、昨年度策定した「事業構造の変革」の中長期策を今後も確実に推進していく。

その３つの方針をここに再確認する。 

  

① 事業の選択と集中の加速 

 注力事業領域を再度明確に定義しなおし、その中での注力事業へのリソースシフトを加速する。収益力の低い事

業は収束・分社化・売却を検討する一方で、成長が期待できる事業は新カンパニーを設立するなど、機動力のある

事業展開を加速する。 

  

② より効率的なマネジメントスタイルへの変革 

 経営効率向上のため、グループ全体の経営体制を検討する。関連企業を含めた事業再編を行うとともに、新規事

業創出のための社内ベンチャーを加速する。あわせて、事業実行のスピードの加速と柔軟性を向上させるため、企

画間接部門を削減し、営業、ＳＥ、設計開発、製造などの現業部門に人員をシフトする。 

  

③ 「強い商品」をベースとした「強い事業」の展開 

 ＯＫＩグループのリソース（人、モノ、事業、技術、商品等）を再点検し、有効なリソース活用を前提に、それ

らを「融合」「統合」「すり合せ」すること、及びグローバルパートナーとのアライアンス等により、差別化され

た競争力を再構築します。 

  

 ＯＫＩグループ（当社及び連結子会社）の事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性のある事項は以下の通りである。これらのリスク発生の可能性を認識し、その発生の回避を図るとともに、

発生した場合の影響の最小化に取り組んでいく。 

  

（１）政治経済の動向 

 ＯＫＩグループの製品に対する需要は、ＯＫＩグループが製品を販売している国または地域の政治経済状況の影

響を受ける。すなわち、日本、北米、欧州、アジアを含むＯＫＩグループの主要市場における景気後退及びそれに

伴う需要の縮小、外国製品に対する輸出入政策の変更等は、ＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可

能性がある。 

  

（２）急激な技術革新 

 ＯＫＩグループの事業領域である情報通信システム、半導体及びプリンタ事業は、技術革新のスピードが著しい

領域である。ＯＫＩグループは競争優位性を維持すべく新技術、新製品の開発に努めているが、将来において、急

激な技術革新に新技術、新製品の開発が追随できず、かつ、現有技術が陳腐化し、顧客に受け入れられる製品、サ

ービスを提供できない場合、ＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

（３）市場の動向 

① ＯＫＩグループが属している各製品市場と地域市場においては、新規参入等の要因もあり厳しい競争が日常化

している。ＯＫＩグループはこの厳しい競争を克服すべき新商品開発やコスト削減等に最善の努力を傾けてい

るが、将来において商品開発やコストダウン等の施策が有効に機能せず、シェアの維持や収益性の確保が十分

にできない場合、ＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

② 金融機関が金融行政の変化や業績の悪化等の要因により投資動向を変更した場合、通信キャリアが通信行政の

変化や事業戦略の変更等の要因で投資動向を変更した場合、国または地方自治体の政策等の要因で公共投資が

大きく減少した場合、情報通信システム事業の業績に悪影響を及ぼす可能性がある。 

③ ＯＫＩグループが属する半導体市場は市況が大きく変動する特性がある。ＯＫＩグループは市況変動の影響を

受けにくい事業構造の構築を進めているが、想定を超える需要の減退や価格下落があった場合は半導体事業の

業績に悪影響を及ぼす可能性がある。 

④ ＯＫＩグループが属するプリンタ市場では、カラープリンタを中心に激しい価格競争がなされている。ＯＫＩ

グループは新製品開発やコストダウンにより、シェア拡大と収益性の確保に努めているが、想定を超える価格

下落の進行はプリンタ事業の業績に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

３【対処すべき課題】

４【事業等のリスク】

2012/09/14 16:51:2312871731_訂正有価証券報告書_20120914165116

- 11 -



（４）原材料、部品の調達 

 ＯＫＩグループは生産活動のために多種多様な原材料、部品等を調達しているが、それらの安定的な調達及びそ

の特殊性から仕入先または調達部品の切替えができない可能性がある。そのような場合、製品の出荷が遅れ、取引

先への納入遅延や機会損失等が発生し、ＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

 また、ＯＫＩグループは生産活動のため石油や金属などの原材料を直接あるいは間接的に必要としているが、こ

れらの原材料価格の高騰はＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

（５）製品の欠陥、納期遅延 

 ＯＫＩグループが提供する製品及びサービスについて、品質管理の徹底に努めているが、欠陥が生じる可能性は

排除できない。この場合、欠陥に起因し顧客がこうむった損害の賠償責任が発生する可能性がある。また、欠陥問

題によりＯＫＩグループの評価が低下したことによりＯＫＩグループの製品、サービスに対する需要低迷の可能性

がある。いずれの場合もＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

 また、ＯＫＩグループが提供する製品及びサービスについて、納期管理の徹底に努めているが、資材調達、生産

管理、設計などにおける予期せぬ要因で納期遅延が生じる可能性は排除できない。この場合、納期遅延に起因し顧

客がこうむった損害の賠償責任が発生する可能性がある。 

  

（６）戦略的アライアンスの成否 

 ＯＫＩグループは、研究開発、製造、販売等あらゆる分野において他社とのアライアンスを積極的に推進してい

るが、経営戦略、製品・技術開発、資金調達等について相手先との協力関係が維持できない場合や、十分な成果が

得られない可能性がある。その場合、ＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

（７）海外における事業活動 

 ＯＫＩグループはさまざまな国と地域において販売活動を行っているが、カントリーリスクや為替変動リスクな

ど海外事業特有のリスクが存在する。ＯＫＩグループは細心の注意を払いリスクの最小化を努めている。特に、為

替変動に対しては為替先物予約や通貨スワップ等により短期的リスクの最小化に努めている。しかしながら、米ド

ルやユーロに対する急激な円高はＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

 また、ＯＫＩグループはタイ及び中国に生産拠点を有するが、これらの国において政治経済状況の悪化、現地通

貨価値の変動等、予期せぬ事象が発生した場合、ＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があ

る。 

  

（８）特許権等の知的財産権 

 ＯＫＩグループは、グループにて保有する特許の保護、他社との差別化のための特許の獲得に努めているが、こ

れらが十分に行えない場合、関連する事業に悪影響を及ぼす可能性がある。また、ＯＫＩグループは製品の開発・

生産に必要な第三者の特許の使用許諾権の確保に努めているが、将来、必要な許諾権が受けられない可能性や不利

な条件での使用を余儀なくされる可能性がある。いずれの場合もＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼ

す可能性がある。 

 また、ＯＫＩグループは第三者の知的財産の尊重に努めているが、訴訟を提起される可能性を完全に排除できる

保証はない。訴訟が提起された場合の訴訟費用の増加、敗訴した場合の損害賠償等によりＯＫＩグループの業績と

財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

（９）法令及び公的規制の遵守 

 ＯＫＩグループは事業展開する各国において、事業・投資の許可、国家安全保障またはその他の理由による輸出

制限、関税をはじめとするその他の輸出入規制等、様々な政府規制の適用を受けている。また、通商、独占禁止、

特許、租税、為替管制、環境・リサイクル関連の法規制の適用も受けている。これらの規制を遵守できなかった場

合、あるいは想定外の変更があった場合、ＯＫＩグループの活動が制限される可能性がある。従って、これらの規

制はＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 
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（10）災害等による影響 

 ＯＫＩグループは事故あるいは災害等に起因する製造ラインの中断によるマイナス影響を最小化するため、定期

的な事故、災害防止検査と設備点検を行っている。しかし、生産施設で発生する事故、災害等による悪影響を完全

に防止できる保証はない。特に、ＯＫＩグループの半導体事業の生産拠点（東京都八王子市、宮崎県、宮城県、タ

イ）における地震、風水害、停電等による製造ラインの中断、さらには販売活動を行っている国々で発生した各種

災害による経済活動に対する大きな影響は、ＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

（11）情報管理 

 ＯＫＩグループの社内システムについて情報漏洩対策やウィルス防御システムの導入など施しているが、人的ミ

スや新種のウィルス等に起因する情報漏洩やシステムダウンを完全に防御できる保証はない。こうした事象が発生

した場合、追加的に損失が発生する可能性がある。 

  

（12）人材の確保及び育成 

 ＯＫＩグループが安定収益企業としてさらなる成長を目指すために、優秀な人材を確保及び育成する必要があ

る。従って、ＯＫＩグループは優秀な人材を確保するため、新卒、キャリア採用問わず積極的に新規採用を行い、

また、優秀な人材を育成するため、職場ＯＪＴや研修等様々な支援活動を行っているが、優秀な人材が確保及び育

成できなかった場合或いは優秀な人材が大量離職した場合、ＯＫＩグループの今後の成長に悪影響を及ぼす可能性

がある。 

  

（13）金利変動 

 ＯＫＩグループの有利子負債には、金利変動の影響を受けるものが存在する。ＯＫＩグループはその影響を回避

するために金利スワップ取引を行う等様々な対策を講じているが、金利上昇による金利負担の増加や、将来の資金

調達コストの上昇による運転資金の調達に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

（14）会計制度の変更 

 ＯＫＩグループは、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表及び財務諸表を作成し

ているが、会計基準等の設定や変更により、従来の会計方針を変更した場合に、ＯＫＩグループの業績と財務状況

に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

（15）債権回収 

 ＯＫＩグループは、顧客の財政状態を継続的に評価し、貸借対照日後に発生すると予想される債権回収不能額を

見積もり適正に引当金を計上しているが、顧客の財政状態が急激に悪化した場合には、ＯＫＩグループの業績と財

務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

（16）固定資産の減損 

 ＯＫＩグループの所有する有形固定資産、無形固定資産、投資その他の資産及びファイナンス・リースにより賃

借している資産について減損処理が必要となった場合には、ＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可

能性がある。 

  

（17）繰延税金資産 

 ＯＫＩグループは、繰延税金資産について繰越欠損金及びその他の一時差異に対して適正な金額を計上している

が、将来の業績変動により課税所得が減少し、繰越欠損金及びその他の一時差異が計画通り解消できなかった場合

の繰延税金資産の取崩しは、ＯＫＩグループの業績に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

（18）退職給付債務 

 ＯＫＩグループは、退職給付債務について数理計算上で設定される割引率等の前提条件に基づき適正な金額を計

算しているが、この前提条件が大きく変化した場合における退職給付債務の増加は、ＯＫＩグループの業績と財務

状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 
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（１）平成20年３月31日現在における重要な技術援助契約及びその他の経営上の重要な契約は、下記のとおりであ

る。なお、契約会社はいずれも提出会社である。 

  

① 技術援助契約 

  

② その他の経営上の重要な契約 

  

（２）当社は、平成20年５月28日開催の取締役会において、平成20年10月１日（予定）を効力発生日として、当社が

半導体事業に関して有する権利義務を会社分割（新設分割）により新たに設立する株式会社ＯＫＩセミコンダクタ

に承継させることを内容とする新設分割計画について決議した。同計画は平成20年６月27日開催の第84回定時株主

総会において承認された。 

 また、当社は平成20年５月28日付で株式会社ＯＫＩセミコンダクタの発行済み株式の95％相当をローム株式会社

へ譲渡することについて基本合意した。 

 なお、詳細については、「第５ 経理の状況」の「１ 連結財務諸表等」に係る注記のうち、「重要な後発事

象」に記載している。 

  

５【経営上の重要な契約等】

相手先 国名 契約対象機器 契約の内容 契約期間

Alcatel-Lucent 米国 情報処理機器 
特許実施許諾 

（クロスライセンス） 

平成18年１月１日から 

平成23年12月31日まで 

International Business 

Machines Corporation 
米国 情報処理機器 

特許実施許諾 

（クロスライセンス） 

平成18年１月１日から 

契約特許存続期間中 

Texas Instruments 

Incorporated 
米国 半導体装置 

特許実施許諾 

（クロスライセンス） 

平成18年４月７日から 

平成28年３月31日まで 

キヤノン株式会社 日本 プリンタ、FAX、MFP
特許実施許諾 

（クロスライセンス） 

平成15年10月１日から 

契約特許存続期間中 

相手先 国名 契約の内容

Hewlett-Packard Company 米国 

平成４年４月７日に情報通信分野でのシステムインテグレーションビジネ

スを強化することを目的として、双方向かつ長期的な関係を維持・発展さ

せるための基本契約を締結した。 

シスコシステムズ合同会社 日本 

平成12年２月９日に、同社製品の再販及びこれに付加価値化を行い、トー

タルソリューションをエンドユーザに提供するパートナーとして基本契約

を締結した。 

United Microelectronics 

Corp. 
台湾 

平成14年10月３日に、従来のファンダリ契約を発展させ、先端プロセス及

びシステムＬＳＩを視野に入れた包括提携を行う基本契約を締結した。 

Peregrine Semiconductor 

Corporation 
米国 

平成15年１月31日に、UTSiＲシリコン・オン・サファイア技術を用いた半

導体の設計、製造、販売に関する提携を行う基本契約を締結した。 

株式会社ACCESS 日本 

平成17年10月17日に次世代携帯端末をターゲットにした音声・映像メディ

アパッケージ商品の開発会社を共同出資で設立するための基本契約を締結

し、平成17年11月１日に株式会社OKIACCESS テクノロジーズを設立した。
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 ＯＫＩグループ（当社及び連結子会社）は、誰もが安心して心豊かな生活を送れるユビキタスサービスあふれる

「ｅ社会Ｒ」の実現に向け、「沖技術戦略」に基づいた技術開発を行なっている。具体的には、「音・映像」、「無

線」、「ＮＧＮ」、「メカトロニクス」、「セキュリティ」を注力技術として、情報通信融合商品の創出強化に向け

た研究開発を重点的に実施している。 

 当連結会計年度のＯＫＩグループの研究開発費は18,231百万円であり、各事業及び全社共通等における研究開発活

動の主な成果及び研究開発費は次のとおりである。 

  

＜情報通信システム＞ 

（１）４金種同時施封（４種類の混合紙幣を金種ごとに同時に100枚ずつ帯掛けして束にすること）が可能な高速

小型紙幣入金整理機「ＣＸ－３２０」を開発した。紙幣取込容量を従来機の２倍の1,000枚に増やすとともに、

紙幣を一時保管する集積庫の増設及び紙幣搬送機構の改善により、業界最速の7.2束/分、４金種同時施封時でも

６束/分を実現した。 

（２）ＩＣキャッシュカードのオンライン認証を可能とする「ＩＣ基本形認証サーバ」を開発した。全銀協ＩＣキ

ャッシュカード標準仕様に準拠し、ＡＴＭと連携してＩＣキャッシュカードの正当性確認をサーバで実現するた

め、金融機関における基幹系ホスト開発及び処理負荷を最小限に抑えることが可能となる。 

（３）本格的なＮＧＮ拡大に向けて、「ＣｅｎｔｅｒＳｔａｇｅＲＮＸシリーズ」のラインナップ拡充と機能拡張

のための開発を行った。「セッション制御サーバＮＸ５０００シリーズ」には通信事業者向け通信機器の業界標

準規格であるＡＴＣＡ（Advanced Telecom Computing Architecture）を採用し、保守性の向上、耐用年数の長

期化、設置面積の縮小などを実現し、「セッションボーダーコントローラーＮＸ３２００」にはコーデック間変

換機能を追加し異なる事業者間の音声・映像の大容量通信が可能となった。 

（４）中国のデジタルホーム市場向けに、新たな付加価値サービス・プラットフォームとなる「次世代ハイブリッ

ドＳＴＢ」をインテル株式会社及び中国のケーブルテレビ会社である華数数字電視有限公司と共同で開発した。

ＨＤ放送、ビデオ・オン・デマンドに加え、多様なデコーダ（ＭＰＥＧ－２、ＭＰＥＧ－４、Ｈ２６４）のサポ

ート、２Ｄと３Ｄのグラフィック機能を備えるなどデジタルホーム時代の様々な家庭のアプリケーションに対応

できる。 

（５）マイクロソフト株式会社のＷｉｎｄｏｗｓ Ｖｉｓｔａ(ｒ)環境に対応したソフトウェアベースのＴＶ会議

システム「Ｖｉｓｕａｌ Ｎｅｘｕｓ ｖｅｒ３．２ ＳＰ１」を開発した。従来のハードウェア型ＴＶ会議に比

べ、映像、音声、データを使った大規模な多地点ＴＶ会議を安価に構築することができ、従来のＴＶ会議では難

しかった画像データ量の多いＣＡＤアプリケーションなども、簡単な操作で共有しＴＶ会議をすることが可能と

なる。 

（６）株式会社リクルートとの「ラダリング型検索サービス」の共同開発で、自然言語処理技術・対話技術・専門

用語獲得技術・機械学習技術を用いて、ユーザーとテキストで対話しながら検索対象とのマッチングを行う「ラ

ダリング対話エンジン」を開発した。これまでのキーワード型のインターネット検索では、自分が本当に必要な

サービスやコンテンツを正確に見つけ出すことが難しかったが、「ラダリング対話エンジン」により、サービス

やコンテンツを容易に探し出すことが可能となる。 

 当事業に係る研究開発費は、7,518百万円である。 

  

＜半導体＞ 

（１）指紋認証ＩＰを搭載した指紋認証エンジンＬＳＩ「ＭＬ６７Ｑ５２５０」を開発した。「ＭＬ６７Ｑ５２５

０」を使用することにより、高速処理、高精度、低消費電力を特徴とした指紋認証システムを、低コストで簡単

に実現することができ、指紋データが容易に読み出せないセキュリティレベルの高いシステムを実現できる。 

（２）1.1Ｖで動作するフラッシュメモリーときめ細かなパワーマネジメント機能により、業界トップレベルのロ

ーパワー動作を実現した８ビットフラッシュマイコン「ＭＬ６１０Ｑ４３１、ＭＬ６１０Ｑ４３２」を開発し

た。「ＭＬ６１０Ｑ４３１、ＭＬ６１０Ｑ４３２」は、高効率なＲＩＳＣ型ＣＰＵ（命令の並列実行により演算

を高速化したプロセッサ）、ＬＣＤドライバ、２種類のÅ／Ｄコンバーター、オンチップデバッグ機能などを搭

載し、腕時計、体温計、歩数計などＬＣＤ表示の付いた小型携帯機器に最適である。 

（３）10Ｇｂｐｓ長距離光伝送用のマッハツェンダ型（Mach Zehnder： MZ）光変調器用ドライバＩＣとして、消

費電力0.9Ｗ，サイズ４ｍｍ角の小型、低消費電力ドライバＩＣを開発した。出力回路の最適化設計と小型セラ

ミックパッケージを採用することで、ＭＺ型光変調器に要求される、信号出力振幅として6.4Ｖｐｐの振幅と、

高品質波形特性を維持しながら、従来品ＭＺ光変調器用に比べて１／４のサイズを実現した。 

 当事業に係る研究開発費は、2,691百万円である。 

  

６【研究開発活動】
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＜プリンタ＞ 

（１）ネットワークに対応した印字ズレや紙詰まりの心配が少ない水平インサータ方式のドットインパクトプリン

タ４機種「ＭＩＣＲＯＬＩＮＥ ８７２０ＳＥ２、ＭＩＣＲＯＬＩＮＥ ８４８０ＳＵ２－Ｒ、ＭＩＣＲＯＬＩＮ

Ｅ ８４８０ＳＵ２、ＭＩＣＲＯＬＩＮＥ ６３００ＦＢ２」を開発した。前面給紙・前面排出により操作性にも

優れ、用途や利用環境に合わせて最適な給紙ルートを選択することが可能である。 

（２）ビジネス向けカラーＬＥＤプリンタ「Ｃ Ｓｅｒｉｅｓ」のハイグレードモデルとして、Ａ３サイズ対応の

高速機「Ｃ８６５０ｄｎ」を開発した。「Ｃ８６５０ｄｎ」は、４色のイメージドラムを水平に並べた独自のシ

ングルパスの利点を最大限に生かし、毎分30枚という同価格帯のプリンタに対してワンランク上のカラー印刷速

度と、カラー30ｐｐｍ以上のページプリンタでは世界最小を実現している。 

 当事業に係る研究開発費は、4,583百万円である。 

  

＜全社共通等＞ 

 独立行政法人情報通信研究機構のＪＧＮⅡ（Japan Gigabit Network Ⅱ）光テストベッドを利用して、毎秒160ギ

ガビットデータの光信号品質を380ｋｍ伝送した後に復元する、光信号再生中継伝送に世界で初めて成功した。今回

開発した光３Ｒ再生中継装置は、従来の光増幅中継機能に、光信号の波形歪を除去する波形整形機能と時間揺らぎを

抑圧するタイミング再生機能を加えた特殊な光中継技術を用い、これまで一括で処理できる限界スピードであった毎

秒40ギガビットを理論的には毎秒200ギガビットを超える信号処理速度で実現した。 

 全社共通等に係る研究開発費は、3,437百万円である。 

  

 財政状態及び経営成績の分析における将来に関する事項は、有価証券報告書の提出日現在（平成20年６月27日）に

おいて判断したものである。 

  

（１）重要な会計方針及び見積り 

 当社の連結財務諸表及び財務諸表（財務諸表等）は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作

成しており、重要な会計方針に基づき見積り及び判断を行っている。実際の結果は、見積りによる不確実性のため

に異なる結果となる可能性があり、業績に悪影響を与える可能性がある。 

 特に以下の重要な会計方針については、財務諸表等の作成において使用した見積り及び判断に影響を及ぼす可能

性がある。 

・売掛債権 

 貸借対照日後に発生すると予想される貸倒損失に対して適正な引当金を計上しているが、顧客の財政状態が悪化

した場合は、貸倒引当金の追加計上の可能性がある。 

・たな卸資産 

 陳腐化品等は正味実現可能価額で評価しているが、時価が著しく下落した場合は、たな卸評価損の追加計上の可

能性がある。 

・有形固定資産及び無形固定資産 

 将来の収益獲得等が確実なものであると判断しているが、将来の収益獲得等が不確実になった場合は、減損損失

計上の可能性がある。 

・投資 

 回復可能性があると認められない株式等は評価減を実施しているが、投資先の財政状態が悪化した場合は、評価

損の追加計上の可能性がある。 

・繰延税金資産 

 将来の回収可能性を十分に検討して回収可能な額を計上しているが、今後の回収可能性の判断の結果、回収可能

な額が減少した場合、費用が増加する可能性がある。 

・退職給付債務及び退職給付費用 

 数理計算上の基礎率や計算方法は、当社の状況から見て適切なものであると考えているが、前提条件の変化等に

より悪影響を受け退職給付費用が増加する可能性がある。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】
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（２）当連結会計年度の経営成績の分析及び経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当連結会計年度は、米国におけるサブプライムローン問題や原油高などの影響により、経済成長の減速が鮮明に

なった。この影響を国内経済は受けている。金融機関におけるサブプライムローンによる損失の発生、ドル安を背

景とした円高による輸出企業の業績悪化懸念、材料高騰や株安などによりかげりが見えはじめている。その一方

で、新興諸国は高い経済成長を続けており、欧州も堅調といえる。ＯＫＩグループ（当社、連結子会社及び持分法

適用会社）の事業領域においては、金融市場は、中国向けＡＴＭの拡大、国内金融システム事業の売上が増加し

た。通信市場は、キャリアにおいて一部ＮＧＮサービスが開始されたものの、各社の固定網系設備への投資抑制は

依然継続している。半導体市場は、グローバルな競争環境は厳しさを増している。プリンタ市場は、市場全体は依

然成長を続けているものの、急拡大していたカラー・ノンインパクトプリンタには一部成長の鈍化が見られる。 

  

 当連結会計年度の経営成績の概要は以下のとおりである。 

  

 売上高については、前連結会計年度比0.4％増の7,198億円となった。前連結会計年度比の外部顧客に対する売上

高については、情報通信システム及びプリンタは増収となる一方、半導体は減収となった。情報通信システムにつ

いては、金融システム事業において、中国市場向けのＡＴＭ出荷台数が前年比４倍以上に拡大したことに加え、国

内ＡＴＭ市場もリプレースを中心に回復傾向、さらに郵政向け売上の増加もあり増収となった。また、情報システ

ム事業では、法人向け各種システムの売上が増加した。一方、通信システム事業では、各通信キャリアの固定網系

設備への投資抑制が継続したことに加え、「事業の選択と集中の加速」を行い、収益力の低い事業を収束したこと

などにより、前期比減収となった。ＮＧＮの本格展開による業績への貢献は、当初予測より遅れ、2008年度後半以

降と見ている。この結果、前連結会計年度比1.8％増の3,590億円となった。半導体については、ロジックＬＳＩの

売上が減少した。中小型パネル用ＬＳＩが商品ライフサイクルの影響で、また中国向けＰＨＳ用ベースバンドＬＳ

Ｉは需要減少により減収となった。加えて、低採算のシステムＬＳＩについては、商品開発の絞込みを行った結果

売上は減少した。一方で、アミューズメント市場向けＰ２ＲＯＭや、高耐圧プロセスなどの差別化技術を活かした

ファンダリ事業は順調に推移した。この結果、前連結会計年度比5.0％減の1,382億円となった。プリンタについて

は、オフィス向けカラー・ノンインパクトプリンタの中上位機種へのシフトを積極的に行ったことにより、採算性

の低いローエンド機の出荷台数は減少したものの、消耗品の売上高は増加した。為替影響による増収効果もあっ

た。これらの結果、前連結会計年度比0.3％増の1,858億円となった。 

 売上原価については、競争激化による売価低下に対して、調達コストの低減やＶＥ等を進めたことにより、売上

原価率が前連結会計年度比1.0ポイント良化の77.1％となり、売上総利益については、5.1％増の1,647億円となっ

た。 

 販売費及び一般管理費については、人件費や投資抑制の効果により、前連結会計年度から41億円減少し1,593億

円となり、売上高に対する比率は前連結会計年度比0.6ポイント良化の22.2％となった。 

 営業損益については、費用の低減により、前連結会計年度の66億円の損失から120億円良化して54億円の利益と

なった。情報通信システムについては、売上減少による減益が大きく、前連結会計年度の15億円の損失から２億円

悪化して17億円の損失となった。半導体については、低採算の商品絞込みや固定費及び変動原価の低減などによ

り、前連結会計年度の７億円の利益から31億円良化し38億円の利益となった。プリンタについては、採算性の低い

ローエンド機の出荷減少、消耗品の売上増加による限界利益の増加、さらに為替影響により、前連結会計年度の６

億円の利益から73億円良化して79億円の利益となった。 

 営業外損益については、前連結会計年度の74億円の費用（純額）から27億円悪化して101億円の費用（純額）と

なった。これは円高に伴う為替差損の増加等によるものである。経常損失については、前連結会計年度の139億円

から92億円良化して47億円となった。 

 特別利益については、固定資産売却益68億円、投資有価証券売却益42億円、退職給付信託設定益38億円を計上し

た。固定資産売却益、投資有価証券売却益は、資産の効率化、財務体質の向上を図るために、当社グループの保有

する土地、建物、投資有価証券の一部を売却したこと等に伴い計上したものである。退職給付信託設定益は、当社

の退職給付債務の積立不足に充当するため、当社の保有する投資有価証券の一部を拠出して、退職給付信託を設定

したことに伴い計上したものである。 

 特別損失については、固定資産処分損16億円、特別退職金14億円、たな卸資産評価損34億円を計上した。たな卸

資産評価損は、ＮＧＮサービスの開始などにより、一部既存通信機器について、需要予測を超過する部分が発生す

る見込みであることから、保有するたな卸資産の一部について評価損を計上したものである。 

 税金等調整前当期純損益については、前連結会計年度の175億円の損失から216億円良化して41億円の利益となっ

た。法人税、住民税及び事業税については、28億円を計上した。法人税等調整額については、13億円を計上した。

少数株主利益については、４億円を計上した。 

 当期純損失については、前連結会計年度は繰延税金資産の取り崩しの影響もあり378億円であったが、当連結会

計年度は375億円良化し３億円となった。 
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（３）経営戦略の現状と見通し及び経営者の問題意識と今後の方針について 

 ＯＫＩグループでは、ユビキタスサービスが急速に広がるなか、「ｅ社会」のキープレーヤーとなることを目指

していく。このため、注力分野への経営資源の集中を加速し、「強い商品」をベースとした「強い事業」生み出す

ことによって、収益の拡大と安定収益企業としての成長を目指していく。 

 事業別の経営戦略は以下の通りである。 

  

① 情報通信システム事業 

 情報通信システム事業では、ユビキタスサービスの提供に不可欠な「ＮＧＮ」時代に対応し、情報通信技術を

核にメカトロを強みとした事業展開に注力する。 

 通信市場に向けては、通信キャリアの「ＮＧＮ」サービスの本格化に対応した新商品の創出力を強化し事業の

拡大を図っていく。またキャリア事業と企業ネットワーク事業を同じビジネスグループに統合することで、サー

ビスの核となる強い情報通信融合インフラ・プラットフォームを提供していく。これを核として、金融市場、情

報システム市場に業種・業務対応の「ユビキタスサービス」を提供していく。金融機関、官公庁・地方自治体、

一般企業などは、「ＮＧＮ」を利用した新しいサービスの展開が加速されると予想している。 

 金融市場に向けては、ＯＫＩグループの持つメカトロ技術と金融業務ノウハウをコンピタンスとし、国内外に

事業を拡大していくとともに、ＡＴＭを中心として海外展開を加速していく。また官公庁・地方自治体や一般企

業に向けては、情報通信融合、メカトロを軸に、市場へのアクセス力の強い事業体質への転換を図る。発券機等

のメカトロシステム、中小型のキーテレフォンシステム等は積極的に海外事業展開を図る。 

  

② 半導体事業 

 半導体事業については、分社化したうえで、取扱製品との相互補完による相乗効果を期待できるローム株式会

社に、当該新設会社の発行済み株式の95％相当を株式譲渡することについて基本合意をした。 

  

③ プリンタ事業 

 プリンタ事業においては、レーザ方式に対してサイズ、スピード、分解能で圧倒的な優位性を持つＬＥＤ光源

方式を活用したモノクロ／カラー・ノンインパクトプリンタ（ＮＩＰ）及び複合機に今後とも注力する。グロー

バル市場で今後ますます重要になるＳＭＢ（Small and Medium Business）市場に注力した事業展開を今後とも

積極的に進めていく。またオフィスでのフルラインプリンタサプライヤーとして、ローエンドからミドル・ハイ

エンドまでのプリンタ並びに複合機のバランスの良い商品機種ミックス販売を実現し、収益拡大を図る。商品開

発では、激化する価格競争に勝ち残るため、開発段階からのコスト低減と市場変化に迅速に対応する短納期開発

を目指したシミュレーションを大きく取り入れた１スピン開発プロセスを定着させる。その結果プリンタ商品の

優位性をより高め、市場でのＯＫＩブランドを強固にしていく。また、欧米に加え、日本、中国、東南アジア及

び南米等の新興市場へ積極展開していく。 

 シリアル・インパクト・プリンタ事業においては、さらなるコストダウンを進めるとともに、ローエンド機の

投入で新興市場へ積極的に展開し、安定的な収益の拡大を目指していく。 

  

（４）資本の財源及び資金の流動性に係る情報 

① キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度のキャッシュ・フローの概要は以下のとおりである。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損益が改善したことに加え、たな卸資産の減少に

より運転資金が改善し、前連結会計年度の161億円の収入に対し264億円良化して、425億円の収入となった。 

 投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形固定資産の売却による収入が増加したことにより前連結

会計年度の349億円の支出に対し120億円良化して、229億円の支出となった。 

 営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローをあわせたフリー・キャッシュ・フ

ローは、前連結会計年度の188億円の支出に対し385億円良化し197億円の収入となった。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還や長期借入金の約定返済などにより前連結会計年度の281

億円の収入に対し475億円減少し、194億円の支出となった。 

 現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末と変わらず498億円となった。 

  

② 資金需要 

 ＯＫＩグループの運転資金需要のうち主なものは、製品製造のための材料及び部品の購入費、人件費、外注費

等の製造費用、販売費及び一般管理費の営業費用によるものである。 

  

2012/09/14 16:51:2312871731_訂正有価証券報告書_20120914165116

- 18 -



③ 借入金、リース債務及びその他の契約債務 

 当連結会計年度末の概要は以下のとおりである。 

  

 その他の契約債務の４億円は、連結子会社におけるリース債務である。 

 なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引の未経過リー

ス料期末残高相当額が185億円、オペレーティング・リース取引の未経過リース料が118億円ある。 

 ＯＫＩグループの第三者に対する保証は、従業員の住宅融資借入金に対する債務保証である。保証した借入金

の債務不履行が保証契約期間中に発生した場合、ＯＫＩグループが代わりに弁済する義務がある。当連結会計年

度末のＯＫＩグループの債務保証に基づく将来の潜在的な要支払額の合計は20億円である。 

  

④ 財務政策 

 ＯＫＩグループは現在、運転資金及び設備投資資金については、自己資金または借入金等により充当すること

としている。このうち、運転資金については主に期限が１年以内の短期借入金で調達している。当連結会計年度

末現在、短期借入金の残高は988億円となっている。生産設備などの長期資金については長期借入金及び社債で

調達している。当連結会計年度末現在、金融機関他からの長期借入金の残高は1,366億円となっている。長期資

金については固定金利が中心ではあるが、金利情勢を勘案した上で変動金利も利用している。 

 ＯＫＩグループは財務の健全化のため、今後もフリー・キャッシュ・フローを原資として有利子負債の圧縮に

努めていく。必要資金のリファイナンスについては、主に長期借入金と社債をバランスよく利用することを基本

とする。 

 また、運転資金の効率的な調達を行うため、当座貸越極度額及び貸出コミットメント契約を締結しており、当

連結会計年度末現在の未使用残高は、1,061億円となっている。 

  

  （単位：億円）

契約債務 
年度別要支払額

合計 １年以内 １年超３年以内 ３年超５年以内 ５年超

短期借入金  988  988  －  －  －

長期借入金  1,366  339  840  186  1

その他の契約債務  4  －  4  －  －
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 ＯＫＩグループ（当社及び連結子会社）は、事業の選択と資源の集中を明確にし、長期的に成長が期待できる分野

を重点に各々の事業性と投資の関連（キャッシュ・フロー、投資効率など）を見ながら、研究開発、新商品開発及び

生産活動等に設備投資を行っている。 

  

 当連結会計年度の設備投資の内訳は以下のとおりである。 

（注）１．上記金額には消費税等を含まない。 

２．所要資金は、主として自己資金及び借入金等を充当した。 

３．上記には、リース資産（5,402百万円）が含まれている。 

４．各事業の設備投資の主な内容・目的は次のとおりである。 

  

 情報通信システム事業では、金融・流通市場向けＡＴＭ商品や現金処理システム、ネットワークサービス事

業及びネットワークインフラ事業の研究開発・新商品開発・生産活動に設備投資を行った。 

  

 半導体事業では、ロジックＬＳＩやシステムＬＳＩ、システムメモリ等のウェハプロセス生産ラインの増強

や、研究開発・新商品開発等に設備投資を行った。 

  

 プリンタ事業では、ビジネス向けプリンタ関連の研究開発・新商品開発・生産活動に設備投資を行った。 

  

 また、当連結会計年度において、以下の主要な設備を売却した。 

  

第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％）

情報通信システム  6,031 ％ △16.7

半導体  13,143 ％ △40.4

プリンタ  3,850 ％ △21.1

その他・共通  2,406 ％ △31.9

計  25,432 ％ △32.6

会社名 
事業所名 

所在地 設備の内容
売却時帳簿価額 
（百万円） 

売却時期

沖電気工業（株） 

ビジネスセンター 
東京都港区 

建物  806
平成20年３月 

土地  175

沖デベロップメント（株） 

ビジネスセンター 
東京都港区 建物  459 平成20年３月 
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 ＯＫＩグループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりである。 

（１）提出会社 

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計である。なお、金額には消費税等を含ま

ない。 

２．宮崎工場の建物及び構築物、機械装置及び運搬具、土地、その他設備は宮崎沖電気（株）に貸与している。

３．宮城工場の建物及び構築物、機械装置及び運搬具、土地、その他設備は宮城沖電気（株）に貸与している。

４．〔 〕内は、賃借している土地の面積を示し、外数である。 

５．上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがある。 

  

２【主要な設備の状況】

（平成20年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメ
ントの名称 設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人） 建物及び構

築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円）

土地
（百万円）
(面積千㎡)

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円）

ビジネスセンター 
（東京都港区） 

情報通信システム、

半導体、全社的販売

業務等 

開発及びそ

の他設備 
 589  27

 
（ ）

－

－
 2,084  2,700  1,352

沼津地区技術・生産部門 

（静岡県沼津市） 
情報通信システム 

開発及び生

産設備 
 784  504

 

（ ）

275

10
 952  2,516  275

本庄地区生産部門 
（埼玉県本庄市） 

情報通信システム 生産設備  1,775  1,131
 

（ ）

40

131
 661  3,609  463

本庄地区生産部門 
（群馬県富岡市） 

情報通信システム 生産設備  1,706  1,089
 

（ ）

15

63
 1,943  4,755  133

高崎地区技術部門 

（群馬県高崎市） 
情報通信システム 開発設備  1,973  26

 

（ ）

520

56
 498  3,019  341

システムセンター 

（埼玉県蕨市） 
情報通信システム 

開発及び生

産設備 
 202  0

 

（ ）

1,232

17
 1,401  2,836  1,041

八王子地区技術・生産部門 
（東京都八王子市） 

半導体 
開発及び生

産設備 
 6,894  4,621

 
（ ）

219

111
 5,266  17,001  1,068

宮崎工場 
（宮崎県宮崎郡清武町） 

半導体 生産設備  4,585  7,465
 

（ ）

1,762

207
 124  13,937  －

宮城工場 

（宮城県黒川郡大衡村） 
半導体 生産設備  7,057  12,563

 

（ ）

1,297

296
 134  21,053  －

研究開発本部 

（東京都八王子市） 
全社的基礎研究 

研究開発設

備 
 9  177

 

（ ）

－

－
 380  567  51

本社 
（東京都港区他） 

全社的管理業務等 その他設備  2,085  0
 

（ ）

〔 〕

1,455

31

13

 751  4,292  187

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメントの名称 設備の内容 年間賃借料又はリース料

八王子地区技術・生産部門 

（東京都八王子市） 
半導体 開発及び生産設備 

年間リース料 

百万円 1,039

宮崎工場 

（宮崎県宮崎郡清武町） 
半導体 生産設備 

年間リース料 

百万円 1,314

宮城工場 

（宮城県黒川郡大衡村） 
半導体 生産設備 

年間リース料 

百万円 3,235

システムセンター 

（埼玉県蕨市） 
情報通信システム 開発及び生産設備 

年間賃借料 

百万円 1,170
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（２）国内子会社 

（注） 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計である。なお、金額には消費税等を含まな

い。 

  

（３）海外子会社 

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計である。なお、金額には消費税等を含ま

ない。 

２．OKI DATA AMERICAS,INC.、OKI EUROPE LTD.の数値は、各社の連結決算数値である。 

  

（平成20年３月31日現在）

会社名 事業所名 
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人） 建物及び構

築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円）

土地
（百万円）
(面積千㎡)

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円）

沖デベロップメン

ト（株） 

システムセンター 
（埼玉県蕨市） 

その他 賃貸用建物 5,333 －
( )

－

－
 31 5,364 －

（株）沖データ 
福島工場 
（福島県福島市） 

プリンタ 生産設備 1,165 198
( )

837

43
 432 2,633 82

（株）沖データ 
高崎工場 

（群馬県高崎市） 
プリンタ 開発設備 335 155

( )

－

－
 1,136 1,627 491

沖ウィンテック

（株） 

本社 

（東京都品川区） 

情報通信

システム 
本社ビル他 332 －

( )

2,016

0
 84 2,433 406

沖プリンテッドサ

ーキット（株） 

本社工場 
（新潟県上越市） 

その他 

プリント配

線板製造設

備 
486 1,619

( )

－

－
 88 2,143 73

宮崎沖電気（株） 

本社工場 

（宮崎県宮崎郡清

武町） 

半導体 生産設備 382 435
( )

120

2
 403 1,341 1,020

（平成20年３月31日現在）

会社名 事業所名 
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人） 建物及び構

築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円）

土地
（百万円）
(面積千㎡)

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円）

OKI (THAILAND) 

CO., LTD. 

本社工場 
（AYUTTHAYA, 
THAILAND） 

半導体 生産設備 964 2,812
( )

246

88
 567 4,590 1,171

OKI DATA 

AMERICAS, INC. 

（NEW JERSEY, 

U.S.A.） 
プリンタ 生産設備他 1,697 1,305

( )

108

84
 89 3,201 695

OKI DATA 

MANUFACTURING 

(THAILAND) CO., 

LTD. 

本社工場 
（AYUTTHAYA, 
THAILAND） 

プリンタ 生産設備 480 2,043
( )

－

－
 62 2,586 1,293

OKI EUROPE LTD. 
（MIDDLESEX,  

U.K.） 
プリンタ 生産設備他 836 1,137

( )

－

－
 72 2,046 931
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 ＯＫＩグループ（当社及び連結子会社）の、当連結会計年度後１年間の設備投資計画（新設、拡充）は以下のとお

りである。 

（注）１．上記金額には消費税等を含まない。 

２．本計画には、当社が設立を予定する半導体事業に係る新設分割設立会社の株式の一部を、ローム株式会社に

譲渡する影響は含んでいない。本譲渡の詳細については、「第５ 経理の状況」の「１ 連結財務諸表等」

に係る注記のうち、「重要な後発事象」に記載している。 

３．経常的な設備の更新のための除売却を除き、重要な設備の除売却の計画はない。 

４．各事業の計画概要は以下のとおりである。 

  

 情報通信システム事業では、金融・流通市場向けＡＴＭ商品や現金処理システム、ネットワークサービス事

業及びネットワークインフラ事業の研究開発・新商品開発・生産活動に設備投資を計画している。 

  

 半導体事業では、ドライバを初めとするロジックＬＳＩやシステムＬＳＩ、システムメモリ等のウェハプロ

セス生産ラインの増強や、研究開発・新商品開発等に設備投資を計画している。 

  

 プリンタ事業では、ビジネス向けプリンタ関連の研究開発・新商品開発・生産活動に設備投資を計画してい

る。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】

事業の種類別 
セグメントの名称 

平成20年３月末
計画金額（百万円） 

設備等の主な内容・目的 資金調達方法

情報通信システム  8,000 新商品の開発・生産等 自己資金及び借入金等 

半導体  12,500 新商品の開発・生産等 同上 

プリンタ  5,000 新商品の開発・生産等 同上 

その他・共通  3,500 研究開発、建物保全等 同上 

計  29,000     
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注） 「提出日現在発行数」には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれていない。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  2,400,000,000

計  2,400,000,000

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成20年３月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成20年６月27日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名 

内容

普通株式  684,256,778  684,256,778
東京証券取引所市場第一部 

大阪証券取引所市場第一部 
－ 

計  684,256,778  684,256,778 － － 

2012/09/14 16:51:2312871731_訂正有価証券報告書_20120914165116

- 24 -



 当社は、平成13年改正旧商法に基づき新株予約権を発行している。 

（注１）① 新株予約権の行使に下記の制限を設ける。 

(イ）平成17年７月１日から平成18年６月30日の期間 

割当個数の34％を上限とする。 

(ロ）平成18年７月１日から平成19年６月30日の期間 

割当個数の67％から(イ）で行使した個数を控除した個数を上限とする。 

(ハ）平成19年７月１日から平成25年６月26日の期間 

割当個数から(イ）、(ロ）で行使した個数を控除した個数を上限とする。 

計算にあたっては、小数点以下は切り捨てるものとする。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、その相続人に下記により新株予約権の行使を認める。 

平成19年７月１日前に相続を開始した相続人は、平成20年６月30日まで行使することができる。 

平成19年７月１日以降に相続を開始した相続人は、相続開始日から１年間において行使することができ

る。ただし、平成25年６月26日を越えることはできないものとする。 

③ その他の権利行使の条件は、平成15年６月27日開催の定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に

基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」の定めるところによる。 

④ 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する。 

（注２）① 新株予約権の行使に下記の制限を設ける。 

(イ）平成18年７月１日から平成19年６月30日の期間 

割当個数の34％を上限とする。 

(ロ）平成19年７月１日から平成20年６月30日の期間 

割当個数の67％から(イ）で行使した個数を控除した個数を上限とする。 

(ハ）平成20年７月１日から平成26年６月28日の期間 

割当個数から(イ）、(ロ）で行使した個数を控除した個数を上限とする。 

計算にあたっては、小数点以下は切り捨てるものとする。 

（２）【新株予約権等の状況】

  

事業年度末現在
（平成20年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成20年５月31日） 

平成15年６月27日
決議分新株予約権 

平成16年６月29日
決議分新株予約権 

平成15年６月27日 
決議分新株予約権 

平成16年６月29日
決議分新株予約権 

新株予約権の数 個 815 個 452 個 815 個 452

新株予約権のうち自己新株予

約権の数 
－ － － － 

新株予約権の目的となる株式

の種類 
普通株式 同左 同左 同左 

新株予約権の目的となる株式

の数 
株 815,000 株 452,000 株 815,000 株 452,000

新株予約権の行使時の払込金

額 

１個の新株予約権に

つき 

円 384,000

１個の新株予約権に

つき 

円 458,000

１個の新株予約権に

つき 

円 384,000

１個の新株予約権に

つき 

円 458,000

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日～

平成25年６月26日 

平成18年７月１日～

平成26年６月28日 

平成17年７月１日～ 

平成25年６月26日 

平成18年７月１日～

平成26年６月28日 

新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額 

発行価格 

円 

資本組入額 

円 

384

192

発行価格 

円 

資本組入額 

円 

458

229

発行価格 

円 

資本組入額 

円 

384

192

発行価格 

円 

資本組入額 

円 

458

229

新株予約権の行使の条件 

（注１） （注２） （注１） （注２） 新株予約権の譲渡に関する事

項 

代用払込みに関する事項 － － － － 

組織再編成行為に伴う新株予

約権の交付に関する事項 
（注３） 同左 同左 同左 
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② 新株予約権者が死亡した場合は、その相続人に下記により新株予約権の行使を認める。 

平成20年７月１日前に相続を開始した相続人は、平成21年６月30日まで行使することができる。 

平成20年７月１日以降に相続を開始した相続人は、相続開始日から１年間において行使することができ

る。ただし、平成26年６月28日を越えることはできないものとする。 

③ その他の権利行使の条件は、平成16年６月29日開催の定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に

基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」の定めるところによる。 

④ 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する。 

（注３）発行会社において、株式交換・株式移転があった場合は、新株予約権にかかわる義務は承継されるものとす

る。 
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（注１）① 新株予約権の行使に下記の制限を設ける。 

(イ）平成19年７月１日から平成20年６月30日の期間 

割当個数の34％を上限とする。 

(ロ）平成20年７月１日から平成21年６月30日の期間 

割当個数の67％から(イ）で行使した個数を控除した個数を上限とする。 

(ハ）平成21年７月１日から平成27年６月28日の期間 

割当個数から(イ）、(ロ）で行使した個数を控除した個数を上限とする。 

計算にあたっては、小数点以下は切り捨てるものとする。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、その相続人に下記により新株予約権の行使を認める。 

平成21年６月30日以前に相続を開始した相続人は、平成22年６月30日まで行使することができる。 

平成21年７月１日以降に相続を開始した相続人は、相続開始日から１年間において行使することができ

る。ただし、平成27年６月28日を越えることはできないものとする。 

③ その他の権利行使の条件は、平成17年６月29日開催の定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に

基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」の定めるところによる。 

④ 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する。 

（注２）発行会社において、株式交換・株式移転があった場合は、新株予約権にかかわる義務は承継されるものとす

る。 

  

  

事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

平成17年６月29日
決議分新株予約権 

新株予約権の数 個 442 同左 

新株予約権のうち自己新株予

約権の数 
－ － 

新株予約権の目的となる株式

の種類 
普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式

の数 
株 442,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金

額 

１個の新株予約権に

つき 

円 406,000

同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年７月１日～

平成27年６月28日 
同左 

新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額 

発行価格 

円 

資本組入額 

円 

406

203

同左 

新株予約権の行使の条件 

（注１） 同左 新株予約権の譲渡に関する事

項 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予

約権の交付に関する事項 
（注２） 同左 
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 当社は、会社法に基づき新株予約権を発行している。 

（注１）① 新株予約権の行使に下記の制限を設ける。 

(イ）平成20年７月１日から平成21年６月30日の期間 

割当個数の34％を上限とする。 

(ロ）平成21年７月１日から平成22年６月30日の期間 

割当個数の67％から(イ）で行使した個数を控除した個数を上限とする。 

(ハ）平成22年７月１日から平成28年６月28日の期間 

割当個数から(イ）、(ロ）で行使した個数を控除した個数を上限とする。 

計算にあたっては、小数点以下は切り捨てるものとする。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、その相続人に下記により新株予約権の行使を認める。 

平成22年６月30日以前に相続を開始した相続人は、平成23年６月30日まで行使することができる。 

平成22年７月１日以降に相続を開始した相続人は、相続開始日から１年間において行使することができ

る。ただし、平成28年６月28日を越えることはできないものとする。 

③ その他の権利行使の条件は、平成18年６月29日開催の定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に

基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」の定めるところによる。 

④ 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する。 

（注２）① 新株予約権の行使に下記の制限を設ける。 

(イ）平成21年７月１日から平成22年６月30日の期間 

割当個数の34％を上限とする。 

(ロ）平成22年７月１日から平成23年６月30日の期間 

割当個数の67％から(イ）で行使した個数を控除した個数を上限とする。 

(ハ）平成23年７月１日から平成29年６月25日の期間 

割当個数から(イ）、(ロ）で行使した個数を控除した個数を上限とする。 

計算にあたっては、小数点以下は切り捨てるものとする。 

  

事業年度末現在
（平成20年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成20年５月31日） 

平成18年６月29日
決議分新株予約権 

平成19年６月26日
決議分新株予約権 

平成18年６月29日 
決議分新株予約権 

平成19年６月26日
決議分新株予約権 

新株予約権の数 個 342 個 509 個 342 個 509

新株予約権のうち自己新株予

約権の数 
－ － － － 

新株予約権の目的となる株式

の種類 
普通株式 同左 同左 同左 

新株予約権の目的となる株式

の数 
株 342,000 株 509,000 株 342,000 株 509,000

新株予約権の行使時の払込金

額 

１個の新株予約権に

つき 

円 277,000

１個の新株予約権に

つき 

円 248,000

１個の新株予約権に

つき 

円 277,000

１個の新株予約権に

つき 

円 248,000

新株予約権の行使期間 
平成20年７月１日～

平成28年６月28日 

平成21年７月１日～

平成29年６月25日 

平成20年７月１日～ 

平成28年６月28日 

平成21年７月１日～

平成29年６月25日 

新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額 

発行価格 

円 

資本組入額 

円 

372

186

発行価格 

円 

資本組入額 

円 

340

170

発行価格 

円 

資本組入額 

円 

372

186

発行価格 

円 

資本組入額 

円 

340

170

新株予約権の行使の条件 

（注１） （注２） （注１） （注２） 新株予約権の譲渡に関する事

項 

代用払込みに関する事項 － － － － 

組織再編成行為に伴う新株予

約権の交付に関する事項 
（注３） 同左 同左 同左 
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② 新株予約権者が死亡した場合は、その相続人に下記により新株予約権の行使を認める。 

平成23年６月30日以前に相続を開始した場合は、平成24年６月30日まで行使することができる。 

平成23年７月１日以降に相続を開始した場合は、相続開始日から１年間において行使することができる。

ただし、平成29年６月25日を越えることはできないものとする。 

③ その他の権利行使の条件は、平成19年６月26日開催の定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に

基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」の定めるところによる。 

④ 新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する。 

（注３）発行会社において、株式交換・株式移転があった場合は、新株予約権にかかわる義務は承継されるものとす

る。 
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 当社は、平成13年改正旧商法に基づき新株予約権付社債を発行している。 

（注１）本新株予約権付社債の発行後、当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額をもって当社普通株式を新

たに発行又は当社の有する当社普通株式を処分する場合には、次に定める算式をもって転換価額を調整する。

なお、次の算式において、「既発行株式数」は、当社の発行済普通株式総数から、当社の有する当社普通株式

の数を控除した数とする。 

また、当社は、当社普通株式の分割若しくは併合、又は時価を下回る価額をもって当社普通株式に転換される

証券若しくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債を発

行する場合等にも、適宜転換価額を調整する。 

（注２）（Ａ）当社が本社債を繰上償還する場合には、繰上償還日の東京における３営業日前における新株予約権行使

受付代理人の営業終了時（行使請求地時間）以後、（Ｂ）買入消却の場合は、当社が本社債を消却した時若し

くは当社の子会社が本社債を消却のため当社に交付した時以後、又は（Ｃ）当社が本社債につき期限の利益を

喪失した場合には、期限の利益喪失日以後、それぞれ本新株予約権を行使することはできないものとする。

（いかなる場合においても、平成20年11月12日より後には、本新株予約権を行使することはできない。） 

（注３）本新株予約権付社債の所持人が本新株予約権を行使したときは、かかる所持人から、当該本新株予約権に係る

本社債の全額の償還に代えて当該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込がなされたもの

とする旨の請求があったものとみなす。 

  

 

事業年度末現在
（平成20年３月31日） 

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日） 

2008年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債
（平成16年11月26日発行） 

新株予約権の数 個 10,000 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 株 39,682,539 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 円（注１） 504 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年12月10日～ 

平成20年11月12日（注２） 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格  円 

資本組入額 円 

504

252
同左 

新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部につい

て行使請求することはできな

いものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当なし 同左 

代用払込みに関する事項 （注３） 同左 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

新株予約権付社債の残高 百万円 20,000 同左 

  

調整後転換価額＝調整前転換価額× 

既発行株式数＋
新発行・処分株式数×１株当たりの発行・処分価額

時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 
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 当社は、会社法に基づき新株予約権付社債を発行している。 

（注１）① 転換価額の修正 

平成18年12月以降（当月を含む。）、毎年３，６，９，12月の第４金曜日（以下「決定日」という。）の

翌取引日以降、転換価額は、決定日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値のない日は除

き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。以下「時価算定

期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の

93％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。以下「修正後転換

価額」という。）に修正される。なお、時価算定期間内に、下記②で定める転換価額の調整事由が生じた

場合には、修正後転換価額は、本新株予約権付社債の社債要項に従い当社が適当と判断する値に調整され

る。ただし、かかる算出の結果、修正後転換価額が291円（以下「下限転換価額」という。ただし、下記

②による調整を受ける。）を下回る場合には、修正後転換価額は下限転換価額とする。 

② 転換価額の調整 

当社は、本新株予約権付社債の発行後、当社普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生ずる可能性があ

る場合は、次に定める算式をもって転換価額を調整する。 

③ 発行価額291円は、当初の転換価額376円の転換価額修正条項の適用に伴う修正後転換価額であり、平成18

年12月25日以降に適用されている。 

（注２）当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益の喪失日以後本新株予約権を行使することは

できない。また、当社が社債権者の請求により本社債を繰上償還する場合には、本新株予約権付社債券が添付

された繰上償還請求書が償還金支払場所に提出された時点より本新株予約権を行使することはできない。この

場合、償還金支払場所に提出された本新株予約権付社債券に係る新株予約権付社債に付された新株予約権は、

提出される時点において消滅しているものとみなす。 

（注３）本新株予約権１個の行使に際してする出資の目的は、当該本新株予約権に係る本社債とし、当該本社債の価額

は、当該本社債の償還価額と同額とする。 

  

 

事業年度末現在
（平成20年３月31日） 

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日） 

第32回無担保転換社債型新株予約権付社債

（平成18年６月７日発行） 

新株予約権の数 個 24 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 株 41,237,113 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 円（注１） 291 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月８日～ 

平成23年６月６日（注２） 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格  円 

（注１） 

資本組入額 円 

291

146

同左 

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行使は

できないものとする。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当なし 同左 

代用払込みに関する事項 （注３） 同左 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

新株予約権付社債の残高 百万円 12,000 同左 

  

調整後転換価額＝調整前転換価額×

既発行株式数＋
交付株式数×１株当たりの払込金額 

時価 

既発行株式数＋交付株式数 

2012/09/14 16:51:2312871731_訂正有価証券報告書_20120914165116

- 31 -



 記載事項はない。 

  

（注１）旧商法第289条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、欠損補填を行ったものである。 

（注２）旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振り替えたものである。 

（注３）新株予約権の行使による増加である。 

  

（注）１．自己株式1,136,691株は、「個人その他」の欄に1,136単元、「単元未満株式の状況」の欄に691株を含めて

表示している。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、86単元含まれている。 

  

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成16年６月29日 

（注１） 
 －  612,221  －  67,862  △33,369  37,781

平成16年８月31日 

（注２） 
 －  612,221  －  67,862  △20,816  16,965

平成16年４月１日～ 

平成17年３月31日 

（注３） 

 114  612,335  15  67,877  15  16,980

平成17年４月１日～ 

平成18年３月31日 

（注３） 

 36  612,371  4  67,882  4  16,985

平成18年４月１日～ 

平成19年３月31日 

（注３） 

 71,884  684,256  9,057  76,940  8,942  25,928

平成19年４月１日～ 

平成20年３月31日 
 －  684,256  －  76,940  －  25,928

（５）【所有者別状況】

（平成20年３月31日現在）

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 
金融商品
取引業者

その他の
法人 

外国法人等
個人その
他 

計 
個人以外 個人

株主数（人）  －  83  45  700  275  42  90,739  91,884  －

所有株式数 

（単元） 
 －  202,728  13,162  37,331  76,419  325  349,882  679,847  4,409,778

所有株式数の割

合（％） 
 －  29.82  1.94  5.49  11.25  0.04  51.46  100.00  －
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（注）１．明治安田生命保険相互会社が連名で提出した平成18年11月15日付大量保有報告書の写しが当社に送付され、

平成18年10月31日現在、下記のとおり全体で34,451千株（所有株式数の割合5.31％）の当社株式を保有して

いる旨の報告があったが、当社として当事業年度末現在における実質保有状況の確認ができないので、株式

名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に記載している。 

２．大和証券エスエムビーシー株式会社が連名で提出した平成19年１月11日付大量保有報告書の写しが当社に送

付され、平成19年１月１日現在、下記のとおり全体で44,149千株（所有株式数の割合は6.09％であり、潜在

株式41,237千株を含む。）の当社株式を保有している旨の報告があったが、当社として当事業年度末現在に

おける実質保有状況の確認ができないので、株式名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に記載している。

（６）【大株主の状況】

（平成20年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１  34,000  4.97

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11  30,080  4.40

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口４） 
東京都中央区晴海１－８－11  23,320  3.41

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信

託口） 
東京都港区浜松町２－11－３  19,998  2.92

沖電気グループ従業員持株会 東京都港区虎ノ門１－７－12  14,370  2.10

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３  13,000  1.90

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１－26－１  12,986  1.90

バンク オブ ニューヨーク ジーシーエム 

クライアント アカウント ジェイピーアー

ルデイ アイエスジー エフイー－エイシー 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM 
 10,811  1.58

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１－13－１  9,380  1.37

イーグル 
P.O.BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM OF 

SAUDI ARABIA 
 6,022  0.88

計 －  173,968  25.42

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１  34,344  5.30

明治ドレスナー・アセットマネジメ

ント株式会社 
東京都港区北青山３－６－７  35  0.01

安田投信投資顧問株式会社 東京都千代田区神田美土代町７  72  0.01

計 －  34,451  5.31

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

大和証券エスエムビーシー株式会社 東京都千代田区丸の内１－８－１  670  0.09

大和証券投資信託委託株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町２－10－

５ 
 2,666  0.39

大和証券エスエムビーシー・ヨーロ

ッパ・リミテッド 

英国ロンドン市キング・ウィリアム

通５番地 
 41,483  5.72

計 －  44,149  6.09
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３．モルガン・スタンレー証券株式会社が連名で提出した平成19年９月21日付大量保有報告書の写しが当社に送

付され、平成19年９月14日現在、下記のとおり全体で35,562千株（所有株式数の割合5.17％であり、潜在株

式3,662千株を含む。）の当社株式を保有している旨の報告があったが、当社として当事業年度末現在にお

ける実質保有状況の確認ができないので、株式名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に記載している。 

４．ゴールドマン・サックス証券株式会社が連名で提出した平成20年３月６日付大量保有報告書の写しが当社に

送付され、平成20年２月29日現在、下記のとおり全体で36,343千株（所有株式数の割合5.31％であり、潜在

株式357千株を含む。）の当社株式を保有している旨の報告があったが、当社として当事業年度末現在にお

ける実質保有状況の確認ができないので、株式名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に記載している。 

５．アライアンス・バーンスタイン株式会社が連名で提出した平成20年４月４日付大量保有報告書の写しが当社

に送付され、平成20年３月31日現在、下記のとおり全体で48,245千株（所有株式数の割合7.05％）の当社株

式を保有している旨の報告があったが、当社として当事業年度末現在における実質保有状況の確認ができな

いので、株式名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に記載している。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

モルガン・スタンレー証券株式会社 
東京都渋谷区恵比寿４－20－３ 

恵比寿ガーデンプレイスタワー 
 690  0.10

モルガン・スタンレー・アンド・カ

ンパニー・インコーポレーテッド 

1585 Broadway, New York, NY 

10036 
 23,603  3.45

モルガン・スタンレー・アンド・カ

ンパニー・インターナショナル・ピ

ーエルシー 

25 Cabot Square Canary Wharf 

London E14 4QA U.K. 
 11,268  1.64

計 －  35,562  5.17

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

ゴールドマン・サックス証券株式会

社 

東京都港区六本木６－10－１ 

六本木ヒルズ森タワー 
 6,480  0.95

Goldman Sachs International 
Peterborough Court,133 Fleet 

Street, London EC4A 2BB UK 
 25,740  3.76

Goldman Sachs & Co. 
85 Broad Street, New York, New 

York 10004,U.S.A. 
 4,122  0.60

計 －  36,343  5.31

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

アライアンス・バーンスタイン・エ

ル・ピー 

アメリカ合衆国10105、ニューヨー

ク州、ニューヨーク、アベニュー・

オブ・ジ・アメリカズ1345 

 41,906  6.12

アライアンス・バーンスタイン株式

会社 

東京都千代田区大手町１－５－１ 

大手町ファーストスクエア 
 6,339  0.93

計 －  48,245  7.05
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①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が、86,000株含まれてい

る。また、「議決権の数」には、証券保管振替機構名義の86個を除いている。 

２．「単元未満株式」には当社所有の自己株式691株及び相互保有株式（沖電線株式会社所有 184株）が含まれ

ている。 

  

②【自己株式等】 

（注） 沖電線株式会社が退職給付信託した3,000,000株については、「自己名義所有株式数」に含めて表示してい

る。 

  

（７）【議決権の状況】

（平成20年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     4,370,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    675,477,000  675,391 － 

単元未満株式 普通株式    4,409,778 － １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数  684,256,778 － － 

総株主の議決権 －  675,391 － 

（平成20年３月31日現在）

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

当社 
東京都港区虎ノ門 

１－７－12 
 1,136,000  －  1,136,000  0.17

沖電線株式会社 
神奈川県川崎市中原区下

小田中２－12－８ 
 3,134,000  －  3,134,000  0.46

吉川セミコンダクタ株式

会社 

宮崎県児湯郡新富町大字

上富田4637－１ 
 70,000  －  70,000  0.01

東機通商株式会社 東京都港区芝５－20－14  30,000  －  30,000  0.00

計 －  4,370,000  －  4,370,000  0.64
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（８）【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 平成15年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 取締役８名、執行役員15名、執行に参画する幹部社員12名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載している。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込に関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「(2）新株予約権等の状況」に記載している。 

決議年月日 平成16年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 
取締役９名、執行役員12名、執行に参画する幹部社員９名、

一部の子会社取締役４名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載している。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込に関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「(2）新株予約権等の状況」に記載している。 

決議年月日 平成17年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 
取締役９名、執行役員12名、執行に参画する幹部社員８名、

一部の子会社取締役３名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載している。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込に関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「(2）新株予約権等の状況」に記載している。 
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決議年月日 平成18年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 
取締役10名、執行役員11名、執行に参画する幹部社員７名、

一部の子会社取締役１名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載している。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込に関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「(2）新株予約権等の状況」に記載している。 

決議年月日 平成19年６月26日 

付与対象者の区分及び人数 
取締役９名、執行役員10名、執行に参画する幹部社員６名、

一部の子会社取締役１名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載している。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込に関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「(2）新株予約権等の状況」に記載している。 
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【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号の規定による普通株式の取得 

  

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はない。 

  

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はない。 

  

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

会社法第155条第７号の規定よる取得（単元未満株式の買取請求） 

（注） 当期間における取得自己株式には平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出までの単元未満株式の買取り

による株式数は含まれていない。 

  

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注） 当期間における保有自己株式には平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出までの単元未満株式の買取り

による株式数は含まれていない。 

  

 当社は、常にＯＫＩグループの企業価値を向上させるために財務体質の強化と内部留保の確保を行うとともに、中

長期に亘り株式を保有していただけるよう株主利益の増大に努めることを経営の最重要課題としている。 

 内部留保については、将来の成長に不可欠な研究開発や設備への投資に充当し、企業体質の強化・経営基盤の強化

を図っている。また、株主のみなさまに対しては安定的な利益還元を継続することを最重視し、業績も勘案した上で

配当金額を決めている。 

 当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めており、剰余金の配当の決定

機関は、期末配当については株主総会で、中間配当については取締役会である。 

 なお、当事業年度においては、剰余金の配当のための収益が十分ではなかったため、配当は見送りとした。 

  

２【自己株式の取得等の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式  115,356  24,382,447

当期間における取得自己株式  14,250  3,039,312

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の
総額（円） 

株式数（株） 
処分価額の
総額（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式  －  －  －  －

消却処分を行った取得自己株式  －  －  －  －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式 
 －  －  －  －

その他 

（－） 
 －  －  －  －

保有自己株式  1,136,691  －  1,150,941  －

３【配当政策】
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（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものである。 

  

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものである。 

  

４【株価の推移】

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円）  530  513  504  396  255

最低（円）  241  338  338  188  142

月別 
平成 

19年10月 
  

11月 12月 
平成

20年１月 
  

２月 ３月 

最高（円）  209  196  202  178  198  220

最低（円）  192  165  172  142  169  174
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５【役員の状況】

役名及び 
職名 

氏名 
（生年月日） 略歴 任期 所有株式数

取締役社長 

（代表取締役） 

篠塚 勝正 

  

昭和15年11月28日生 

昭和38年３月 東京大学工学部卒業 

〃 〃 ４月 沖電気工業株式会社入社 

〃 63年10月     〃    コンピュータシステム開発本部長 
平成２年６月     〃    取締役 
〃 ４年10月     〃    常務取締役 

〃 ９年６月     〃    専務取締役 

〃 10年６月     〃    取締役社長（現） 
〃 12年４月     〃    ＣＥＯ（現） 

注１ 千株94

取締役副社長 
（代表取締役） 

佐藤 直樹 
  

昭和23年10月27日生 

昭和47年３月 東北大学経済学部卒業 
〃 〃 ４月 株式会社富士銀行入行 

平成11年５月     〃    営業第五部長 

〃 13年６月     〃    執行役員営業第五部長 
〃 14年４月 株式会社みずほコーポレート銀行 

常務執行役員 

〃 16年４月 沖電気工業株式会社常務執行役員 

〃 〃 ６月     〃    常務取締役 
〃 19年４月     〃    専務執行役員 
〃 〃 〃      〃    専務取締役 

〃 20年６月     〃    取締役副社長（現） 

〃 〃 〃      〃    副社長執行役員（現） 

同上 千株26

常務取締役 川崎 秀一 
  
昭和22年１月10日生 

昭和45年３月 早稲田大学法学部卒業 
〃 〃 ４月 沖電気工業株式会社入社 

平成２年11月     〃    金融システム営業本部 

営業第三部長 

〃 13年４月     〃    執行役員 
〃 16年４月     〃    常務執行役員（現） 
〃 17年４月     〃    営業推進本部長 

〃 〃 ６月     〃    常務取締役（現） 

〃 18年４月     〃    情報通信グループ金融事業 
グループ長（現） 

注２ 千株24

常務取締役 北林 宥憲 
  

昭和22年８月４日生 

昭和45年３月 北海道大学工学部卒業 
〃 〃 ４月 沖電気工業株式会社入社 

平成８年６月     〃    電子デバイス事業本部 

プロセス技師センタ長 
〃 12年４月     〃    執行役員 
〃 17年４月     〃    常務執行役員（現） 

〃 18年４月     〃    半導体事業グループ・チェアマン（現） 

〃 〃 ６月     〃    常務取締役（現） 

注１ 千株19

常務取締役 福村 圭一 
  
昭和22年４月16日生 

昭和45年３月 一橋大学商学部卒業 
〃 〃 ４月 沖電気工業株式会社入社 

平成７年６月     〃    財務部長 

〃 10年６月     〃    経理部長 

〃 12年４月     〃    執行役員 
〃 18年４月     〃    常務執行役員（現） 
〃 19年 〃      〃    ＣＳＲ推進本部長（現） 

〃 〃 ６月     〃    常務取締役（現） 

注２ 千株22
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役名及び 
職名 

氏名 
（生年月日） 略歴 任期 所有株式数

常務取締役 松下 政好 

  
昭和22年８月28日生 

昭和46年３月 同志社大学工学部卒業 

〃 〃 ４月 沖電気工業株式会社入社 
平成４年４月     〃    通信ネットワーク事業本部 

ネットワークシステム 

研究開発センタ 

ソフトウェア開発第一部長 
〃 11年４月     〃    ネットワークＳＩ事業部長 
〃 13年４月     〃    執行役員 

〃 〃 ４月     〃    ネットワークシステムカンパニー・ＥＶＰ 

〃 14年４月     〃    システムソリューションカンパニー・ＥＶＰ 
〃 15年６月     〃    ネットワークアプリケーション本部長 
〃 17年４月     〃    情報通信事業グループシニアオペレーティン

グオフィサー 

〃 18年４月     〃    常務執行役員（現） 
〃 〃 〃      〃    情報通信事業グループ戦略企画室長 
〃 19年４月     〃    ＣＩＯ（現） 

〃 〃 ６月     〃    常務取締役（現） 

注２ 千株26

常務取締役 宮下 正雄 

  
昭和24年12月23日生 

昭和48年３月 慶応義塾大学商学部卒業 

〃 〃 ４月 沖電気工業株式会社入社 
平成５年３月     〃    本社官公営業本部営業第一部長 
〃 12年４月     〃    ネットワークシステムカンパニー・ＶＰ兼Ｃ

ＴＩ営業本部長 

〃 16年４月     〃    執行役員 
〃 17年４月     〃    情報通信事業グループシニアオペレーティン

グオフィサー 

兼ネットワークシステムカンパニー・プレジ

デント 
〃 18年４月     〃    情報通信事業グループグループシニアオペレ

ーティングオフィサー 

兼システムソリューションカンパニー・プレ

ジデント 
〃 19年４月     〃    常務執行役員（現） 
〃 20年６月     〃    常務取締役（現） 

注１ 千株17

常務取締役 浅井 裕 

  

昭和24年９月10日生 

昭和48年３月 大阪大学基礎工学部卒業 

〃 〃 ４月 沖電気工業株式会社入社 

平成６年６月     〃    通信ネットワーク事業本部 
マルチメディア通信システム 
開発センタ ハードウェア開発部長 

〃 12年４月     〃    ネットワークシステムカンパニー 

ネットワークＳＩ事業部長 
〃 13年４月     〃    ネットワークシステムカンパニー・ＶＰ 
〃 14年４月     〃    執行役員 

ネットワークシステムカンパニー・ＥＶＰ 

〃 17年４月     〃    情報通信事業グループシニアオペレーティン

グオフィサー 
〃 18年４月     〃    情報通信事業グループ海外ビジネス推進本部

長 

〃 19年４月     〃    グローバルビジネス推進本部長 
〃 20年４月     〃    常務執行役員（現） 
〃 〃 〃      〃    ＣＴＯ（現） 

〃 〃 ６月     〃    常務取締役（現） 

同上 千株22
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（注）１．平成20年６月から２年 

２．平成19年６月から２年 

３．平成19年６月から４年 

４．平成18年６月から４年 

５．平成20年６月から４年 

６．取締役の職名については、注９を参照 

役名及び 
職名 

氏名 
（生年月日） 略歴 任期 所有株式数

取締役 杉本 晴重 

  
昭和23年２月22日生 

昭和45年３月 早稲田大学理工学部卒業 

〃 〃 ４月 沖電気工業株式会社入社 
平成２年６月     〃    電子通信事業本部 

複合通信システム事業部技術第一部長 

〃 12年４月     〃    執行役員 

〃 16年４月     〃    ＣＴＯ 
〃 〃 〃      〃    常務執行役員 
〃 〃 ６月     〃    常務取締役 

〃 18年４月     〃    中国ビジネス推進本部長 

〃 20年１月 株式会社沖データ代表取締役社長（現） 
〃 〃 ４月 沖電気工業株式会社取締役（現） 

注１ 千株23

取締役 森尾 稔 
  

昭和14年５月20日生 

昭和38年３月 東京大学工学部卒業 
〃 〃 ４月 ソニー株式会社入社 

平成５年６月     〃    取締役副社長 

〃 11年６月     〃    技術代表 
〃 12年６月     〃    取締役副会長 
〃 13年６月 沖電気工業株式会社取締役（現） 

〃 16年６月 ソニー株式会社顧問 

注２ 千株10

常勤監査役 稲川 隆久 

  
昭和18年10月８日生 

昭和42年３月 慶応義塾大学商学部卒業 

〃 〃 ４月 沖電気工業株式会社入社 
平成10年６月     〃    取締役 
〃 12年４月     〃    常務執行役員 

〃 13年６月     〃    常務取締役 

〃 14年４月 沖エンジニアリング株式会社取締役社長 
〃 15年４月     〃    取締役相談役 
〃 〃 ６月 沖電気工業株式会社監査役（現） 

注３ 千株48

常勤監査役 白石 吉勝 

  

昭和19年10月15日生 

昭和43年３月 東北大学工学部卒業 

〃 〃 ４月 沖電気工業株式会社入社 

平成９年６月     〃    取締役 
〃 12年４月     〃    常務執行役員 
〃 13年６月     〃    常務取締役 

〃 14年４月 株式会社アイピイ・ネット取締役社長 

〃 15年４月 株式会社沖電気カスタマアドテック取締役副社長 
〃 18年４月 株式会社沖電気カスタマアドテック取締役 
〃 〃 ６月 沖電気工業株式会社監査役（現） 

注４ 千株27

常勤監査役 神鳥 矩行 

  

昭和20年８月27日生 

昭和45年３月 東京大学法学部卒業 

〃 〃 ４月 郵政省入省 

平成５年７月     〃    信越郵政局長 
〃 ７年６月     〃    大臣官房専門調査官 
〃 ８年７月     〃    郵政大学校長兼中央郵政研修所長 

〃 ９年８月 簡易保険福祉事業団理事 

〃 11年８月 ケイディディ株式会社執行役員 
〃 12年６月     〃    取締役 
〃 13年４月 ケイディーディーアイ株式会社取締役 

〃 18年７月 株式会社損害保険ジャパン顧問 

〃 20年６月 沖電気工業株式会社監査役（現） 

注５ －

監査役 西 清二 
  
昭和22年１月４日生 

昭和44年３月 早稲田大学法学部卒業 
〃 〃 ４月 安田生命保険相互会社入社 

平成12年７月     〃    取締役 

〃 13年４月     〃    常務取締役 

〃 16年１月 明治安田生命保険相互会社常務取締役 
〃 17年４月 明治安田損害保険株式会社代表取締役社長 
〃 20年６月 沖電気工業株式会社監査役（現） 

注５ 千株2

  

計 

  

名 14

    千株

360
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７．取締役森尾 稔は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」である。 

８．監査役神鳥 矩行及び西 清二は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。 

９．当社は、平成12年４月１日より経営戦略決定の迅速化と監督体制及び業務執行体制の強化を目的として執行

役員制度を導入している。 

平成20年６月27日における各執行役員の地位、氏名及び担当業務は次のとおりである。 

ＣＥＯ：Chief Executive Officer 

ＣＩＯ：Chief Information Officer 

ＣＴＯ：Chief Technology Officer 

ＣＣＯ：Chief Compliance Officer 

ＥＶＰ：Executive Vice President 

○印は、取締役である。 

  

 地位 氏名 担当業務

○ ＣＥＯ 篠塚 勝正 総括 

○ 副社長 

執行役員 

佐藤 直樹 経営統括 

経理部、グループ企業部、人事部統括 

財務、総務部担当 

○ 常務執行役員 川崎 秀一 営業統括 

広報部、サービス担当 

情報通信グループ・金融事業グループ長 

○ 常務執行役員 北林 宥憲 半導体事業グループ・生産品質担当 

半導体事業グループ・チェアマン 

○ 常務執行役員 福村 圭一 ＣＣＯ 

経理部、情報通信グループ・経理部門、ＣＳＲ推進本部、グループ企業

部担当ＣＳＲ推進本部長 

○ 常務執行役員 松下 政好 ＣＩＯ 

情報通信グループ・通信事業グループ長 

情報企画部、情報通信グループ・ユビキタスサービスプラットフォーム

カンパニー／ビジネスサポート本部、ソフト担当 

○ 常務執行役員 宮下 正雄 中国ビジネス統括 

営業、国内間販、営業推進本部、支社担当 

情報通信グループ情報システム事業グループ長、システムソリューショ

ンカンパニー・プレジデント、営業推進本部長 

○ 常務執行役員 浅井  裕 ＣＴＯ 

グローバルビジネス本部、技術企画、中国ビジネス、研究開発本部担当

 常務執行役員 佐瀬 正敬 地球環境部、法務・知的財産部担当、地球環境部長 

 常務執行役員 榎本  博 シリコンソリューションカンパニー・プレジデント 

 常務執行役員 来住 晶介 ネットワークシステムカンパニー・プレジデント、ハード担当 

 執行役員 入谷 百拡 関西支社長 

 執行役員 森園 英人 情報通信グループ・生産サービスカンパニー担当 

情報通信グループ・生産品質担当 

生産サービスカンパニー・プレジデント 

 執行役員 矢野  星 コーポレート戦略企画室担当、コーポレート戦略企画室長 

 執行役員 西郷 英敏 ネットワークシステムカンパニー・ＥＶＰ 

 執行役員 平本 隆夫 システム機器カンパニー・プレジデント 

 執行役員 鈴木 久雄 システムソリューションカンパニー・ＥＶＰ 

 執行役員 柴田 康典 金融ソリューションカンパニー・プレジデント 

 執行役員 畠山 俊也 経理部長 

 執行役員 森丘 正彦 経営推進本部担当、経営推進本部長 

 執行役員 小林 一成 人事、情報通信グループ・総務部門担当、人事部長 
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(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 ＯＫＩグループ（当社及び連結子会社）は、お客様をはじめ、株主及び投資家の皆様、お取引先の皆様、地域社

会の皆様、社員など企業を取り巻くステークホルダーの信頼に応えるべく、企業価値を継続的に高めていくことが

経営の最重要課題の一つであると認識している。そのために、「経営の公正性・透明性の向上」「意思決定プロセ

スの迅速化」などを基本方針として、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでいる。 

 当社は、執行役員制を導入し取締役会による経営の管理監督と執行役員による業務執行とを分離し経営効率の向

上を図っている。また、監査役会は会計監査人及び内部監査部門との連携により経営全般の監査を行っている。 

  

(2）経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

① 会社の機関の基本説明 

 当社では、「取締役会」及び「監査役会」により、業務執行の監督及び監査を行っている。また、「経営諮問

委員会」及び「報酬委員会」を設置しているほか、執行役員制度を導入し、経営と業務執行を分けることによ

り、経営の効率性の向上を図っている。取締役及び監査役の選定にあたっては、資質及び能力から経営に適任と

考えられる候補者を取締役会で決定している。 

 経営諮問委員会はトップマネジメントのアドバイザリー機関であり、社外の有識者の参画により、経営の透明

性、健全性を高めていくことを目的とするものである。報酬委員会は、取締役、執行役員、執行参与の報酬の水

準・仕組みの透明性を維持するためのものである。 

 取締役会は、取締役10名（うち社外取締役１名）で構成される。原則として毎月開催されている取締役会にお

いては、経営の基本方針及びその他の重要事項を決定するとともに、業務執行の監督を行っている。また、原則

週１回開催する「マネジメント会議」においては、ＯＫＩグループの業務執行に関する重要事項を決定するほ

か、各部門からの業務執行に関する主要な報告を受けている。マネジメント会議にはＣＥＯのほか常務執行役員

以上の取締役、執行役員及び監査役が出席し、ガバナンスの徹底を図っている。 

  

② 監査役監査及び内部監査の状況 

 当社は監査役制度を採用している。「監査役会」は、社外監査役２名（内常勤監査役１名）とそれ以外の常勤

監査役２名で構成され、取締役会その他の重要な会議への出席、取締役などから受領した報告内容の検証、会社

の業務及び財産の状況に関する調査等を行い、取締役の職務執行を監査している。また、内部監査部門として公

認内部監査人を含む５名で構成する「監査室」を設置している。監査室は内部監査を実施することによって、会

社業務全般についてその実態を適正に把握するとともに、業務遂行の過誤不正を発見、防止し、経営の合理化及

び業務の改善を支えていくことを目的としている。 

６【コーポレート・ガバナンスの状況】
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 ＯＫＩグループのコーポレート・ガバナンス体制の模式図は以下の通りである。 

 
  

③ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外取締役森尾 稔並びに社外監査役神鳥 矩行及び西 清二はＯＫＩグループの出身ではない。また、利害

関係は特にない。 

  

④ 取締役の定数 

 当社の取締役は15名以内とする旨を定款に定めている。 

  

⑤ 取締役の選任決議要件 

 取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めている。 

  

⑥ 自己の株式の取得の決定機関 

 機動的な資本政策の遂行のため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等に

より自己の株式を取得することができる旨を定款に定めている。 

  

⑦ 中間配当の決定機関 

 株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって、中間配当をすることができる旨を定款に定

めている。 

  

⑧ 株主総会の特別決議要件 

 株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権

を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっ

て行う旨を定款で定めている。 
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⑨ 会計監査の状況 

 会計監査については新日本監査法人を選任している。定期的に会計監査を受けるほか、随時相談を行うこと

で、会計処理の透明性と正確性の向上に努めている。 

 会計監査を執行した公認会計士及び監査業務に係る補助者の構成は以下の通りである。 

  

会計監査を執行した公認会計士 

・新日本監査法人 指定社員 業務執行社員 加賀谷 達之助 

・新日本監査法人 指定社員 業務執行社員 塚原 雅人 

・新日本監査法人 指定社員 業務執行社員 佐藤 晶 

（※１）継続監査年数については、全員７年未満のため記載を省略している。 

（※２）同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与するこ

とのないよう措置をとっている。 

  

監査業務に係る補助者の構成 

・公認会計士９名 

・会計士補等18名 

  

⑩ 役員報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下の通りである。 

（※１）平成19年６月26日開催の第83期定時株主総会終結の日の翌日以降に在任していた役員に係る報酬を記

載している。 

（※２）株主総会の決議による報酬額は、取締役年額６億円以内・監査役年額１億円以内（平成18年６月29日

開催第82回定時株主総会決議）であり、取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分の給与は

含まれていない。 

（※３）支給額には、取締役に対するストック・オプションによる報酬額26百万円が含まれている。 

（※４）社外取締役並びに社外監査役に支払った報酬 34百万円 

  

⑪ 監査報酬の内容 

 当事業年度における当社の監査法人に対する監査報酬は以下の通りである。 

（※１）監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の額を区分していないため、

上記の金額はこれらの合計額を記載している。 

（※２）公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）として、「内部統制準備プロジェクトに

関する助言業務」等を委託し、対価を支払っている。 

  

(3）株主その他利害関係者に関する施策の実施状況 

① 株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

 株主が定時株主総会等に参加しやすくするために、2002年６月からは、電磁的方法による議決権行使を実施し

ている。 

  

② ＩＲに関する活動状況 

 株主、投資家に対して、経営説明会や決算説明会あるいは当社ホームページ等を通じて経営情報の迅速かつ適

切な開示を行っている。 

  

取締役に支払った報酬 百万円292

監査役に支払った報酬 百万円67

計 百万円359

公認会計士法第２条第１項の業務に基づく報酬 百万円66

上記以外の業務に基づく報酬 百万円16

計 百万円82
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③ ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

 経済的・環境的・社会的活動の各側面において、常にグループをあげてステークホルダーとの信頼関係を築

き、企業価値の向上を図っていくことを目的に、以下の通りの取組みを行っている。 

・「ＯＫＩグループ企業行動憲章」（2005年10月制定）において、「ステークホルダーの信頼を得ることが企業

の価値向上の基盤」という基本姿勢を明示している。また、この中で項目として「コミュニケーション」を掲

げ、「ＯＫＩグループは、広く社会とコミュニケーションを行い、企業情報を適時かつ公正に開示します。」

という基本方針を明示している。 

・環境保全活動については地球環境部（2000年設置）を中心に実施し、その活動状況を「環境報告書」により毎

年公開している。 

・ＣＳＲ活動については2004年10月にグループの活動内容を統轄するＣＳＲ推進部を設置、さらに2007年４月に

は、ＣＳＲ推進部及びコンプライアンス推進部を統合し、ＣＳＲ推進本部を新設した。ＣＳＲの活動状況は

「社会的責任レポート」（冊子およびＷｅｂ）により、2005年以降毎年公開している。 

  

(4）内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

 当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下の通り「内部統制システムに関する基本方針」を定め、業務

の適正を確保するための体制を整備している。 

  

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

１）コンプライアンス体制の基礎として、「ＯＫＩグループ企業行動憲章」、「ＯＫＩグループ行動規範」を定

める。 

２）ＣＣＯ（チーフ・コンプライアンス・オフィサー）を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、コン

プライアンスプログラムに関する基本方針を審議・検討する。 

３）コンプライアンス委員会で決定された基本方針に基づき、コンプライアンス所管部門が取締役及び使用人へ

の教育研修等の具体的な施策を企画・立案・推進する。教育研修に関しては、ｅラーニング等の仕組みを活

用し、各人のコンプライアンスに対する意識向上を図る。 

４）公益通報に係る規程を定め、通報・相談窓口を設置することにより、不正行為の早期発見と是正を図る。 

５）市民社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力に対しては、警察等関連機関と連携し、組織全体として一切の

関係を遮断するように毅然とした態度で臨む。 

  

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 取締役の職務執行に係る情報については、法令・社内規程に則り適切に保存・保管をする。 

  

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

１）リスクマネジメント規程に則り、各部門はその担当業務に関連して発生しうるリスクの管理を行うほか、全

社的な管理を必要とするリスクについては統括主管部門を定め、統括主管部門はリスクを評価した上で対応

方針を決定し、これに基づき適切な体制を構築する。 

２）リスク発生時には全社緊急対策本部を設置し、これにあたる。 

  

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

１）定例の取締役会を原則として毎月１回開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況の監督等を行

う。 

２）常務以上の執行役員等が出席するマネジメント会議を開催し、業務執行に関する基本的事項及び重要事項に

係る意思決定を機動的に行う。 

３）業務執行に当たっては業務分掌規程、権限規程において責任と権限を定める。 
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⑤ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

１）グループ企業における業務の適正を確保するため、グループ全体に適用する価値観として「ＯＫＩグループ

企業行動憲章」を定める。グループ企業の全役員・社員が準拠すべき行動の規範として「ＯＫＩグループ行

動規範」を定め周知徹底を図る。 

２）当社コンプライアンス所管部門は、グループ各社のコンプライアンス推進責任者を通じグループ共通のコン

プライアンス推進の諸施策をグループ内に展開する。さらに、各社における施策の遂行状況を定期的なモニ

タリングにより把握し、コンプライアンス委員会に報告する。 

３）経営管理については、グループ企業管理規程に則り、各社の経営実態を把握し、助言・指導を行う。 

４）当社及びグループ各社は、財務報告の信頼性を確保するために関連諸法に基づき、財務報告に係る内部統制

システムを整備し、その維持・改善に努める。 

  

⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

１）監査役の職務を補助するものとして監査役スタッフを置き、取締役の指揮命令に服さない使用人を配置す

る。 

２）監査役スタッフの人事異動については、監査役会の事前の同意を得ることとする。 

  

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

１）取締役は、会社に著しい損害をおよぼすおそれのある事実があることを発見したときは、法令に従い、直ち

に監査役に報告する。 

２）常勤監査役は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、マネジメント

会議に出席をするとともに、主要な稟議書を閲覧する。 

３）監査役は内部統制システムの構築状況及び運用状況についての報告を取締役及び使用人から定期的に受ける

ほか、必要と判断した事項については取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。 

  

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

１）監査役は、会社の業務及び財産の状況の調査その他の監査職務の遂行にあたり、内部監査部門と緊密な連携

を保ち、効率的・実効的な監査を実施する。 

２）監査役は、会計監査人との定期的な会合、会計監査人の往査等への立ち会いのほか、会計監査人に対し監査

の実施経過について適宜報告を求める等、会計監査人と緊密な連携を保ち、効率的な監査を実施する。 
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１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してい

る。 

  

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日ま

で）の連結財務諸表、及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並び

に、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日

まで）の連結財務諸表、及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、新日

本監査法人による監査を受けている。 

 なお、金融商品取引法第24条の２第1項の規定に基づき、有価証券報告書の訂正報告書を提出しておりますが、訂

正後の連結財務諸表及び財務諸表については、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。  

 また、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から

名称を変更しております。 

  

第５【経理の状況】
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

   
前連結会計年度

（平成19年３月31日） 
当連結会計年度

（平成20年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金   45,995  46,379

２ 受取手形及び売掛金 ※7  169,431  171,492

３ たな卸資産   167,308  138,404

４ 繰延税金資産  －  7,504

５ その他の流動資産   28,762  15,997

６ 貸倒引当金  △1,904  △1,585

流動資産合計   409,592  64.7  378,193  65.8

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※1,2  

(1）建物及び構築物 ※2  42,228  46,920

(2）機械装置及び運搬具 ※2  47,955  40,993

(3）工具器具備品 ※2  22,914  21,748

(4）土地 ※2  15,760  15,788

(5）建設仮勘定   837  337

有形固定資産合計   129,696  20.5  125,788  21.9

２ 無形固定資産   17,593  2.8  15,733  2.8

３ 投資その他の資産   

(1）投資有価証券 
※2,
3,4 

 54,484  32,690

(2）長期貸付金   3,220  1,776

(3）その他の投資その他の資産 ※3  20,955  23,244

(4）貸倒引当金  △2,712  △3,055

投資その他の資産合計   75,947  12.0  54,655  9.5

固定資産合計   223,237  35.3  196,177  34.2

資産合計   632,830  100.0  574,371  100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日） 
当連結会計年度

（平成20年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形及び買掛金   101,358  86,898

２ 短期借入金 ※2  125,809  132,734

３ 未払法人税等   1,749  －

４ 未払費用   47,339  46,133

５ その他の流動負債   57,223  60,204

流動負債合計   333,480  52.7  325,970  56.7

Ⅱ 固定負債   

１ 社債   32,000  12,000

２ 長期借入金   110,530  102,646

３ 退職給付引当金   45,218  40,216

４ 役員退職慰労引当金   440  671

５ その他の固定負債   5,239  2,727

固定負債合計   193,428  30.6  158,262  27.6

負債合計   526,909  83.3  484,232  84.3

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

１ 資本金   76,940  12.2  76,940  13.4

２ 資本剰余金   46,744  7.4  46,744  8.1

３ 利益剰余金  △31,612 △5.0  △31,109 △5.4

４ 自己株式  △320 △0.1  △344 △0.0

株主資本合計   91,752  14.5  92,230  16.1

Ⅱ 評価・換算差額等   

１ その他有価証券評価差額金   14,377  2.3  695  0.1

２ 繰延ヘッジ損益  △368 △0.1  △271 △0.0

３ 為替換算調整勘定  △6,410 △1.0  △8,920 △1.6

評価・換算差額等合計   7,597  1.2  △8,495 △1.5

Ⅲ 新株予約権   32  0.0  79  0.0

Ⅳ 少数株主持分   6,538  1.0  6,324  1.1

純資産合計   105,921  16.7  90,138  15.7

負債純資産合計   632,830  100.0  574,371  100.0

2012/09/14 16:51:2312871731_訂正有価証券報告書_20120914165116

- 51 -



②【連結損益計算書】

   
前連結会計年度

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

区分 
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   716,967  100.0   719,756  100.0

Ⅱ 売上原価 ※2  560,190  78.1   555,046  77.1

売上総利益   156,777  21.9   164,710  22.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  163,359  22.8   159,325  22.2

営業利益  － －   5,385  0.7

営業損失   6,582 △0.9   － －

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息   656  544  

２ 受取配当金   843  869  

３ 雑収入   912  2,412  0.3  973  2,386  0.3

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息   6,820  6,953  

２ 為替差損  －  2,481  

３ 雑支出   2,944  9,764  1.3  3,039  12,474  1.7

経常損失   13,934 △1.9   4,702 △0.7

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※3  258  6,786  

２ 投資有価証券売却益   3,362  4,238  

３ 退職給付信託設定益  －  3,822  

４ 過年度特許料戻入益  － 3,621 0.5    401  15,249 2.1

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産処分損 ※4  1,044  1,569  

２ 投資有価証券等評価損   2,130  －  

３ 貸倒引当金繰入額   670  －  

４ 特別退職金   884  1,380  

５ たな卸資産評価損 ※5 －  3,407  

６ 事業構造変革費用  ※6  2,335    －  

７ 付加価値税修正損     156  7,222  1.0    66  6,424  0.8

税金等調整前当期純利益  － －   4,122  0.6

税金等調整前当期純損失   17,534 △2.4   － －

法人税、住民税及び事業税   2,152  2,784  

法人税等調整額   17,813  19,966  2.8  1,281  4,065  0.6

少数株主利益   274  0.1   369  0.0

当期純損失   37,775 △5.3   313 △0.0
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前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

③【連結株主資本等変動計算書】

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高（百万円）  67,882 37,801 8,671  △280 114,076

連結会計年度中の変動額   

新株の発行  9,057 8,942  18,000

剰余金の配当（注）  △1,834  △1,834

当期純損失  △37,775  △37,775

自己株式の取得   △40 △40

連結子会社の増加に伴う減少  △23  △23

持分法適用会社の増加に伴う増
加  166  166

持分法適用会社の増加に伴う減
少  △1,140  △1,140

海外子会社の年金会計に係る未
積立債務減少に伴う増加  322  322

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）   

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円）  9,057 8,942 △40,283  △40 △22,324

平成19年３月31日残高（百万円）  76,940 46,744 △31,612  △320 91,752

  

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高（百万円）  19,113 － △7,320 11,792  －  6,335 132,204

連結会計年度中の変動額    

新株の発行    18,000

剰余金の配当（注）    △1,834

当期純損失    △37,775

自己株式の取得    △40

連結子会社の増加に伴う減少    △23

持分法適用会社の増加に伴う増
加    166

持分法適用会社の増加に伴う減
少    △1,140

海外子会社の年金会計に係る未
積立債務減少に伴う増加    322

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）  △4,735 △368 910 △4,194  32  202 △3,959

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円）  △4,735 △368 910 △4,194  32  202 △26,283

平成19年３月31日残高（百万円）  14,377 △368 △6,410 7,597  32  6,538 105,921
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当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高（百万円）  76,940 46,744 △31,612  △320 91,752

連結会計年度中の変動額   

当期純損失  △313  △313

自己株式の取得   △24 △24

海外子会社の年金会計に係る未
積立債務減少に伴う増加  816  816

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）   

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円）  － － 502  △24 478

平成20年３月31日残高（百万円）  76,940 46,744 △31,109  △344 92,230

  

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高（百万円）  14,377 △368 △6,410 7,597  32  6,538 105,921

連結会計年度中の変動額    

当期純損失    △313

自己株式の取得    △24

海外子会社の年金会計に係る未
積立債務減少に伴う増加    816

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）  △13,681 97 △2,510 △16,093  46  △214 △16,261

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円）  △13,681 97 △2,510 △16,093  46  △214 △15,782

平成20年３月31日残高（百万円）  695 △271 △8,920 △8,495  79  6,324 90,138
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

 
前連結会計年度

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益  －  4,122

税金等調整前当期純損失  △17,534 －

減価償却費  34,957  34,814

引当金の増加額（△減少額）  2,024 △5,147

退職給付信託設定額  －  6,324

退職給付信託設定益  － △3,822

受取利息及び受取配当金  △1,500 △1,413

支払利息  6,820  6,953

投資有価証券等評価損  2,130 －

投資有価証券売却益  △3,362 △4,238

固定資産処分損  1,044  1,569

固定資産売却益  △258 △6,786

売上債権の増加額  △6,461 △6,496

たな卸資産の減少額  3,299  24,681

未収金の減少額  －  5,966

仕入債務の減少額  △95 △11,821

未払費用の増加額（△減少額）  2,340 △559

その他  △506  7,266

小計  22,898  51,412

利息及び配当金の受取額  1,554  1,461

利息の支払額  △6,993 △7,084

法人税等の支払額  △1,353 △3,245

営業活動によるキャッシュ・フロー  16,105  42,543

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出  △26,729 △25,401

有形固定資産の売却による収入  646  9,185

無形固定資産の取得による支出  △7,152 △4,692

投資有価証券の取得による支出  △1,831 △6,757

投資有価証券の売却による収入  4,833  7,280

事業の譲受けによる支出  △455 △89

その他の投資の増加による支出  △6,250 △3,436

その他の投資の減少による収入  2,039  1,034

投資活動によるキャッシュ・フロー  △34,900 △22,876

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増加額  8,765  2,101

コマーシャル・ペーパーの純増加額（△純減少額）  7,000 △7,000

長期借入れによる収入  39,648  31,394

長期借入金の返済による支出  △36,826 △37,802

社債の発行による収入  29,988 －

社債の償還による支出  △20,000 △9,500

配当金の支払額  △1,817 －

その他  1,371  1,404

財務活動によるキャッシュ・フロー  28,130 △19,401

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  947 △1,377

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額）  10,283 △1,111

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  38,419  49,800

Ⅶ 連結子会社の増加に伴う現金及び現金同等物の増加額  1,090  1,316

Ⅷ 連結子会社の減少に伴う現金及び現金同等物の減少額  － △158

Ⅸ 連結子会社による非連結子会社の合併に伴う現金及び
現金同等物の増加額  7 －

Ⅹ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１  49,800  49,846
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

１．連結の範囲に関する事項  子会社126社のうち89社が連結の範囲に

含められている。残りの（株）アダチプロ

テクノ他36社の総資産、利益剰余金等、売

上高及び当期純損益は個々にみてもまた全

体としても小規模であり重要でないので連

結の範囲に含められていない。 

 なお、OKI SEMICONDUCTOR KOREA CO., 

LTD.、OKI SYSTEMS KOREA CO., LTD.、台

湾沖明系統股份有限公司、日冲信息（大

連）有限公司は、子会社の相対的重要性の

増加により、また、OKI SYSTEMS (HONG 

KONG) PTE. LTD.、日沖商業（北京）有限

公司は、新規設立により当連結会計年度か

ら連結の範囲に含めることとした。 

 また、（株）沖テクノクリエーション

は、合併により消滅したため連結の範囲か

ら消滅した。 

 主要な連結子会社名については、「第１

企業の概況 ４．関係会社の状況」の項に

記載している。 

 子会社125社のうち99社が連結の範囲に

含められている。残りの（株）アダチプロ

テクノ他25社の総資産、利益剰余金等、売

上高及び当期純損益は個々にみてもまた全

体としても小規模であり重要でないので連

結の範囲に含められていない。 

 なお、（株）沖関西サービス、（株）沖

関東サービス、（株）沖北関東サービス、

（株）沖九州サービス、（株）沖サプライ

センタ、（株）沖四国サービス、（株）沖

中国サービス、（株）沖中部サービス、沖

デベロップメント（株）、（株）沖東北サ

ービス及び（株）沖北海道サービスは、子

会社の相対的重要性の増加により当連結会

計年度から持分法の適用範囲から外し、連

結の範囲に含めることとした。 

 また、WIPRO TECHNO CENTRE 

(SINGAPORE) PTE. LTD.は、保有株式の一

部売却により関連会社となったため、当連

結会計年度から連結の範囲から外し、持分

法の適用範囲に含めることとした。 

 主要な連結子会社名については、「第１

企業の概況 ４．関係会社の状況」の項に

記載している。 
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項目 
前連結会計年度

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社37社及び関連会社24社のう

ち非連結子会社11社及び関連会社２社に対

する投資について持分法を適用している。

 適用外の非連結子会社（株）アダチプロ

テクノ他25社及び関連会社（株）アルプ他

21社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がない。 

 なお、（株）沖関西サービス、（株）沖

関東サービス、（株）沖北関東サービス、

（株）沖九州サービス、（株）沖サプライ

センタ、（株）沖四国サービス、（株）沖

中国サービス、（株）沖中部サービス、沖

デベロップメント（株）、（株）沖東北サ

ービス及び（株）沖北海道サービスは、関

係会社の相対的重要性の増加により持分法

の範囲に含めることとした。 

 主要な持分法適用関連会社名について

は、「第１企業の概況 ４．関係会社の状

況」の項に記載している。 

  

 非連結子会社26社及び関連会社24社のう

ち３社に対する投資について持分法を適用

している。 

 適用外の非連結子会社（株）アダチプロ

テクノ他25社及び関連会社（株）アルプ他

20社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がない。 

 なお、WIPRO TECHNO CENTRE 

(SINGAPORE) PTE. LTD.は、保有株式の一

部売却により関連会社となったため、当連

結会計年度から連結の範囲から外し、持分

法の適用範囲に含めることとした。 

 また、（株）沖関西サービス、（株）沖

関東サービス、（株）沖北関東サービス、

（株）沖九州サービス、（株）沖サプライ

センタ、（株）沖四国サービス、（株）沖

中国サービス、（株）沖中部サービス、沖

デベロップメント（株）、（株）沖東北サ

ービス及び（株）沖北海道サービスは、子

会社の相対的重要性の増加により、当連結

会計年度から持分法の適用範囲から外し、

連結の範囲に含めることとした。 

 主要な持分法適用関連会社名について

は、「第１企業の概況 ４．関係会社の状

況」の項に記載している。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社である常州沖電気国光通信機

器有限公司、沖電気実業（深セン）有限公

司、沖電気軟件技術（江蘇）有限公司、日

沖電子貿易（上海）有限公司、日沖電子科

技（昆山）有限公司、日沖科技（上海）有

限公司、日冲信息（大連）有限公司及び日

沖商業（北京）有限公司の決算日は連結決

算日と異なる12月31日であるが、同社の決

算日現在の財務諸表を使用している。 

 なお、OKI SYSTEMS (THAILAND) LTD.

は、当連結会計年度より決算日を３月31日

に変更した。 

 連結子会社である常州沖電気国光通信機

器有限公司、沖電気実業（深セン）有限公

司、沖電気軟件技術（江蘇）有限公司、日

沖半導体（上海）有限公司、日沖電子科技

（昆山）有限公司、日沖科技（上海）有限

公司、日冲信息（大連）有限公司及び日沖

商業（北京）有限公司の決算日は連結決算

日と異なる12月31日であるが、同社の決算

日現在の財務諸表を使用している。 

 なお、日沖電子貿易（上海）有限公司

は、日沖半導体（上海）有限公司と社名を

変更した。 
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項目 
前連結会計年度

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

…当社及び国内連結子会社は、保

有目的等の区分に応じて、それ

ぞれ以下の通り評価している。

海外連結子会社は、低価法を採

用している。 

満期保有目的の債券 

…償却原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定

している。） 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

同左 

  ② たな卸資産 

…当社及び国内連結子会社は、原

価法を採用し、海外連結子会社

は、主として低価法を採用して

いる。 

② たな卸資産 

同左 

  ③ デリバティブ 

…時価法 

③ デリバティブ 

同左 

  (ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

…当社及び国内連結子会社は、主

として定率法を採用し、海外連

結子会社は、主として定額法を

採用している。 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

…当社及び国内連結子会社は、主

として定率法を採用し、海外連

結子会社は、主として定額法を

採用している。 

    （会計方針の変更） 

 一部の国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、当連結会計年度より、

平成19年４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更してい

る。 

 これにより、営業利益及び税金等調

整前当期純利益はそれぞれ127百万円減

少し、経常損失は127百万円増加してい

る。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載している。 

2012/09/14 16:51:2312871731_訂正有価証券報告書_20120914165116

- 58 -



  

項目 
前連結会計年度

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

    （追加情報） 

 一部の国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、平成19年３月31日以前

に取得した資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方法の適

用により、取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上している。 

 この結果、従来の方法に比べ、営業

利益及び税金等調整前当期純利益はそ

れぞれ165百万円減少し、経常損失は

165百万円増加している。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載している。 

  ② 無形固定資産 

…当社及び国内連結子会社は、定

額法を採用している。 

なお、市場販売目的のソフトウ

ェアは見込販売有効期間（３

年）に基づく償却方法を、ま

た、自社利用のソフトウェアは

見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用している。 

海外連結子会社は、主として定

額法を採用している。 

② 無形固定資産 

同左 

  (ハ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

…売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、当社及び国内連

結子会社は、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。海

外連結子会社は、主として特定

の債権について、その回収可能

性を検討して計上している。 

(ハ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

  ② 退職給付引当金 

…当社及び連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額

を計上している。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては、適用初年度に一括して

費用処理している連結子会社及

び利益剰余金から直接減額して

いる一部の海外連結子会社を除

き、15年による按分額を費用処

理している。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（14年）による定

額法により費用処理している。 

数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（13年～14年）による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしている。ま

た一部の海外連結子会社につい

ては、直接、利益剰余金の増減

額として処理している。 

② 退職給付引当金 

同左 

  ③ 役員退職慰労引当金 

…一部の連結子会社は、役員の退

職慰労金の支出に備えて、内規

に基づく期末要支給額を計上し

ている。 

③ 役員退職慰労引当金 

同左 

  (ニ）重要なリース取引の処理方法 

…当社及び国内連結子会社は、リー

ス物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に準じた会計処理

によっており、海外連結子会社

は、主として通常の売買取引に準

じた会計処理によっている。 

(ニ）重要なリース取引の処理方法 

同左 
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項目 
前連結会計年度

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

  (ホ）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

…繰延ヘッジを採用している。な

お、為替予約取引については振

当処理の要件を満たしている場

合は振当処理を、金利スワップ

取引については特例処理の要件

を満たしている場合は特例処理

を採用している。 

(ホ）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

…外貨建債権債務の為替レート変

動をヘッジするため為替予約取

引を利用している。また、変動

金利支払いの短期借入金及び長

期借入金について将来の取引市

場での金利変動リスクをヘッジ

するため金利スワップ取引を利

用している。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

…相場変動リスクにさらされてい

る債権債務に係るリスクを回避

する目的で、デリバティブ取引

を利用することとしている。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

…ヘッジ開始時から有効性判定時

点までの期間において、ヘッジ

対象及びヘッジ手段それぞれの

相場変動又はキャッシュ・フロ

ー変動を比較し、両者の変動額

等を基礎として判断している。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (ヘ）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

(ヘ）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 

…消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっている。 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  ② 連結納税制度の適用 

…連結納税制度を適用している。 

② 連結納税制度の適用 

同左 

５．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 その効果の及ぶ期間（主として５年間）

にわたって、均等償却を行なっている。 

同左 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資から

なる。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、99,719百

万円である。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成している。 

－ 

（企業結合に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、企業結合に係る会計基準（「企業

結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成15年10月31日））及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号 平成17年12月27日）を適用している。 

  

（ストック・オプション等に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）

及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）

を適用している。これにより、営業損失、経常損失及び税

金等調整前当期純損失が32百万円増加している。 

  

表示方法の変更

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

（連結貸借対照表） 

１．前連結会計年度において区分掲記していた流動資産の

「有価証券」（当連結会計年度3,905百万円）は、当連

結会計年度においては流動資産の「その他の流動資産」

に含めて表示している。 

２．前連結会計年度において区分掲記していた流動資産の

「繰延税金資産」（当連結会計年度5,977百万円）は、

当連結会計年度においては流動資産の「その他の流動資

産」に含めて表示している。 

３．前連結会計年度において区分掲記していた投資その他

の資産の「長期繰延税金資産」（当連結会計年度153百

万円）は、当連結会計年度においては投資その他の資産

の「その他の投資その他の資産」に含めて表示してい

る。 

４．前連結会計年度において区分掲記していた流動負債の

「完成工事補償引当金」（当連結会計年度７百万円）

は、当連結会計年度より流動負債の「その他流動負債」

に含めて表示している。 

５．前連結会計年度において固定負債「その他」に含めて

表示していた有価証券消費貸借契約に基づく預り金

（5,000百万円）は、取引の実態をより明瞭に示すた

め、当連結会計年度より流動負債の「短期借入金」に含

めて表示している。 

（連結貸借対照表） 

１．当連結会計年度より流動資産の「繰延税金資産」を区

分掲記している。なお、前連結会計年度は流動資産の

「その他の流動資産」に5,977百万円含めて表示してい

る。 

２．前連結会計年度において区分掲記していた流動負債の

「未払法人税等」（当連結会計年度1,810百万円）は、

当連結会計年度においては流動負債の「その他流動負

債」に含めて表示している。 
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追加情報  

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度において区分掲記していた「為替差

益」（当連結会計年度78百万円）は、当連結会計年度に

おいては「雑収入」に含めて表示している。 

２．当連結会計年度において「投資有価証券等評価損」を

区分掲記している。なお、前連結会計年度は「雑支出」

に73百万円含めて表示している。 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度において区分掲記していた「投資有価

証券等評価損」（当連結会計年度200百万円）は、当連

結会計年度においては「雑支出」に含めて表示してい

る。 

２．前連結会計年度において区分掲記していた「貸倒引当

金繰入額」（当連結会計年度85百万円）は、当連結会計

年度においては「雑支出」に含めて表示している。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．当連結会計年度において「投資有価証券等評価損」を

区分掲記している。なお、前連結会計年度は、営業活動

によるキャッシュ・フローの「その他」に73百万円含め

て表示している。 

２．前連結会計年度において「営業の譲受けによる支出」

として掲記していたものは、当連結会計年度より「事業

の譲受けによる支出」として表示している。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．前連結会計年度において区分掲記していた「投資有価

証券等評価損」（当連結会計年度200百万円）は、当連

結会計年度においては営業活動によるキャッシュ・フロ

ーの「その他」に含めて表示している。 

２．当連結会計年度において「未収金の減少額」を区分掲

記している。なお、前連結会計年度は、営業活動による

キャッシュ・フローの「その他」に△2,039百万円含め

て表示している。 

３．前連結会計年度において区分掲記していた「配当金の

支払額」（当連結会計年度△６百万円）は、当連結会計

年度においては財務活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示している。 

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

－ （売掛金残高の回収可能性の再検討） 

   当社は、連結子会社であるOKI SYSTEMS IBERICA, 

S.A.U.の売掛金残高の回収可能性を再検討しましたが、

平成20年３月31日以前の同社の売掛金残高（平成19年３

月31日現在15,082百万円、平成20年３月31日現在17,712

百万円）の一部については、回収可能性を合理的に再検

討するに足る充分な情報が得られておりません。 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 

510,985百万円 514,171百万円

※２ 下記の資産については長期借入金等の担保に供して

いる。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりである。 

 これにより借り入れている金額は、1,230百万円で

ある。 

有形固定資産 2,154百万円 建物及び構築物 1,142百万円

機械装置及び運搬具 23  

工具器具備品 55  

土地 837  

投資有価証券 5,706  

計 7,765  

   担保付債務は次のとおりである。 

  短期借入金 4,858百万円

※３ 非連結子会社及び関連会社に関する項目 

 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りである。 

※３ 非連結子会社及び関連会社に関する項目 

 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りである。 

投資有価証券（株式） 7,460百万円 投資有価証券（株式） 7,388百万円

その他の投資その他の資産（出

資金） 
12
  

計 7,400  

※４ このうち、有価証券の消費貸借契約に基づく貸付が

7,798百万円含まれている。 

－ 

５ 保証債務 

 当社及び一部の連結子会社の従業員並びに連結会社

以外の会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を

行っている。 

５ 保証債務 

 当社及び一部の連結子会社の従業員の金融機関から

の借入に対し、債務保証を行っている。 

従業員（住宅融資借入金） 2,270百万円

沖デベロップメント（株） 976  

計 3,246  

従業員（住宅融資借入金） 1,953百万円

６ 受取手形裏書譲渡高 2百万円 ６ 受取手形裏書譲渡高 3百万円

※７ 当連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理している。 

 なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が当連結会計年度末日の残高に

含まれている。 

－ 

受取手形 472百万円   

８ 当社及び連結子会社の一部においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀行等と当座貸越契約及

び貸出コミットメント契約を締結している。 

 当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりで

ある。 

８ 当社及び連結子会社の一部においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀行等と当座貸越契約及

び貸出コミットメント契約を締結している。 

 当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりで

ある。 

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 
200,969百万円

借入実行残高 77,412   

差引額 123,557   

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 
198,764百万円

借入実行残高 92,711   

差引額 106,053   
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。 

給料賃金 42,472百万円

退職給付費用 4,916  

手数料 16,817  

研究開発費 21,305  

給料賃金 41,430百万円

退職給付費用 4,664  

手数料 16,254  

研究開発費 18,231  

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は21,305百万円、

当期製造費用には研究開発費は含まれていない。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は18,231百万円、

当期製造費用には研究開発費は含まれていない。 

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりである。 ※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりである。 

土地 141百万円

機械装置及び運搬具 95  

その他 21  

計 258  

土地 6,769百万円

その他 17  

計 6,786  

※４ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりである。 ※４ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりである。 

建物及び構築物 158百万円

機械装置及び運搬具 535  

工具器具備品 344  

その他 4  

計 1,044  

建物及び構築物 242百万円

機械装置及び運搬具 818  

工具器具備品 498  

その他 10  

計 1,569  

－ ※５ たな卸資産評価損は、ＮＧＮ（次世代ネットワー

ク）サービスの開始などにより、一部既存通信機器に

ついて、需要予測を超過する部分が発生する見込であ

ることから、保有するたな卸資産の一部について評価

損を計上するものである。 

※６ 事業構造変革費用は、当社の通信ビジネスにおける

事業構造変革に伴い発生した損失であり、その内容は

次のとおりである。 

－ 

たな卸資産廃棄損等 1,434百万円

長期前払費用評価損 901  

計 2,335  
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前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加71,884千株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であ

る。 

２．普通株式の自己株式数の増加153千株は、単位未満株式の買取りによる増加153千株及び持分法適用会社が保

有する自己株式（当社株式）の当社帰属分の増加（千株未満）である。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 該当事項はない。 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末

株式数 
（千株） 

当連結会計年度
増加株式数 
（千株） 

当連結会計年度 
減少株式数 
（千株） 

当連結会計
年度末株式数 
（千株） 

発行済株式  

普通株式  612,371  71,884  －  684,256

合計  612,371  71,884  －  684,256

自己株式  

普通株式  915  153  －  1,069

合計  915  153  －  1,069

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計 
年度減少 

当連結会計 
年度末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
―  32

合計 ―  32

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  1,834  3.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日
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当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式数の増加115千株は、単位未満株式の買取りによる増加115千株及び持分法適用会社が保有

する自己株式（当社株式）の当社帰属分の増加（千株未満）である。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

 該当事項はない。 

  

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 該当事項はない。 

  

  
前連結会計年度末

株式数 
（千株） 

当連結会計年度
増加株式数 
（千株） 

当連結会計年度 
減少株式数 
（千株） 

当連結会計
年度末株式数 
（千株） 

発行済株式  

普通株式  684,256  －  －  684,256

合計  684,256  －  －  684,256

自己株式  

普通株式  1,069  115  －  1,184

合計  1,069  115  －  1,184

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計 
年度減少 

当連結会計 
年度末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
―  79

合計 ―  79
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 45,995百万円

取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資 

（その他の流動資産） 

3,804  

現金及び現金同等物 49,800  

現金及び預金勘定 46,379百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
△148  

取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資 

（その他の流動資産） 

3,615  

現金及び現金同等物 49,846  

２ 重要な非資金取引の内容 － 

新株予約権の行使による資本金

増加 
9,057百万円

新株予約権の行使による資本剰

余金増加額 
8,942  

新株予約権の行使による新株予

約権付社債減少額 
18,000  
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

  

  
取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

  百万円 百万円 百万円

機械装置及び運
搬具  15,575  5,790  9,785

工具器具備品  6,732  2,113  4,618

その他  3,426  1,399  2,026

合計  25,735  9,304  16,430

取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

百万円 百万円 百万円

機械装置及び運
搬具  18,264  7,428  10,836

工具器具備品  6,269  2,314  3,955

ソフトウェア  4,194  952  3,242

その他  16  6  9

合計  28,745  10,701  18,043

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 5,213百万円

１年超 11,589  

合計 16,803  

１年内 5,785百万円

１年超 12,665  

合計 18,451  

（３）支払リース料等 （３）支払リース料等 

① 支払リース料 5,137百万円

② 減価償却費相当額 4,760  

③ 支払利息相当額 462  

① 支払リース料 6,303百万円

② 減価償却費相当額 5,846  

③ 支払利息相当額 539  

（４）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定

額法によっている。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定

額法によっている。 

（５）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっている。 

（５）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっている。 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 957百万円

１年超 382  

合計 1,340  

１年内 1,585百万円

１年超 10,192  

合計 11,778  
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Ⅰ 前連結会計年度 

１．売買目的有価証券（平成19年３月31日） 

 該当事項はない。 

  

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年３月31日） 

 該当事項はない。 

  

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日） 

（注） 当連結会計年度において、時価のある株式について56百万円の減損処理を行なっている。なお、当該株式の減

損処理にあたっては、当該株式発行会社の株価推移・業績推移等により、価格回復の可能性を総合的に判断し

ている。 

  

４．連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

５．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日） 

  

（有価証券関係）

 
取得原価

（百万円） 

連結貸借対照表 
計上額 

（百万円） 

差額
（百万円） 

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）  

株式  12,434  36,333  23,898

その他  397  507  110

小計  12,832  36,841  24,008

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）  

株式  1,189  1,034  △154

その他  102  101  △0

小計  1,291  1,136  △155

合計  14,123  37,977  23,853

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

 4,393  3,313  －

（満期保有目的の債券）   

地方債 0（百万円） 

（その他有価証券）   

中期国債ファンド 100  

フリー・ファイナンシャル・ファンド 2,803  

マネー・マネージメント・ファンド 900  

地方債 0  

非上場株式 8,686  

投資事業有限責任組合への出資 460  
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６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

Ⅱ 当連結会計年度 

１．売買目的有価証券（平成20年３月31日） 

 該当事項はない。 

  

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年３月31日） 

 該当事項はない。 

  

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成20年３月31日） 

（注） 当連結会計年度において、時価のある株式について107百万円の減損処理を行なっている。なお、当該株式の

減損処理にあたっては、当該株式発行会社の株価推移・業績推移等により、価格回復の可能性を総合的に判断

している。 

  

４．連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

  

  （平成19年３月31日）

 
１年以内

（百万円） 
１年超５年以内 
（百万円） 

５年超
（百万円） 

（満期保有目的の債券）  

地方債  －  0  －

小計  －  0  －

（その他有価証券のうち満期があるもの）  

公社債投資信託  100  －  －

地方債  －  －  0

小計  100  －  0

合計  100  0  0

 
取得原価

（百万円） 

連結貸借対照表 
計上額 

（百万円） 

差額
（百万円） 

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）  

株式  9,044  11,508  2,463

その他  298  339  40

小計  9,342  11,847  2,504

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）  

株式  6,848  5,584  △1,264

その他  102  101  △0

小計  6,950  5,686  △1,264

合計  16,293  17,533  1,239

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

 6,106  4,161  －
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５．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成20年３月31日） 

  

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

（満期保有目的の債券）   

地方債 0（百万円） 

（その他有価証券）   

地方債 0  

中期国債ファンド 100  

フリー・ファイナンシャル・ファンド 1,410  

マネー・マネージメント・ファンド 904  

非上場株式 7,398  

譲渡性預金 1,200  

投資事業有限責任組合への出資 369  

  （平成20年３月31日）

 
１年以内

（百万円） 
１年超５年以内 
（百万円） 

５年超
（百万円） 

（満期保有目的の債券）  

地方債  0  －  －

小計  0  －  －

（その他有価証券のうち満期があるもの）  

地方債  －  0  －

その他  1,200  －  －

小計  1,200  0  －

合計  1,200  0  －
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１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（１）取引の内容及び利用目的 

 外貨建債権債務に係る将来の為替レートの変動リスクを回避する目的で、外貨建債権債務を対象とし

た包括的な為替予約取引及び通貨スワップ取引を利用している。 

 また、主に変動金利支払いの短期借入金及び長期借入金について将来の取引市場での金利変動リスク

を回避し、金融費用の平準化を図る目的で金利スワップ取引を利用している。 

  

（２）取引に対する取組方針 

 相場変動リスクにさらされている債権債務に係るリスクを回避する目的で、デリバティブ取引を利用

することとしている。 

  

（３）取引に係るリスクの内容 

 利用している金利スワップ取引については、将来の金利変動によるリスクがある。また、利用してい

る為替予約取引及び通貨スワップ取引については、為替相場の変動によるリスクがある。 

 なお、取引の対象物の価格変動に対する当該取引の時価の変動率が大きい特殊な取引（レバレッジの

きいたデリバティブ取引）は利用していない。 

 当社グループの利用目的から、利用しているデリバティブ取引の損益は被ヘッジ資産、負債の損益を

相殺する効果があり、会社全体の損益に与える影響は限定されている。また、信用度の高い大手金融機

関を取引相手としてデリバティブ取引を行っており、信用リスクはほとんどないと判断している。 

  

（４）取引に係るリスク管理体制 

 経営上多額な損失を被ることがないよう、相場変動リスクにさらされている債権債務に対して、その

リスク回避のため効果的にデリバティブ取引が利用されているか、また、運用ルール外のデリバティブ

取引が存在していないか、等のチェックに重点を置いてリスク管理を行っている。 

 取引の僅少な会社を除いては、デリバティブ取引に関する取引管理規程に基づいてデリバティブ取引

を行っており、当該規程では、デリバティブ取引に係る業務に関する職務権限、運用ルール及び報告体

制に関する規程が明記されている。 

 日常におけるデリバティブ取引に係る業務のチェックは、当社では財務部門内の相互牽制と経理部門

の確認により行われており、連結子会社では各社のルールにしたがって相互チェックが行われている。

  

当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

（１）取引の内容及び利用目的 

 前連結会計年度と同一内容である。 

  

（２）取引に対する取組方針 

 前連結会計年度と同一内容である。 

  

（３）取引に係るリスクの内容 

 前連結会計年度と同一内容である。 

  

（４）取引に係るリスク管理体制 

 前連結会計年度と同一内容である。 

  

２．取引の時価等に関する事項 

 前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれにおいても、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

のみのため、該当事項はない。 

  

（デリバティブ取引関係）
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１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及び退

職一時金制度を設けている。加えて、一部の海外連結子会社でも確定給付型及び確定拠出型の退職金制度を

設けている。なお、当社では、退職一時金制度において退職給付信託を設定している。 

 また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。 

 当社が加入しているＯＫＩ企業年金基金は平成17年１月１日に設立され、連結子会社のうち48社が加入し

ている。また、連結子会社のうち１社については適格退職年金制度を採用している。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  

  

（退職給付関係）

 
前連結会計年度

（平成19年３月31日） 
（百万円） 

当連結会計年度
（平成20年３月31日） 

（百万円） 

イ．退職給付債務  △166,341    △170,486   

ロ．年金資産  86,335    88,537 （注）２

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）  △80,006    △81,949   

ニ．会計基準変更時差異の未処理額  34,666    30,700   

ホ．未認識数理計算上の差異  13,022    23,100   

ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額）  △12,892    △12,060   

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）  △45,209    △40,208   

チ．前払年金費用  9    7   

リ．退職給付引当金（ト－チ）  △45,218    △40,216   

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

（注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用している。 

  （注）１．一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用している。 

２．「年金資産」には、退職給付信託6,812百万

円が含まれている。 
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３．退職給付費用に関する事項 

  

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 

前連結会計年度
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

（百万円） 

当連結会計年度
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

（百万円） 

イ．勤務費用 5,089 （注）２ 5,602 （注）２

ロ．利息費用 3,427   3,599   

ハ．期待運用収益 △1,907   △2,045   

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 4,333   4,395   

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 2,331   2,542   

ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △1,093   △1,138   

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 12,180   12,955   

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

（注）１．上記退職給付費用以外に、割増退職金884百

万円を支払っており特別損失として計上して

いる。 

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ．勤務費用」に計上している。 

  （注）１．上記退職給付費用以外に、割増退職金1,380

百万円を支払っており特別損失として計上し

ている。 

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ．勤務費用」に計上している。 

  
前連結会計年度

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

イ．退職給付見込額の期間配

分方法 

ポイント基準又は期間定額基準 

（ポイント制退職金及びキャッシュ・バラ

ンス型年金制度に基づく退職給付見込額の

期間配分方法は、ポイント基準を適用して

いる。） 

同左 

ロ．割引率 ％ 2.1 同左 

ハ．期待運用収益率 ％ 2.3 同左 

ニ．過去勤務債務の額の処理

年数 

14年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法による。）

同左 

ホ．数理計算上の差異の処理

年数 

13年～14年（発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による定額法によ

り、翌連結会計年度から費用処理すること

としている。） 

 また、一部の海外連結子会社について

は、直接、利益剰余金の増減額として処理

している。 

同左 

ヘ．会計基準変更時差異の処

理年数 

 適用初年度に一括費用処理をしている連

結子会社及び利益剰余金から直接減額して

いる一部の海外連結子会社を除き、15年で

ある。 

同左 
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前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費 32百万円 

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（１）ストック・オプションの内容 

  

（注） 株式数に換算して記載している。 

  

（ストック・オプション等関係）

  
平成13年６月28日決議分
ストック・オプション 

平成14年６月27日決議分
ストック・オプション 

平成15年６月27日決議分
ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

取締役 

11名 

執行役員 

14名 

取締役 

９名 

執行役員 

14名 

取締役 

８名 

執行役員 

15名 

執行に参画する幹部社員 

12名 

株式の種類別のストック・オプ

ションの付与数（注） 
普通株式 334,000株 普通株式 303,000株 普通株式 815,000株 

付与日 平成13年７月18日 平成14年７月18日 平成15年７月18日 

権利確定条件 
権利確定条件は付されてい

ない。 
同左 同左 

対象勤務期間 
対象勤務期間は定められて

いない。 
同左 同左 

権利行使期間 
平成15年７月１日～ 

平成18年６月30日 

平成16年７月１日～ 

平成19年６月30日 

平成17年７月１日～ 

平成25年６月26日 

  
平成16年６月29日決議分
ストック・オプション 

平成17年６月29日決議分
ストック・オプション 

平成18年６月29日決議分
ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

取締役 

９名 

執行役員 

12名 

執行に参画する幹部社員 

９名 

一部の子会社取締役 

４名 

取締役 

９名 

執行役員 

12名 

執行に参画する幹部社員 

８名 

一部の子会社取締役 

３名 

取締役 

10名 

執行役員 

11名 

執行に参画する幹部社員 

７名 

一部の子会社取締役 

１名 

株式の種類別のストック・オプ

ションの付与数（注） 
普通株式 452,000株 普通株式 442,000株 普通株式 342,000株 

付与日 平成16年７月20日 平成17年７月18日 平成18年７月28日 

権利確定条件 
権利確定条件は付されてい

ない。 
同左 同左 

対象勤務期間 
対象勤務期間は定められて

いない。 
同左 同左 

権利行使期間 
平成18年７月１日～ 

平成26年６月28日 

平成19年７月１日～ 

平成27年６月28日 

平成20年７月１日～ 

平成28年６月28日 
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につい

ては、株式数に勘案して記載している。 

① ストック・オプションの数 

  

  

  
平成13年６月28日決議分
ストック・オプション 

平成14年６月27日決議分
ストック・オプション 

平成15年６月27日決議分
ストック・オプション 

権利確定前（株） 

前連結会計年度末  －  －  －

付与  －  －  －

失効  －  －  －

権利確定  －  －  －

未確定残  －  －  －

権利確定後（株） 

前連結会計年度末  334,000  153,000  815,000

権利確定  －  －  －

権利行使  －  －  －

失効  334,000  －  －

未行使残  －  153,000  815,000

  
平成16年６月29日決議分
ストック・オプション 

平成17年６月29日決議分
ストック・オプション 

平成18年６月29日決議分
ストック・オプション 

権利確定前（株） 

前連結会計年度末  －  －  －

付与  －  －  342,000

失効  －  －  －

権利確定  －  －  342,000

未確定残  －  －  －

権利確定後（株） 

前連結会計年度末  452,000  442,000  －

権利確定  －  －  342,000

権利行使  －  －  －

失効  －  －  －

未行使残  452,000  442,000  342,000
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② 単価情報 

  

  

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 当連結会計年度において付与された平成18年６月29日決議分ストック・オプションについての公正な評価

単価の見積方法は以下のとおりである。 

① 使用した評価技法         ブラック・ショールズ式 

  

② 主な基礎数値及び見積方法 

（注）１．７年間（平成11年７月29日から平成18年７月28日まで）の株価実績に基づき算定した。 

（注）２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使される

ものと推定して見積もっている。 

（注）３．平成11年７月29日から平成18年７月28日の実績による。 

なお、予想残存期間における平均配当額は1.57円／株である。 

（注）４．予想残存期間に対応する国債の利回りである。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

している。 

  

  
平成13年６月28日決議分
ストック・オプション 

平成14年６月27日決議分
ストック・オプション 

平成15年６月27日決議分
ストック・オプション 

権利行使価格（円）  613  271  384

行使時平均株価（円）  －  －  －

公正な評価単価（付与日）

（円） 
 －  －  －

  
平成16年６月29日決議分
ストック・オプション 

平成17年６月29日決議分
ストック・オプション 

平成18年６月29日決議分
ストック・オプション 

権利行使価格（円）  458  406  277

行使時平均株価（円）  －  －  －

公正な評価単価（付与日）

（円） 
 －  －  95

 
平成18年６月29日決議分 
ストック・オプション 

株価変動性（注）１ ％ 43.15

予想残存期間（注）２ ７年

予想配当（注）３ ％ 0.33

無リスク利子率（注）４ 1.6783％
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当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費 46百万円 

  

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（１）ストック・オプションの内容 

  

（注） 株式数に換算して記載している。 

  

  
平成14年６月27日決議分
ストック・オプション 

平成15年６月27日決議分
ストック・オプション 

平成16年６月29日決議分
ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

取締役 

９名 

執行役員 

14名 

取締役 

８名 

執行役員 

15名 

執行に参画する幹部社員 

12名 

取締役 

９名 

執行役員 

12名 

執行に参画する幹部社員 

９名 

一部の子会社取締役 

４名 

株式の種類別のストック・オプ

ションの付与数（注） 
普通株式 303,000株 普通株式 815,000株 普通株式 452,000株 

付与日 平成14年７月18日 平成15年７月18日 平成16年７月20日 

権利確定条件 
権利確定条件は付されてい

ない。 
同左 同左 

対象勤務期間 
対象勤務期間は定められて

いない。 
同左 同左 

権利行使期間 
平成16年７月１日～ 

平成19年６月30日 

平成17年７月１日～ 

平成25年６月26日 

平成18年７月１日～ 

平成26年６月28日 

  
平成17年６月29日決議分
ストック・オプション 

平成18年６月29日決議分
ストック・オプション 

平成19年６月26日決議分
ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

取締役 

９名 

執行役員 

12名 

執行に参画する幹部社員 

８名 

一部の子会社取締役 

３名 

取締役 

10名 

執行役員 

11名 

執行に参画する幹部社員 

７名 

一部の子会社取締役 

１名 

取締役 

９名 

執行役員 

10名 

執行に参画する幹部社員 

６名 

一部の子会社取締役 

１名 

株式の種類別のストック・オプ

ションの付与数（注） 
普通株式 442,000株 普通株式 342,000株 普通株式 509,000株 

付与日 平成17年７月18日 平成18年７月28日 平成19年７月27日 

権利確定条件 
権利確定条件は付されてい

ない。 
同左 同左 

対象勤務期間 
対象勤務期間は定められて

いない。 
同左 同左 

権利行使期間 
平成19年７月１日～ 

平成27年６月28日 

平成20年７月１日～ 

平成28年６月28日 

平成21年７月１日～ 

平成29年６月25日 
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につい

ては、株式数に勘案して記載している。 

① ストック・オプションの数 

  

  

  
平成14年６月27日決議分
ストック・オプション 

平成15年６月27日決議分
ストック・オプション 

平成16年６月29日決議分
ストック・オプション 

権利確定前（株） 

前連結会計年度末  －  －  －

付与  －  －  －

失効  －  －  －

権利確定  －  －  －

未確定残  －  －  －

権利確定後（株） 

前連結会計年度末  153,000  815,000  452,000

権利確定  －  －  －

権利行使  －  －  －

失効  153,000  －  －

未行使残  －  815,000  452,000

  
平成17年６月29日決議分
ストック・オプション 

平成18年６月29日決議分
ストック・オプション 

平成19年６月26日決議分
ストック・オプション 

権利確定前（株） 

前連結会計年度末  －  －  －

付与  －  －  509,000

失効  －  －  －

権利確定  －  －  509,000

未確定残  －  －  －

権利確定後（株） 

前連結会計年度末  442,000  342,000  －

権利確定  －  －  509,000

権利行使  －  －  －

失効  －  －  －

未行使残  442,000  342,000  509,000
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② 単価情報 

  

  

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 当連結会計年度において付与された平成19年６月26日決議分ストック・オプションについての公正な評価

単価の見積方法は以下のとおりである。 

① 使用した評価技法         ブラック・ショールズ式 

  

② 主な基礎数値及び見積方法 

（注）１．７年間（平成12年７月28日から平成19年７月27日まで）の株価実績に基づき算定した。 

（注）２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使される

ものと推定して見積もっている。 

（注）３．平成12年７月28日から平成19年７月27日の実績による。 

なお、予想残存期間における平均配当額は1.57円／株である。 

（注）４．予想残存期間に近似する国債の利回りである。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

している。 

  

  
平成14年６月27日決議分
ストック・オプション 

平成15年６月27日決議分
ストック・オプション 

平成16年６月29日決議分
ストック・オプション 

権利行使価格（円）  271  384  458

行使時平均株価（円）  －  －  －

公正な評価単価（付与日）

（円） 
 －  －  －

  
平成17年６月29日決議分
ストック・オプション 

平成18年６月29日決議分
ストック・オプション 

平成19年６月26日決議分
ストック・オプション 

権利行使価格（円）  406  277  248

行使時平均株価（円）  －  －  －

公正な評価単価（付与日）

（円） 
 －  95  92

 
平成19年６月26日決議分 
ストック・オプション 

株価変動性（注）１ ％ 39.64

予想残存期間（注）２ ７年 

予想配当（注）３ ％ 0.31

無リスク利子率（注）４ 1.5370％ 
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳は、次のとおりである。 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳は、次のとおりである。 

  

繰延税金資産   

繰越欠損金 百万円29,492

退職給与引当金超過  15,189

賞与引当金超過  5,176

貸倒引当金超過  1,911

たな卸資産評価損否認  1,924

連結会社間内部利益消去  1,599

その他  4,775

繰延税金資産小計  60,070

評価性引当額  △46,593

繰延税金資産合計  13,476   

繰延税金資産   

繰越欠損金 百万円30,165

退職給付引当金否認  18,916

未払賞与否認  5,700

たな卸資産評価損否認  3,096

減損損失否認  1,685

その他  5,170

繰延税金資産小計  64,735

評価性引当額  △50,187

繰延税金資産合計  14,548

  

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  △9,552

その他  △119

繰延税金負債合計  △9,672

繰延税金資産の純額  3,804

繰延税金負債   

退職給付信託設定益否認  △1,567

その他有価証券評価差額金  △480

その他  △102

繰延税金負債合計  △2,149

繰延税金資産の純額  12,398

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の主な内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の主な内訳 

 税金等調整前当期純損失が計上されているため、記載

していない。 

法定実効税率 41.0％

（調整）  

繰延税金資産に係わる評価性引当

額の増加 
87.2 

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
13.1 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△8.6 

未実現損益に係る認識一時差異の

限度超過 
△22.1 

当社の法定実効税率と海外連結子

会社の税率差異 
△9.2 

その他 △2.8 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
98.6 
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前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

（注）１．事業区分は製品・サービスの種類及び販売方法等の類似性を考慮して区分している。 

２．各事業の主な製品の名称は「第１ 企業の概況」に記載している。 

３．営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結会計年度9,927百万

円、当連結会計年度9,087百万円であり、その主なものは、提出会社の一般管理部門にかかる費用及び共通

的な研究開発費である。 

（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

  
情報通信 
システム 
（百万円） 

半導体
（百万円）

プリンタ
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 352,728  145,512  185,283  33,442  716,967  －  716,967

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 2,739  3,736  4,824  29,566  40,866 ( )40,866  －

計  355,468  149,248  190,107  63,009  757,834 ( )40,866  716,967

営業費用  357,008  148,504  189,530  59,980  755,023 ( )31,473  723,550

営業損益  △1,539  744  577  3,028  2,810 ( )9,393  △6,582

Ⅱ 資産、減価償却費及

び資本的支出 
   

資産  240,450  148,885  139,677  37,176  566,189  66,640  632,830

減価償却費  7,532  16,553  7,291  1,384  32,761  2,196  34,957

資本的支出  10,603  20,115  8,604  2,525  41,848  1,881  43,730

  
情報通信 
システム 
（百万円） 

半導体
（百万円）

プリンタ
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 358,983  138,182  185,841  36,748  719,756  －  719,756

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 2,935  3,374  6,614  33,959  46,884 ( )46,884  －

計  361,919  141,557  192,456  70,707  766,641 ( )46,884  719,756

営業費用  363,633  137,733  184,589  66,656  752,612 ( )38,241  714,371

営業損益  △1,714  3,824  7,867  4,051  14,028 ( )8,643  5,385

Ⅱ 資産、減価償却費及

び資本的支出 
   

資産  221,700  136,456  124,789  48,922  531,868  42,502  574,371

減価償却費  7,163  15,676  7,501  2,275  32,616  2,197  34,814

資本的支出  8,258  9,812  4,689  1,582  24,343  1,691  26,034
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４．資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度135,221百万円、当連結

会計年度119,507百万円であり、その主なものは、提出会社の余資運用資金、長期投資資金及び一般管理部

門にかかる資産である。 

５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却費及びその増加額が含まれている。 

６．一部の国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達し

た連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上している。これにより、当連結会計年度では、営業利益が165百万円減少

（情報通信システムセグメントにおいて51百万円営業損失が増加、半導体セグメントにおいて41百万円、プ

リンタセグメントにおいて２百万円、その他セグメントにおいて70百万円それぞれ営業利益が減少）してい

る。 

７．会計処理の方法の変更 

（前連結会計年度） 

記載すべき事項はない。 

（当連結会計年度） 

一部の国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。これにより、当連

結会計年度では、営業利益が127百万円減少（情報通信システムセグメントにおいて37百万円営業損失が

増加、半導体セグメントにおいて30百万円、プリンタセグメントにおいて３百万円、その他セグメントに

おいて55百万円それぞれ営業利益が減少）している。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

２．所在地別セグメント情報

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 503,882  65,330  103,141  44,612  716,967  －  716,967

(2）セグメント間の

内部売上高 
 131,867  419  2,170  102,035  236,492 ( )236,492  －

計  635,750  65,750  105,311  146,648  953,460 ( )236,492  716,967

営業費用  632,137  65,958  104,464  145,920  948,481 ( )224,931  723,550

営業損益  3,612  △208  847  727  4,979 ( )11,561  △6,582

Ⅱ 資産  542,988  30,747  65,382  53,266  692,384 ( )59,554  632,830
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当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域 

（１）北米  … 米国 

（２）欧州  … イギリス、ドイツ 

（３）アジア … タイ、中国 

３．営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額及び主な内容は、「事業の種類

別セグメント情報」の「注３．」と同一である。 

４．資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額及び主な内容は、「事業の種類別セグ

メント情報」の「注４．」と同一である。 

５．一部の国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達し

た連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費も含めて計上している。当該変更により、当連結会計年度では、営業利益が165百万円

（日本165百万円）減少している。 

６．会計処理の方法の変更 

（前連結会計年度） 

記載すべき事項はない。 

（当連結会計年度） 

一部の国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。これにより、当連

結会計年度では、営業利益が127百万円（日本127百万円）減少している。 

  

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 511,202  59,176  104,807  44,569  719,756  －  719,756

(2）セグメント間の

内部売上高 
 115,705  296  1,946  104,083  222,032 ( )222,032  －

計  626,907  59,473  106,754  148,653  941,788 ( )222,032  719,756

営業費用  616,573  61,660  103,636  146,984  928,854 ( )214,482  714,371

営業損益  10,334  △2,187  3,118  1,668  12,934 ( )7,549  5,385

Ⅱ 資産  497,451  23,855  59,230  47,995  628,533 ( )54,162  574,371
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前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

（１）北米     … 米国 

（２）欧州     … イギリス、ドイツ 

（３）その他の地域 … 中国、シンガポール 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

Ⅰ 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はない。 

  

Ⅱ 当連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 該当事項はない。 

  

３．海外売上高

 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  62,131  98,803  97,218  258,153

Ⅱ 連結売上高（百万円）   716,967

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  8.7  13.8  13.6  36.0

 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  52,693  102,257  87,370  242,321

Ⅱ 連結売上高（百万円）   719,756

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  7.3  14.2  12.1  33.7

（関連当事者との取引）
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（注）１．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

１株当たり純資産額 円145.42

１株当たり当期純損失金額 円58.33

１株当たり純資産額 円122.59

１株当たり当期純損失金額 円0.46

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失金額が計上されているため記

載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失金額が計上されているため記

載していない。 

  
前連結会計年度

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

１株当たり当期純損失金額 

当期純損失（百万円）  37,775  313

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損失（百万円）  37,775  313

普通株式の期中平均株式数（千株）  647,652  683,118

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

新株予約権５種類、2008年満期ユー

ロ円建転換社債型新株予約権付社債

（券面総額20,000百万円）、第32回

無担保転換社債型新株予約権付社債

（券面総額12,000百万円）。新株予

約権等の概要は、「新株予約権等の

状況」に記載のとおり。 

新株予約権６種類 

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日） 
当連結会計年度

（平成20年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  105,921  90,138

純資産の合計額から控除する金額（百万円）  6,571  6,403

（うち新株予約権） ( )32 ( )79

（うち少数株主持分） ( )6,538 ( )6,324

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）  99,350  83,734

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（千株） 
 683,187  683,072
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（重要な後発事象）

前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

 記載すべき事項はない。  当社は、平成20年５月28日開催の取締役会において、平

成20年10月１日（予定）を効力発生日として、当社が半導

体事業に関して有する権利義務を会社分割（新設分割）に

より新たに設立する株式会社ＯＫＩセミコンダクタ（以

下、「新設分割設立会社」という。）に承継させることを

内容とする新設分割計画について決議した。 

  

  

１．新設分割の目的 

 当社の半導体事業は、低消費電力技術、高耐圧技術、

デジアナ混載技術、小型実装技術などを強みとして、通

信用ＬＳＩ、車載用ＬＳＩ、ディスプレイドライバＬＳ

ＩなどのロジックＬＳＩや、システムメモリ、光コンポ

ーネントなどの開発、製造、販売を行ってきた。また、

近年、高耐圧プロセスなどの差別化技術を活かしたファ

ンダリー事業や、ＳＯＩ注１、Ｗ-ＣＳＰ注２など独自性

のある技術を応用した商品の売上も順調に伸びつつあ

る。 

 しかしながら、変化の激しい世界の半導体市場におい

てこれからも安定した成長を維持、継続していくために

は、事業部門として迅速かつ効率的な経営体制を構築

し、事業運営の柔軟性を高めていく必要がある。そのた

めには、半導体事業を独立した事業体で運営していくこ

とが最適であると考え、本年10月１日に半導体事業を分

社することを決定した。新会社設立にあたっては、これ

まで当社の子会社であった宮崎沖電気株式会社、宮城沖

電気株式会社をはじめとする半導体事業に関連する国内

外の子会社は、すべて新設分割設立会社の子会社とな

る。 

 なお当社は、平成20年５月28日付で、新設分割設立会

社が有する半導体技術の相互補完による一層の相乗効果

向上を狙いとして、新設分割設立会社の発行済み株式の

95％相当をローム株式会社に譲渡することについて基本

合意した。 

（注１）ＳＯＩ：Silicon On Insulator 

絶縁膜上に薄いシリコン単結晶層を形成した半

導体基板、あるいはこの基板に形成されるデバ

イス。ＭＯＳトランジスタをＳＯＩで形成する

と、特性の改善や寄生容量の低減が図れ、低電

圧動作が可能となり、低消費電力デバイスを実

現できる。 

（注２）Ｗ-ＣＳＰ：Wafer level Chip Sized Package 

ウェハー状態で一括してＬＳＩのパッケージン

グを行う技術。ＬＳＩチップと全く同じ外形寸

法にまで小型化できる。 
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前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

  ２．会社分割の要旨 

(1）分割の日程 

平成20年５月28日 取締役会承認決議 

（新設分割計画） 

平成20年６月27日 株主総会承認決議 

（新設分割計画） 

平成20年10月１日（予定） 効力発生日 

  (2）分割方式 

 当社を新設分割会社とし、株式会社ＯＫＩセミコン

ダクタを新設分割設立会社とする分社型の新設分割で

ある。 

  (3）新設分割に係る割当の内容 

 新設分割設立会社となる株式会社ＯＫＩセミコンダ

クタは、新設分割に際して普通株式10,000株を発行

し、当該新設分割により承継する権利義務に代えて、

そのすべてを新設分割会社となる当社に対して割当交

付する。 

  (4）新設分割に係る割当ての内容の算定根拠等 

 当社単独での新設分割であり、新設分割設立会社の

株式のみが当社に割り当てられるため、第三者機関に

よる算定は実施していない。なお、当該新設分割に係

る割当株式数は、新設分割設立会社の資本金の額等を

考慮し決定した。 

  ３．新設分割する事業の概要 

(1）新設分割する事業の規模 

  （当連結会計年度） 連結売上高

半導体事業（a） 百万円 138,182

当社実績（b） 百万円 719,756

比率（a／b） ％ 19.2

  (2）新設分割する事業の資産、負債及び金額 

 当社が半導体事業に関して有する資産、負債、契約

上の地位及びその他の権利義務を継承する。なお、継

承する資産及び負債の額はそれぞれ130,738百万円、

38,364百万円の予定（注）である。 

（注） 継承する資産、負債について、平成20年３月

31日の当社の貸借対照表その他同日付の計算

を基礎としたものである。効力発生日である

平成20年10月１日において、その前日までの

継承する資産、負債の増減を加除したうえで

確定するため、上記額から変動する可能性が

ある。 
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前連結会計年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

  ４．新設分割設立会社の概要 

  ① 商号 株式会社ＯＫＩセミコンダクタ 

② 本店の所在地 東京都八王子市東浅川町550番地１ 

③ 代表者の氏名
代表取締役社長 

北林宥憲（予定） 

④ 資本金の額 百万円 20,000

⑤ 純資産の額 92,374百万円（予定）（注） 

⑥ 総資産の額 130,738百万円（予定）（注） 

⑦ 事業の内容 

システムＬＳＩ、ロジックＬＳＩ、

メモリＬＳＩ、高速光通信用デバイ

スの製造・販売、ファンダリサービ

ス（予定） 

  （注） 承継する資産、負債について、平成20年３月31

日の当社の貸借対照表その他同日付の計算を基

礎としたものである。効力発生日である平成20

年10月１日において、その前日までの承継する

資産、負債の増減を加除したうえで確定するた

め、上記額から変動する可能性がある。 
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※ 利息は付さない。 

（注）１．当期末残高欄下段（ ）内金額は、連結決算日後１年内に償還予定の金額である。 

２．新株予約権付社債に関する記載は次のとおりである。 

なお、新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の全額の償

還に代えて新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとする。 

また、新株予約権が行使されたときには、当該請求があったものとみなす。 

* 転換価額の修正の条件に従い、平成18年12月25日に転換価額が当初376円から修正されている。 

３．連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりである。 

  

⑤【連結附属明細表】

ａ．社債明細表

発行 
会社 

銘柄 発行年月日 前期末残高 当期末残高 利率 担保 償還期限

当社 

  平成 百万円 百万円 ％   平成 

第25回無担保普通社債 ９.11.28  9,500  － 2.650 無 19.11.28 

2008年満期ユーロ円建転換社債型

新株予約権付社債（注２） 
16.11.26  20,000

 

( )

20,000

20,000
※ 〃 20.11.26 

第32回無担保転換社債型新株予約

権付社債（注２） 
18.６.７  12,000  12,000 ※ 〃 23.６.７ 

合計 －  41,500  32,000  － － － 

銘柄
2008年満期

ユーロ円建転換社債型 
新株予約権付社債 

第32回無担保転換社債型
新株予約権付社債 

発行すべき株式 普通株式 普通株式 

新株予約権の発行価額（円） 無償 無償 

株式の発行価格（円）  504  * 291

発行価額の総額（百万円）  20,000  12,000

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額の総額

（百万円） 
 －  －

新株予約権の付与割合（％）  100  100

新株予約権の行使期間 
平成16年12月10日～ 

平成20年11月12日 

平成18年６月８日～ 

平成23年６月６日 

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

 20,000  －  －  12,000  －
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（注）１．「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

２．「その他の流動負債（１年内返済）」は、コマーシャル・ペーパーである。 

３．連結子会社におけるリース債務である。 

４．「長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）」の連結決算日後５年内における返済予定額は以下の

とおりである。 

  

 当社が平成20年５月28日開催の取締役会において決議した、平成20年10月１日（予定）を効力発生日とし

て、当社が半導体事業に関し有する権利義務を会社分割（新設分割）により新たに設立する株式会社ＯＫＩセ

ミコンダクタに継承させることを内容とする新設分割計画について、平成20年６月27日開催の第84回定時株主

総会において承認された。 

 上記の新設分割計画の詳細な情報は「第５ 経理の状況」の「１ 連結財務諸表等」に係る注記のうち、

「重要な後発事象」に記載している。 

  

ｂ．借入金等明細表

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

短期借入金  91,643  98,798  1.9 － 

１年以内に返済予定の長期借入金  34,166  33,935  2.1 － 

１年以内に返済予定のリース債務  －  －  － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）  110,530  102,646  2.3
平成21年８月31日～

平成30年３月20日 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）  －  －  － － 

その他の有利子負債    

その他の流動負債（１年内返済）（注２）  7,000  －  － － 

その他の固定負債（１年超返済）（注３）  －  414  3.6 平成22年５月31日 

計  243,339  235,796  － － 

  
１年超２年以内
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

長期借入金  28,913  55,079  15,502  3,077

その他有利子負債  175  239  －  －

（２）【その他】
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

    
第83期

（平成19年３月31日） 
第84期 

（平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金    15,626   14,258

２．受取手形 ※4,5  1,380   1,565

３．売掛金 ※4  99,028   97,189

４．たな卸資産    

製品    16,680  16,089

半製品    7,411  6,622

原材料    12,835  12,382

仕掛品    53,436  40,659

貯蔵品    2,312  92,676  164  75,917

５．短期前払費用    583   480

６．短期貸付金 ※4  18,533   14,864

７．未収金 ※4  19,545   15,785

８．繰延税金資産    2,491   3,776

９．その他    1,187   1,089

10．貸倒引当金   △71  △260

流動資産合計    250,983  53.9   224,667  54.1

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1）建物    94,444  93,609

減価償却累計額   △64,490  29,954  △65,428  28,180

(2）構築物    8,579  8,501

減価償却累計額   △7,211  1,367  △7,254  1,246

(3）機械及び装置    298,808  289,413

減価償却累計額   △267,249  31,558  △261,815  27,597

(4）車両運搬具    138  125

減価償却累計額   △126  11  △115  10

(5）工具器具備品    88,405  86,626

減価償却累計額   △73,530  14,875  △72,337  14,289

(6）土地    13,982   12,967

(7）建設仮勘定    51   115

有形固定資産合計    91,801  19.7   84,407  20.4
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第83期

（平成19年３月31日） 
第84期 

（平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

２．無形固定資産    

(1）のれん    537   315

(2）施設利用権    228   206

(3）ソフトウェア    10,478   9,857

無形固定資産合計    11,244  2.4   10,379  2.5

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※1,2  45,203   23,967

(2）関係会社株式    37,235   42,176

(3）出資金    271   266

(4）関係会社出資金    1,356   1,958

(5）従業員長期貸付金    5   4

(6）関係会社長期貸付金    18,813   19,256

(7）長期前払費用    8,963   7,146

(8）長期化債権    488   303

(9）繰延税金資産   －   603

(10）その他    3,407   3,701

(11）貸倒引当金   △4,062  △3,862

投資その他の資産合計    111,683  24.0   95,521  23.0

固定資産合計    214,729  46.1   190,308  45.9

資産合計    465,712  100.0   414,975  100.0
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第83期

（平成19年３月31日） 
第84期 

（平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形    391   400

２．買掛金 ※4  81,405   73,691

３．短期借入金 ※1  51,152   57,893

４．コマーシャル・ペーパー    7,000  －

５．１年内に返済予定の長期
借入金 

   27,109   24,863

６．１年内に償還予定の社債    9,500   20,000

７．未払金    9,306   8,446

８．未払費用 ※4  25,627   21,745

９．前受金    1,151   2,037

10．預り金    1,945   2,166

11．その他    488   522

流動負債合計    215,077  46.2   211,765  51.0

Ⅱ 固定負債    

１．社債    32,000   12,000

２．長期借入金    83,610   82,663

３．繰延税金負債    5,928  －

４．退職給付引当金    29,854   24,781

５．関係会社事業損失引当金    2,831  －

６．その他    1,789   1,158

固定負債合計    156,014  33.5   120,603  29.1

負債合計    371,092  79.7   332,369  80.1
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第83期

（平成19年３月31日） 
第84期 

（平成20年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金    76,940  16.5   76,940  18.5

２．資本剰余金    

(1）資本準備金    25,928  25,928

(2）その他資本剰余金    20,816  20,816

資本剰余金合計    46,744  10.0   46,744  11.3

３．利益剰余金    

(1）その他利益剰余金    

繰越利益剰余金   △42,215  △41,136

利益剰余金合計   △42,215 △9.0  △41,136 △9.9

４．自己株式   △314 △0.1  △339 △0.1

株主資本合計    81,154  17.4   82,208  19.8

Ⅱ 評価・換算差額等    

１．その他有価証券評価差額
金 

   13,802  3.0   589  0.1

２．繰延ヘッジ損益   △369 △0.1  △271 △0.0

評価・換算差額等合計    13,433  2.9   318  0.1

Ⅲ 新株予約権    32  0.0   79  0.0

純資産合計    94,620  20.3   82,606  19.9

負債純資産合計    465,712  100.0   414,975  100.0
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②【損益計算書】

    
第83期

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

第84期 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※2  406,922  100.0   408,787  100.0

Ⅱ 売上原価 ※1  

１．製品期首たな卸高    20,478  16,680

２．当期製品製造原価    326,372  337,449

３．当期買入製品受入高    24,227  23,615

計    371,078  377,745

４．他勘定振替高 ※4  9,159  9,703

５．製品期末たな卸高    16,680  345,238  84.8  16,089  351,952  86.1

売上総利益    61,683  15.2   56,834  13.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,5  78,273  19.3   69,837  17.1

営業損失    16,590 △4.1   13,003 △3.2

Ⅳ 営業外収益 ※6  

１．受取利息    677  690

２．有価証券利息    1  1

３．受取配当金    2,232  4,206

４．受取ブランド使用料    1,883  1,919

５．雑収入    642  5,437  1.4  586  7,405  1.8

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息    3,168  3,382

２．社債利息    608  166

３．貸倒引当金繰入額   －  28

４．為替差損   －  1,293

５．訴訟関連費用    923  －

６．雑支出    1,843  6,543  1.6  1,423  6,294  1.5

経常損失    17,696 △4.3   11,892 △2.9

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※7 －  6,521

２．投資有価証券等売却益    3,347  4,267

３．関係会社事業損失引当金
戻入額 

  －  2,831

４．退職給付信託設定益   －  3,822

５．過年度特許料戻入額   －  3,347  0.8  451  17,893  4.4

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産処分損 ※8  725  1,113

２．投資有価証券等評価損    2,329  －

３．関係会社事業損失引当金
繰入額 

   1,661  －

４．貸倒引当金繰入額    1,437  －

５．特別退職金    608  570

６．たな卸資産評価損 ※9 －  3,407

７．事業構造変革費用 ※10  2,335  9,097  2.3  －  5,091  1.2

税引前当期純利益   － －   909  0.3

税引前当期純損失    23,447 △5.8  － －

法人税及び住民税   △1,746  △1,146

法人税等調整額    17,344  15,598  3.8  977 △169 △0.0

当期純利益   － －   1,078  0.3

当期純損失    39,045 △9.6  － －
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（注） 

イ．仕掛品たな卸高が貸借対照表と相違しているのは、半製品を含めて表示しているためである。 

  

ロ．※１の経費のうち、金額の大きいものは次のとおりである。 

  

ハ．※２の他勘定振替高の内容は次のとおりである。 

  

ニ．原価計算の方法 

(イ）当社製品のうち注文生産にかかわる多種少量製品及び受注工事については個別原価計算方式を採用して

いる。 

(ロ）当社製品のうち標準量産品については標準原価による総合原価計算方式を採用している。 

(ハ）原価差額については原価計算基準に基づき調整を行っている。 

  

製造原価明細書

    
第83期

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

第84期 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

当期製造費用    

Ⅰ 材料費    177,415  53.1  171,785  52.3

Ⅱ 労務費    28,849  8.6  28,811  8.8

Ⅲ 経費 ※1  127,958  38.3  127,712  38.9

計    334,223  100.0  328,309  100.0

期首仕掛品たな卸高    59,817  60,848

他勘定振替高 ※2  6,820  4,426

期末仕掛品たな卸高    60,848  47,281

当期製品製造原価    326,372  337,449

（第83期）   （第84期） 

外注加工費 百万円64,888   外注加工費 百万円62,998

設計外注費  16,902   設計外注費  18,662

（第83期）   （第84期） 

固定資産出来高 百万円3,061   固定資産出来高 百万円1,614

販売費及び一般管理費他  3,759   販売費及び一般管理費他  2,811

計  6,820   計  4,426
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前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

③【株主資本等変動計算書】

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合
計 

資本準備金
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日残高（百万円）  67,882 16,985 20,816 37,801 △1,334  △1,334 △274 104,075

事業年度中の変動額   

新株の発行  9,057 8,942 8,942  18,000

剰余金の配当（注）  △1,834  △1,834 △1,834

当期純損失  △39,045  △39,045 △39,045

自己株式の取得   △40 △40

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）   

事業年度中の変動額合計（百万円）  9,057 8,942 － 8,942 △40,880  △40,880 △40 △22,920

平成19年３月31日残高（百万円）  76,940 25,928 20,816 46,744 △42,215  △42,215 △314 81,154

  

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計

     

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計

    

平成18年３月31日残高（百万円）  18,599 － 18,599 － 122,675  

事業年度中の変動額   

新株の発行  18,000  

剰余金の配当（注）  △1,834  

当期純損失  △39,045  

自己株式の取得  △40  

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）  △4,797 △369 △5,166 32 △5,134  

事業年度中の変動額合計（百万円）  △4,797 △369 △5,166 32 △28,054  

平成19年３月31日残高（百万円）  13,802 △369 13,433 32 94,620  
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当事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合
計 

資本準備金
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益剰
余金 

平成19年３月31日残高（百万円）  76,940 25,928 20,816 46,744 △42,215  △42,215 △314 81,154

事業年度中の変動額   

当期純利益  1,078  1,078 1,078

自己株式の取得   △24 △24

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）   

事業年度中の変動額合計（百万円）  － － － － 1,078  1,078 △24 1,054

平成20年３月31日残高（百万円）  76,940 25,928 20,816 46,744 △41,136  △41,136 △339 82,208

  

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計

     

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計

    

平成19年３月31日残高（百万円）  13,802 △369 13,433 32 94,620  

事業年度中の変動額   

当期純利益  1,078  

自己株式の取得  △24  

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）  △13,212 97 △13,114 46 △13,068  

事業年度中の変動額合計（百万円）  △13,212 97 △13,114 46 △12,013  

平成20年３月31日残高（百万円）  589 △271 318 79 82,606  
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重要な会計方針

項目 
第83期

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

第84期 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法に基づく原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

① 時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定している。） 

(2）その他有価証券 

① 時価のあるもの 

同左 

  ② 時価のないもの 

…移動平均法に基づく原価法 

② 時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

…時価法 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品、半製品 

…移動平均法に基づく原価法 

同左 

  仕掛品 

…個別法に基づく原価法 

  

  原材料、貯蔵品 

…最終仕入原価法に基づく原価法 

  

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

（但し、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用している。） 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

見込販売有効期間（３年）に基づく

償却方法 

(2）無形固定資産 

同左 

  自社利用のソフトウェア 

見込利用可能期間（５年）に基づく

定額法 

  

  その他 

定額法 

  

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。 

(1）貸倒引当金 

同左 
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項目 
第83期

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

第84期 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

  (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認められる額を計

上している。 

 なお、会計基準変更時差異については

15年による按分額を費用処理している。

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により費用処理し

ている。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（13～14年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしている。

(2）退職給付引当金 

同左 

  (3）関係会社事業損失引当金 

 関係会社の事業損失に備えるため、当

該会社の財政状態及び経営成績等を勘案

し、損失負担見込額を計上している。 

(3）関係会社事業損失引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に準

じた会計処理によっている。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジを採用している。なお、為

替予約取引については振当処理の要件を

満たしている場合は振当処理を、金利ス

ワップ取引については特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理を採用して

いる。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 外貨建債権債務の為替レート変動をヘ

ッジするため為替予約取引を利用してい

る。また、変動金利支払いの短期借入金

及び長期借入金について将来の取引市場

での金利変動リスクをヘッジするため金

利スワップ取引を利用している。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 相場変動リスクにさらされている債権

債務に係るリスクを回避する目的で、デ

リバティブ取引を利用することとしてい

る。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ対象及びヘッジ

手段それぞれの相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動を比較し、両者の変動額

等を基礎として判断している。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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項目 
第83期

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

第84期 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっている。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

  (2）連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用している。 

(2）連結納税制度の適用 

同左 

会計方針の変更

第83期 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

第84期 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、94,956百

万円である。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成している。 

－ 

（企業結合に係る会計基準） 

 当事業年度より、企業結合に係る会計基準（「企業結合

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成15年10月31日））及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第10号 平成17年12月27日）を適用している。 

  

（ストック・オプション等に関する会計基準） 

 当事業年度より、「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び

「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を適

用している。これにより、営業損失、経常損失及び税引前

当期純損失が32百万円増加している。 
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追加情報  

表示方法の変更

第83期 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

第84期 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

（貸借対照表関係） （貸借対照表関係） 

１．前事業年度において、「営業権」として掲記されて

いたものは、当事業年度より「のれん」として表示し

ている。 

－ 

２．前事業年度において、「施設利用権・借地権」とし

て掲記されていたものは、当事業年度より「施設利用

権」として表示している。 

  

３．前事業年度において「長期預り金」として表示して

いた有価証券消費貸借契約に基づく預り金（5,000百

万円）は、取引の実態をより明瞭に示すため、当事業

年度より「１年内に返済予定の長期借入金」に含めて

表示している。 

  

（損益計算書関係） （損益計算書関係） 

 当事業年度において「訴訟関連費用」を区分掲記してい

る。なお、前事業年度は「雑支出」に282百万円含めて表

示している。 

１．当事業年度において「固定資産売却益」を区分掲記

している。なお、前事業年度は「雑収入」に71百万円

含めて表示している。 

  ２．当事業年度において「為替差損」を区分掲記してい

る。なお、前事業年度は「雑支出」に105百万円含め

て表示している。 

  ３．前事業年度において区分掲記していた「訴訟関連費

用」（当事業年度５百万円）は、当事業年度より「雑

支出」に含めて表示している。 

  ４．前事業年度において区分掲記していた「投資有価証

券等評価損」（当事業年度188百万円）は、当事業年

度においては「雑支出」に含めて表示している。 

第83期 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

第84期 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

－ （関係会社事業損失引当金） 

   当社は、連結子会社であるOKI SYSTEMS IBERICA, 

S.A.U.の売掛金残高の回収可能性を再検討しましたが、

平成20年３月31日以前の売掛金残高（平成19年３月31日

現在15,082百万円、平成20年３月31日現在17,712百万

円）の一部については、回収可能性を合理的に再検討す

るに足る充分な情報が得られておりません。その影響に

より、関係会社事業損失引当金は合理的に算定する充分

な情報が得られておりません。 
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注記事項

（貸借対照表関係）

第83期 
（平成19年３月31日） 

第84期 
（平成20年３月31日） 

－ ※１ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりである。 

  投資有価証券 百万円5,706

   担保付債務は次のとおりである。 

  短期借入金 百万円4,500

※２ このうち、有価証券の消費貸借契約に基づく貸付が

7,798百万円含まれている。 

－ 

３ 当社は次のとおり従業員及び関係会社に対し銀行借

入金他の債務保証を行っている。 

３ 当社は次のとおり従業員及び関係会社に対し銀行借

入金他の債務保証を行っている。 

    百万円

従業員（住宅融資借入金） 2,012  

沖マイクロ技研（株） 400  

長野沖電気（株） 700  

宮城沖電気（株） 900  

沖デベロップメント（株） 976  

OKI DATA AMERICAS, INC. 413  

（ 千米ドル）3,500   

OKI EUROPE LTD. 699  

（ 千スターリングポンド）3,015   

沖電気実業（深セン）有限公司 1,818  

（ 千人民元）119,032   

その他７件 554  

計 8,474  

    百万円

従業員（住宅融資借入金） 1,713  

沖エンジニアリング（株） 400  

長野沖電気（株） 700  

宮城沖電気（株） 900  

OKI DATA AMERICAS, INC. 511  

（ 千米ドル）5,100   

OKI HONG KONG LTD.（*） 3,507  

（ 千米ドル）35,000   

沖電気実業（深セン）有限公司 1,539  

（ 千人民元）107,732   

その他８件 929  

計 10,200  

  (*）OKI HONG KONG LTD.の銀行借入金に関して金融機

関が行なう債務保証に対する再保証2,805百万円

（28,000千米ドル）を含む。 

※４ 関係会社に関する項目 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりである。 

※４ 関係会社に関する項目 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりである。 

資産 

受取手形 百万円83

売掛金  26,169

短期貸付金  18,502

未収金  17,298

負債   

買掛金  38,164

未払費用  8,762

資産 

受取手形 百万円66

売掛金  25,591

短期貸付金  14,772

未収金  14,593

負債   

買掛金  36,444

未払費用  7,894

※５ 当事業年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理している。 

 なお、当事業年度末日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が当事業年度末日残高に含まれてい

る。 

－ 

受取手形 百万円63   
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第83期 
（平成19年３月31日） 

第84期 
（平成20年３月31日） 

６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行等と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締

結している。 

 当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミッ

トメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであ

る。 

６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行等と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締

結している。 

 当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミッ

トメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであ

る。 

当座貸越極度額及び貸出 百万円

コミットメントの総額  145,681

借入実行残高  46,496

差引額  99,185

当座貸越極度額及び貸出 百万円

コミットメントの総額  143,871

借入実行残高  61,743

差引額  82,128
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（損益計算書関係）

第83期 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

第84期 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

※１ 研究開発費の総額 

 一般管理費に含まれる研究開発費は16,477百万円で

あり、当期製造費用には研究開発費は含まれていな

い。 

※１ 研究開発費の総額 

 一般管理費に含まれる研究開発費は12,950百万円で

あり、当期製造費用には研究開発費は含まれていな

い。 

※２ 関係会社に対する売上高は93,059百万円である。 ※２ 関係会社に対する売上高は85,484百万円である。 

３ 関係会社からの原材料等の仕入高は125,686百万円

である。 

３ 関係会社からの原材料等の仕入高は128,890百万円

である。 

※４ 他勘定振替高の内容は次のとおりである。 ※４ 他勘定振替高の内容は次のとおりである。 

固定資産 百万円491

販売費及び一般管理費他  8,668

計  9,159

固定資産 百万円165

販売費及び一般管理費他  9,537

計  9,703

※５ 販売費に属する費用のおおよその割合は65％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は35％

である。主要な費目及び金額は次のとおりである。 

※５ 販売費に属する費用のおおよその割合は67％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は33％

である。主要な費目及び金額は次のとおりである。 

給料賃金 百万円15,952

退職給付費用  3,357

減価償却費  2,472

技術及び特許権使用料  7,503

手数料  8,504

研究開発費  16,477

給料賃金 百万円15,038

退職給付費用  3,136

減価償却費  2,340

技術及び特許権使用料  6,468

手数料  7,338

研究開発費  12,950

荷造運搬費  3,838

納品保守費  4,118

※６ 関係会社に関する項目 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりである。 

※６ 関係会社に関する項目 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりである。 

営業外収益 営業外収益 

受取利息 百万円655

受取配当金  1,565

受取ブランド使用料  1,883

受取利息 百万円658

受取配当金  3,468

受取ブランド使用料  1,919

－ ※７ 固定資産売却益の内容は次のとおりである。 

  土地 百万円6,487

その他  33

計  6,521

※８ 固定資産処分損の内容は次のとおりである。 ※８ 固定資産処分損の内容は次のとおりである。 

機械及び装置 百万円420

工具器具備品  241

その他  62

計  725

機械及び装置 百万円714

工具器具備品  330

その他  68

計  1,113

－ ※９ たな卸資産評価損は、ＮＧＮ（次世代ネットワー

ク）サービスの開始などにより、一部既存通信機器に

ついて、需要予測を超過する部分が発生する見込であ

ることから、保有するたな卸資産の一部について評価

損を計上するものである。 

※10 事業構造変革費用は、当社の通信ビジネスにおける

事業構造変革に伴い発生した損失であり、その内容は

次のとおりである。 

－ 

たな卸資産廃棄損等 百万円1,434

長期前払費用評価損  901

計  2,335
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前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加153千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

当事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加115千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当事業年度増加株式数

（千株） 
当事業年度減少株式数 

（千株） 
当事業年度末株式数

（千株） 

自己株式         

普通株式  868  153  －  1,021

合計  868  153  －  1,021

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当事業年度増加株式数

（千株） 
当事業年度減少株式数 

（千株） 
当事業年度末株式数

（千株） 

自己株式   

普通株式  1,021  115  －  1,136

合計  1,021  115  －  1,136
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（リース取引関係）

第83期 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

第84期 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高相
当額 

  百万円 百万円 百万円 

機械及び装置  14,841  5,365  9,475

工具器具備品  1,364  776  587

その他  999  603  396

合計  17,205  6,745  10,459

取得価額相
当額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高相
当額 

  百万円 百万円 百万円 

機械及び装置  17,580  7,083  10,497

ソフトウェア  2,448  211  2,237

工具器具備品  1,069  419  649

その他  31  14  16

合計  21,130  7,728  13,401

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 百万円3,835

１年超  6,866

合計  10,702

１年内 百万円4,438

１年超  9,196

合計  13,634

（３）支払リース料等 （３）支払リース料等 

① 支払リース料 百万円3,630

② 減価償却費相当額  3,400

③ 支払利息相当額  265

① 支払リース料 百万円4,683

② 減価償却費相当額  4,396

③ 支払利息相当額  324

（４）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定

額法によっている。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定

額法によっている。 

（５）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっている。 

（５）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっている。 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 百万円956

１年超  380

合計  1,336

１年内 百万円1,574

１年超  10,180

合計  11,754

2012/09/14 16:51:2312871731_訂正有価証券報告書_20120914165116

- 109 -



子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

（有価証券関係）

区分 

第83期
（平成19年３月31日） 

第84期 
（平成20年３月31日） 

貸借対照表 
計上額 

（百万円） 

時価
（百万円） 

差額
（百万円） 

貸借対照表
計上額 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額
（百万円） 

子会社株式  1,119  3,306  2,187  1,119  3,287  2,168

関連会社株式  1,608  3,765  2,157  1,608  2,013  405

合計  2,727  7,072  4,344  2,727  5,301  2,573
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（税効果会計関係）

第83期 
（平成19年３月31日） 

第84期 
（平成20年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳は、次のとおりである。 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳は、次のとおりである。 

百万円 百万円 

繰延税金資産 

繰越欠損金 18,545

退職給与引当金超過 12,180

関係会社株式評価損否認 4,963

賞与引当金超過 1,991

貸倒引当金超過 1,560

減損損失否認 1,197

関係会社事業損失引当金否認 1,160

たな卸資産評価損否認 1,101

その他 1,608

繰延税金資産小計 44,310

評価性引当額 △38,464

繰延税金資産合計 5,845

  

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △9,210

その他 △73

繰延税金負債合計 △9,283

  

  

繰延税金負債の純額 3,437

繰延税金資産 

繰越欠損金 19,145

退職給付引当金否認 12,729

関係会社株式評価損否認 4,963

たな卸資産評価損否認 2,522

未払賞与否認 1,939

貸倒引当金超過 1,515

その他 2,204

繰延税金資産小計 45,021

評価性引当額 △38,665

繰延税金資産合計 6,355

  

繰延税金負債 

退職給付信託設定益否認 △1,567

その他有価証券評価差額金 △344

その他 △63

繰延税金負債合計 △1,974

  

繰延税金資産の純額 4,380

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の主な内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の主な内訳 

 税引前当期純損失が計上されているため、記載してな

い。 

法定実効税率  ％41.0

          

（調整）         

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
 △126.8   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
 29.7   

繰延税金資産に係る評価性引当額の

増加 
 22.1   

住民税均等割  7.5   

その他  8.0   

税効果会計適用後の法人税等の負担率  △18.5   
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（注）１．１株当たり当期純損益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

である。 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

（１株当たり情報）

第83期 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

第84期 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

１株当たり純資産額 円138.44

１株当たり当期純損失金額 円60.28

１株当たり純資産額 円120.81

１株当たり当期純利益金額 円1.58

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円1.41

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失金額が計上されているため記

載していない。 

   

  
第83期

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

第84期 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

１株当たり当期純損益金額 

当期純利益（百万円）  －  1,078

当期純損失（百万円）  39,045  －

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  －  1,078

普通株式に係る当期純損失（百万円）  39,045  －

普通株式の期中平均株式数（千株）  647,699  683,166

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

当期純利益調整額（百万円）  －  0

普通株式増加数（千株）  －  80,919

（うち新株予約権付社債（千株））  －  80,919

（うち新株予約権（千株））  －  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 新株予約権５種類、2008年満期ユ

ーロ円建転換社債型新株予約権付社

債（券面総額20,000百万円）、第32

回無担保転換社債型新株予約権付社

債（券面総額12,000百万円）。新株

予約権等の概要は、「新株予約権等

の状況」に記載のとおり。 

 新株予約権６種類、2008年満期ユ

ーロ円建転換社債型新株予約権付社

債（券面総額20,000百万円）、第32

回無担保転換社債型新株予約権付社

債（券面総額12,000百万円）。新株

予約権等の概要は、「新株予約権等

の状況」に記載のとおり。 

  
第83期

（平成19年３月31日） 
第84期 

（平成20年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  94,620  82,606

純資産の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 32  79

（うち新株予約権） ( ）32 ( ）79

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）  94,587  82,527

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株） 
 683,235  683,120
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（重要な後発事象）

第83期 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

第84期 
自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

 記載すべき事項はない。  当社は、平成20年５月28日開催の取締役会において、平

成20年10月１日（予定）を効力発生日として、当社が半導

体事業に関して有する権利義務を会社分割（新設分割）に

より新たに設立する株式会社ＯＫＩセミコンダクタ（以

下、「新設分割設立会社」という。）に承継させることを

内容とする新設分割計画について決議した。 

 なお当社は、平成20年５月28日付で、新設分割設立会社

が有する半導体技術の相互補完による一層の相乗効果向上

を狙いとして、新設分割設立会社の発行済み株式の95％相

当をローム株式会社に譲渡することについて基本合意し

た。 

 上記の詳細な情報は、「第５ 経理の状況」の「１連結

財務諸表等」に係る注記のうち、「重要な後発事象」に記

載している。 

2012/09/14 16:51:2312871731_訂正有価証券報告書_20120914165116

- 113 -



【株式】 

  

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額

（百万円） 

投資有価証券 その他有価証券 

日本電子計算機（株）  9,414,136  4,707

（株）みずほフィナンシャルグループ  5,579  2,036

東京建物（株）  3,078,632  2,019

カシオ計算機（株）  985,243  1,437

日本電信電話（株）  3,060  1,315

日本精工（株）  1,697,363  1,281

みずほＦＧ第十一回第十一種優先株式  1,000  1,000

（株）紀陽ホールディングス  5,444,487  860

ＫＤＤＩ（株）  1,271  774

加賀電子（株）  526,541  693

その他（192銘柄）  41,374,738  7,840

計  62,532,052  23,967
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（注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額である。 

２．当期増加額及び当期減少額のうち主なものは次のとおりである。 

  

（注） 貸倒引当金及び関係会社事業損失引当金の「当期減少額（その他）」は、前期末引当金を洗替えたものであ

る。 

   

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 
（百万円）

有形固定資産    

建物  94,444  1,716
 

( )

2,551

6
 93,609  65,428  2,528  28,180

構築物  8,579  80
 

( )

158

54
 8,501  7,254  128  1,246

機械及び装置  298,808  3,907  13,303  289,413  261,815  7,027  27,597

車両運搬具  138  1  15  125  115  2  10

工具器具備品  88,405  5,446  7,226  86,626  72,337  5,562  14,289

土地  13,982  －
 

( )

1,014

3
 12,967  －  －  12,967

建設仮勘定  51  550  486  115  －  －  115

有形固定資産計  504,410  11,704
 

( )

24,756

64
 491,358  406,951  15,249  84,407

無形固定資産    

のれん  1,246  32  －  1,279  963  255  315

施設利用権  561  －  3  558  351  21  206

ソフトウェア  18,174  3,682  4,499  17,357  7,500  4,301  9,857

無形固定資産計  19,982  3,715  4,503  19,195  8,815  4,578  10,379

長期前払費用  15,434  620  1,670  14,384  7,237  2,212  7,146

資産の種類 増減区分 設備の内容 金額（百万円）

機械及び装置 減少額 
情報通信機器製造用  2,072

半導体製造装置  11,231

工具器具備品 

増加額 
情報通信機器製造用  2,506

半導体製造用  2,412

減少額 
情報通信機器製造用  4,558

半導体製造用  2,220

ソフトウェア 減少額 
自社利用ソフトウェア  2,565

市場販売目的ソフトウェア  1,933

【引当金明細表】

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金  4,133  4,122  176  3,957  4,122

関係会社事業損失

引当金 
 2,831  －  －  2,831  －
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 当事業年度末（平成20年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりである。 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

決済期日別内訳 

  

③ 売掛金 

（２）【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（百万円） 

現金  847

預金 

当座預金  92

普通預金  13,074

通知預金  90

定期預金  150

別段預金  3

計  13,410

合計  14,258

相手先 金額（百万円） 

グラフテック（株）  279

能美防災（株）  219

昭和電線ケーブルシステム（株）  80

ペンタックス（株）  75

中銀リース（株）  61

その他  849

合計  1,565

決済月 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 合計

金額（百万円）  184  374  324  596  84  1,565

相手先 金額（百万円） 

（株）沖デバイス  6,502

OKI AMERICA, INC.  4,369

東日本電信電話（株）  3,785

（株）沖電気カスタマアドテック  3,349

西日本電信電話（株）  2,654

その他  76,527

合計  97,189
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売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

④ たな卸資産 

製品 

半製品 

原材料 

仕掛品 

貯蔵品 

  

前期繰越高 
（百万円） 

(A) 

当期発生高 
（百万円） 

(B) 

当期回収高
（百万円） 

(C) 

次期繰越高
（百万円） 

(D) 

回収率 滞留期間

(C) 
───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D)
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

366 

 99,028  426,185  428,024  97,189 ％ 81.50 日 84.3

品名 金額（百万円） 

情報通信システム  11,748

半導体  4,340

合計  16,089

品名 金額（百万円） 

自製部分品  6,622

品名 金額（百万円） 

購入部分品  12,247

原材料  104

補助材料  5

消耗工具  25

合計  12,382

品名 金額（百万円） 

情報通信システム  28,903

半導体  8,766

未成工事  2,989

合計  40,659

品名 金額（百万円） 

工場用事務用消耗品  164
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⑤ 関係会社株式 

  

⑥ 支払手形 

期日別内訳 

  

⑦ 買掛金 

  

区分 金額（百万円） 

子会社  38,874

（内連結子会社） （ ） 38,866

関連会社  3,301

合計  42,176

相手先 金額（百万円） 

（株）日立製作所  167

サクサ（株）  75

三菱重工業（株）  61

日本アビオニクス（株）  12

（株）タムラ製作所  12

その他  70

合計  400

期日 金額（百万円） 

平成20年４月満期  43

５月満期  90

６月満期  101

７月満期  164

合計  400

相手先 金額（百万円） 

沖ソフトウェア（株）  6,709

宮城沖電気（株）  6,575

OKI（THAILAND）CO.,LTD.  4,530

宮崎沖電気（株）  4,395

ネットワンシステムズ（株）  2,394

その他  49,085

合計  73,691
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⑧ 借入金 

（注） 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下のとお

りである。 

  

⑨ 未払費用 

  

⑩ 社債 

 「第５ 経理の状況」の「１．連結財務諸表等」の「(1）連結財務諸表」の「⑤ 連結附属明細表」に

記載している。 

  

⑪ 退職給付引当金 

  

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

短期借入金  51,152  57,893  1.7  －

１年以内に返済予定の長期借入金  27,109  24,863  2.0  －

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。） 
 83,610  82,663  2.1

平成21年８月31日～

平成30年３月20日 

合計  161,872  165,419  －  －

１年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超
４年以内 

４年超 
５年以内 

百万円 百万円 百万円 百万円 

 23,074  43,096  13,920  2,570

相手先 金額（百万円） 

未払従業員賞与  4,985

沖電気ネットワークインテグレーション（株）  1,359

（株）沖ロジスティクス  1,287

（株）沖電気カスタマアドテック  833

港社会保険事務所  574

その他  12,704

合計  21,745

区分 金額（百万円） 

未積立退職給付債務  49,310

会計基準変更時差異の未処理額  △23,711

未認識数理計算上の差異  △8,825

未認識過去勤務債務（債務の減額）  8,007

合計  24,781
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 当社が平成20年５月28日開催の取締役会において決議した、平成20年10月１日（予定）を効力発生日とし

て、当社が半導体事業に関して有する権利義務を会社分割（新設分割）により新たに設立する株式会社ＯＫＩ

セミコンダクタに継承させることを内容とする新設分割計画について、平成20年６月27日開催の第84回定時株

主総会において承認された。 

 上記の新設分割計画の詳細な情報は「第５ 経理の状況」の「１ 連結財務諸表等」に係る注記のうち、

「重要な後発事象」に記載している。 

  

（３）【その他】
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（注） 定款により、当会社の株主の有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができ

ない。 

(1）会社法第189条第２項に掲げる権利 

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券、10株券、50株券、100株券、200株券、300株券、400株券、500株券、1,000株

券、10,000株券、100,000株券、100株未満の単一株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

単元株式数 株 1,000

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都中央区八重洲１丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲１丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都中央区八重洲１丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲１丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料   

  

 以下の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取った単元未満株式の数

で按分した金額とする。 

（算式）１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 

100万円以下の金額につき 1.150％ 

100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％ 

500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％ 

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％ 

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％ 

（円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。） 

 ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。

公告掲載方法 

 電子公告により行う。ただし、やむを得ない事由により、電子公告ができないとき

は、日本経済新聞に掲載してこれを行う。 

ホームページアドレス：http://www.oki.com/jp/ 

株主に対する特典 なし 
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 当社は、法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。 

  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

 自平成18年４月１日至平成19年３月31日事業年度（第83期）の有価証券報告書及びその添付書類に係る訂正報

告書である。 

  

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書である。 

  

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与

える事象）に基づく臨時報告書である。 

  

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２（新設分割）に基づく臨時報告書である。 

  

 平成20年５月28日提出の臨時報告書の訂正報告書である。 

  

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】

(1) 

  

有価証券報告書及び

その添付書類 

事業年度 

（第83期） 

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

  

  

平成19年６月26日 

関東財務局長に提出 

            

(2) 半期報告書 （第84期中） 自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日 

  平成19年12月27日 

関東財務局長に提出 

            

(3) 有価証券報告書の訂正報告書   平成20年２月８日 

関東財務局長に提出 

(4) 臨時報告書       平成20年３月18日 

関東財務局長に提出 

(5) 臨時報告書       平成20年３月28日 

関東財務局長に提出 

(6) 臨時報告書       平成20年５月28日 

関東財務局長に提出 

(7) 臨時報告書の訂正報告書   平成20年６月６日 

関東財務局長に提出 
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 該当事項はない。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている沖電気工業株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の訂正報告書の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。  

 当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。 

  

記 

  

 追加情報に記載されているとおり、会社は、連結子会社であるOKI SYSTEMS IBERICA, S.A.U.の売掛金残高の回収可能

性を再検討したが、平成２０年３月３１日以前の同社の売掛金残高の一部については、回収可能性を合理的に再検討する

に足る充分な情報が得られていない。そのため、当監査法人は、同社における平成１９年３月３１日現在の売掛金15,082

百万円の一部及び平成２０年３月３１日現在の売掛金17,712百万円の一部の回収可能額の算定について、十分かつ適切な

監査証拠を入手できなかった。  

  

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、上記の除外事項の連結財務諸表に与える影響を除き、我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、沖電気工業株式会社及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。  

  

追記情報 

１．有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第２４条の２第１項の規

定に基づき連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の連結財務諸表について監査を行った。  

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２０年５月２８日開催の取締役会において、平成２０年１０

月１日（予定）を効力発生日として、会社が半導体事業に関して有する権利義務を会社分割（新設分割）により新た

に設立する株式会社ＯＫＩセミコンダクタに承継させることを内容とする新設分割計画について決議した。また会社

は平成２０年５月２８日付で株式会社ＯＫＩセミコンダクタの発行済み株式の９５％相当をローム株式会社へ譲渡す

ることについて基本合意した。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

  独立監査人の監査報告書   

平成２４年９月１４日

沖電気工業株式会社 

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 星 野 正 司  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 佐 藤   晶  印 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 
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 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている沖電気工業株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第８４期事業年度の訂正報告書の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。 

  

記 

  

 追加情報に記載されているとおり、会社は、連結子会社であるOKI SYSTEMS IBERICA, S.A.U.の売掛金残高の回収可能

性を再検討したが、平成２０年３月３１日以前の同社の売掛金残高（平成１９年３月３１日現在15,082百万円、平成２０

年３月３１日現在17,712百万円）の一部については、回収可能性を合理的に再検討するに足る充分な情報が得られていな

い。その影響により、当監査法人は、関係会社事業損失引当金の算定について、十分かつ適切な監査証拠を入手できなか

った。 

  

 当監査法人は、上記の財務諸表が、上記の除外事項の財務諸表に与える影響を除き、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、沖電気工業株式会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終

了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第２４条の２第１項の規

定に基づき財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の財務諸表について監査を行った。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２０年５月２８日開催の取締役会において、平成２０年１０

月１日（予定）を効力発生日として、会社が半導体事業に関して有する権利義務を会社分割（新設分割）により新た

に設立する株式会社ＯＫＩセミコンダクタに承継させることを内容とする新設分割計画について決議した。また会社

は平成２０年５月２８日付で株式会社ＯＫＩセミコンダクタの発行済み株式の９５％相当をローム株式会社へ譲渡す

ることについて基本合意した。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

  独立監査人の監査報告書   

平成２４年９月１４日

沖電気工業株式会社 

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 星 野 正 司  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 佐 藤   晶  印 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管している。 
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